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序章 本稿の概要 

 

1． 研究の背景と問題意識 

 

本稿のテーマは小売事業のビジネス・モデル変革についてである。業績不振に陥った小売

企業をいかに再建するかを目的とし、再建の過程でいかなるビジネス・モデル変革を実施す

れば良いのかを明らかにするものである。 

商品を仕入れて、それを店舗の什器に陳列し、顧客にセルフで購入してもらうという比較

的単純なサービス業である小売事業は、参入障壁が比較的低く、一方で付加価値の果実であ

る営業利益率は低い。日本の小売市場は 1980 年代に大手小売企業による全国チェーン展開

が確立され、その後大きく発展した。日本の大手小売企業、特に百貨店や総合スーパーは、

1980 年代初から急速に成長したが、1996 年以降売上を落とし衰退している。一方、百貨店

や総合スーパーに比して遅れて成長した食品・日用雑貨品を販売するスーパーマーケット

業態も現在ではその成長が鈍化している。さらに遅れて、コンビニエンスストアやカテゴリ

ーキラーとしての専門小売チェーン店といった新たな業態が登場した。これらは 1990 年代

初から大きく売り上げを伸ばしている。しかし、人口減少、少子高齢化に伴う人口動態の変

化は小売業にも大きな影響を及ぼすと考えられる。よって、小売業における経営戦略の優劣

は企業の浮沈に直結すると思われる。 

 1990 年代に衰退が始まった日本の百貨店や総合スーパー業態において、経営破綻に追い

込まれた企業が出てきた。1997 年 9 月には株式会社ヤオハン・ジャパン（負債総額 1,613

億円）、2000 年 7 月には株式会社そごうを含むグループ 22 社（負債総額 1 兆 8,700 億円）、

2001 年 9 月には株式会社マイカル（負債総額 1 兆 9,000 億円）が経営破綻した。また、株

式会社ダイエーは 2004 年 12 月産業再生機構による支援が決定、株式会社西友は 2008 年

4 月に Walmart, Inc.（ウォルマート）の完全子会社となった。巨大小売業者の経営破綻の

影響は、金融機関による債権放棄、従業員の失職など大きなものであった。老舗スーパーマ

ーケットの破綻も始まり、2018 年から 2019 年にかけて、株式会社毛利興産（2018 年 5 月、

東京：負債総額 18 億円）、株式会社サニーTSUBAKI（2018 年 6 月、愛媛：負債総額 9 億

円）、株式会社サンルート（2018 年 7 月、愛知：負債総額 8 億円）、株式会社オカザキ（2018

年 9 月、宮城：負債総額 4 億円）、株式会社ヤマサンセンター（2018 年 12 月、愛媛：負債

総額 17 億円）、株式会社アサノ（2019 年 1 月、宮城：負債総額 8 億円）、株式会社三桝屋
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（2019 年 3 月、栃木：負債総額 6 億円）が経営破綻している。経済産業省（2007）は、「小

売業は地域密着型産業であり、地域社会と相互に依存しているため、持続可能なコミュニテ

ィ構築に積極的に取り組まなければ、小売業の中・長期的な成長も困難なものとなりうる。

同質的な価格競争を続ければ、収益性が低下するため、コミュニティ構築にも十分取り組む

ことが難しくなる。このように同質的な価格競争の結果、小売業の収益性や成長に悪影響を

及ぼす可能性が懸念され、人材確保難等により環境変化に対応した新たなビジネス・モデル

への転換が生まれにくくなり、それがさらなる同質的競争を招くという悪循環に陥るおそ

れもある。」（p.46）と指摘している。 

新規業態の出現は、既存の小売企業が提供する価値を急速に陳腐化させる力を持ってお

り、既存の小売業者は、環境の変化に対応し、業態変換をしなければ、小売業からの撤退

を余儀なくされるのであろう。もしそうであれば、先行する小売業者は座して死を待つば

かりとなる。 

 企業破綻は経済界における資産の非効率性のみならず、地域経済における負の効果をも

たらす。市場における新陳代謝は重要であるが、老舗企業と新興企業の健全な競争は市場

の進化に貢献するものと思われる。老舗企業は構築済みの経営資源を効率的に活用する術

を保有しており、新興企業はイノベーションを市場に持ち込むことが期待される。 

本稿の問題意識は、衰退した小売企業を再建し、地域経済を再活性化する方法は無いの

かというものである。 

 

2. 本稿の視点とリサーチ・クエスチョン 

 

 上記の問題意識に取り組むため、本稿第 2 章では、小売の業態変革の理論、企業再建の

理論、小売の価格理論などについて、まずは先行研究レビューを行い、リサーチ・クエス

チョンを明確にする。 

McNair and May（1976）は、アメリカでの百貨店、バラエティ・ストアやスーパーマ

ーケットなどのチェーンストア、戦後のディスカウント・ストアなどの主な小売形態の革

新がこの小売の輪の理論にあてはまるとしている。日本でも、価格破壊を旗印にダイエー

が GMS 業態を展開し、1970 年代に百貨店の三越の売上を抜き去った。ところがその後の

成熟過程で、総合スーパーは百貨店と同じような業態となり、そこへ、ヤマダ電機、ユニ

クロなどのカテゴリーに特化して低価格を訴求する革新的企業（カテゴリー・キラー）が
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登場し、追い落とされたという動向は、小売の輪の理論で整理することができる。こうし

てみると、小売業態革新は、小売の輪の理論で唱えられている低コスト・低マージン・低

価格を実現する革新的企業の登場により実現すると言える。小売の輪の理論から浮き彫り

になる課題は、小売業の先行者である百貨店、総合スーパー、老舗スーパーマーケット

は、いずれこの小売の輪から脱落し、小売市場からの撤退を余儀なくされるのであろう、

というものである。小売の輪に関する先行研究は、マクロ・レベルで小売業の業態変革を

基に、その盛衰の過程を説明しているが、個別企業レベルで格下げによる再建について明

らかにしているとは言い難い。 

業績不振に陥った企業を再建するには企業再建の理論が必要である。本稿は、企業再建

に関して、先行研究をレビューしたが、2 ステージモデルで説明される企業再建に関し、

縮小戦略と復帰戦略は、本来合わせて考えられるべきものであり、先行研究は縮小戦略の

重要性に偏重しており、2 ステージのうち縮小戦略から復帰戦略プロセスへの手順、及び

縮小戦略と復帰戦略の関係について十分に説明されているわけではないことがわかった。 

業態変革の理論によると、既存の小売企業は低価格を武器にしたディスカウント・リテ

ーラーに顧客を奪われ、いずれ衰退していくと考えられているが、敵であるディスカウン

ト・リテーラーを知るために先行研究をレビューする。著しい成長を遂げているディスカ

ウント・リテーラーであるウォルマートと ALDI に関し、ウォルマートのビジネス・モデ

ルは、規模の経済によるバイイング・パワーと低賃金、低賃料による低コストが基盤とな

っている。ALDI のビジネス・モデルは、品揃えを絞り、プライベート・ブランドによる

低コストが基盤となっている。2 つのビジネス・モデルは長期間に蓄積した知己と経験に

依存しており、簡単にまねのできるものではない。これら 2 つのディスカウント・リテー

ラーのビジネス・モデルとは異なる、日本の既存小売企業が比較的容易に適用できるビジ

ネス・モデルは存在しないのであろうか。 

急速に成長を遂げている多くのディスカウント・リテーラーは Everyday Low Price 

（EDLP：エブリデー・ロー・プライス）戦略を採用している。先行研究では、小売にお

ける価格戦略として、ハイ＆ローと EDLP という 2 つを指摘している。Bolton and 

Shankar（2010）は、1990 年初以降、情報技術やサプライチェーン・マネジメントの進

化や中央集権的な購買活動によるコスト削減が進んでおり、これは低価格によるディスカ

ント・リテーラーの成長戦略を促進しているという。また、このトレンドは小売業におけ

る EDLP の導入を推進しているとのことである。既存小売企業の多くはハイ＆ロー戦略を
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採用しているが、新興企業との競争するために、ハイ＆ローから EDLP に戦略を変換する

ことが考えられる。しかし、Hoch et al.（1994）や Ellickson et al.（2012）によると、

その実行は難しいとしている。では、ハイ＆ローから EDLP に戦略変換することはできな

いのであろうか。その可能性と実践の方法については未開拓の課題であると言える。 

以上を踏まえ、本稿で取り上げるリサーチ・クエスチョンは以下の通りである。 

(1) リサーチ・クエスチョン 1 

 小売の輪の理論において、格上げ余地がなくなり追い詰められた既存企業は、縮小戦略

を実践するだけでは単なる延命に終わる可能性が高い。縮小（Retrenchment）と復帰

（Recovery）という 2 つのステージを併せて考え、企業再建を成功裡に実現するためには、

何が必要で、それをどのように実行すれば良いのだろうか。 

(2) リサーチ・クエスチョン 2 

業態変革に関する先行研究では、新興のディスカウント・リテーラーが既存の小売企業の

シェアを侵食し、既存小売企業は格上げにより新たな市場を開拓して生き残るとされてい

るが、格上げした既存小売企業はディスカウント・リテーラーと競合するために格下げはで

きないのであろうか。できるとすればどのようにすれば良いのか。加えて、ハイ＆ローから

EDLP への変換は困難だと言われているが、それはどのようにすれば可能となるのであろ

うか。 

 

3. 本稿の調査対象・分析方法 

 

 まず、第 3 章で、日本においても小売の輪の理論が当てはまること、日本におけるディ

スカウント・リテーラーのビジネス・モデルがどのようなものなのかを明らかにする。そ

の上で、リサーチ・クエスチョン 1 について、小売業界で企業再建に取り組んだが失敗し

たダイエー事例を取り上げる。そして、リサーチ・クエスチョン 2 について、ビジネス・

モデルの変換を基に企業再建に成功した西友の事例を取り上げる。 

上記 2 つに関する研究手法は事例研究法（Eisenhardt, 1989）である。本稿で対象とす

る事象に携わった実務家への聞き取り調査を中心とした手法である。事例研究について

は、大規模データを基にした定量的研究に比して客観性及び汎用性の観点について批判が

あるが、一方で実務的観点からは事象の背景や因果関係を詳細に記述することを通じてし

か得られない発見や洞察があると考えられる（沼上, 1995; 久米, 2013）。 
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 リサーチ・クエスチョン 1 について、小売の輪が働く状況下では、企業再建理論の 2 ス

テージモデルに沿って再建活動を進めるのでは駄目であり、戦略変換が必要であること、ま

た、リサーチ・クエスチョン 2 について、小売の輪が働く状況下では、ハイ＆ローから EDLP

に変換し、格下げによる戦略的変換によって不振に陥った小売企業を再建できることを明

らかにする。そして、不振に陥った小売企業を再建するためには、企業経営全体を統合的に

見直すことが必要であることを示す。 

 

4. 本稿の構成 

 

本稿の各章の構成は次の通りである。 

第 1 章では、日本の小売市場を俯瞰する。第 2 章では、小売業における業態変革理論、企

業再建の理論、既存小売業者に取って代わるディスカウント・リテーラーのビジネス・モデ

ル、そして小売業の価格理論について先行研究をレビューし、課題をとりまとめた。第 3 章

では、日本のスーパーマーケットのビジネス・モデルを分析し、その中で、日本においても

小売の輪の理論の指摘する状況が当てはまることを確認し、低価格と低コストを武器とし

て業績を伸ばしているディスカウント・リテーラーのモデルを明らかにした。第 4 章では、

業績不振に陥った小売企業であるダイエーの企業再建に取り組んだが、失敗した事例を取

り上げた。第 5 章では、悪化した業績を EDLP とリーン・オペレーションの組み合わせで

立て直した西友の事例を取り上げた。第 6 章では、第 4～5 章で行った事例研究を基に、リ

サーチ・クエスチョンへの解を明らかにした。小売業者の企業再建について、小売の輪の状

況下では、単に 2 ステージモデルに沿って戦略を実践すれば良いのではなく、ビジネス・モ

デルの変換が必要であることを明らかにした。また、企業再建のプロセスに関し、先行研究

では不明確であった縮小戦略から復帰戦略へのプロセス、及び縮小戦略と復帰戦略の関係

を明らかにし、縮小戦略と復帰戦略の統合モデルを提示した。最後に、結論として本稿の発

見事項をとりまとめ、ビジネス・インプリケーションを報告し、今後の研究課題を提示した。 

本稿の各章の関係を示したものが図 1 である。 
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図 1 本稿の各章の構成 
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第1章 日本の小売市場 

 

本章では、小売業の概況、日本の流通制度、消費者行動、日本の小売業の変遷、スーパー

マーケット事業、ディスカウント・リテーラーのビジネス・モデルについて説明する。 

 

1. 小売業の概況 

 

小売とは生産者（メーカー）が製造する製品を消費者に直接届ける機能を担っている。こ

の機能をサポートする機能として卸売、輸送、倉庫、金融決済が存在する。経済産業省が公

表している商業動態統計（2018）によると、日本の 2018 年の小売業売上規模は 145 兆円

で、日本の GDP の 27%を占める。宮副（2010）によると、小売業には商品取引の機会を効

率的に創造する機能と生産の計画性と消費の無計画性を調整する機能が存在するとしてい

る。商品取引の機会の効率的な創造とは、小売業者がメーカーの販売代理機能と消費者の購

買代理機能を担いながら、幅広い品揃えによる効率的な需要と供給のマッチングを行うと

いうものである。そして、生産の計画性と消費の無計画性を調整する機能とは、不安定な消

費者の購買行動に応え、メーカーの商品生産に効率性を確保するべく、在庫を保有すること

で市場全体に効率性を提供するというものである。このようにメーカーと消費者をつなぐ

仕組みを流通チャネルと言い、経済の発展に沿って流通チャネルも進化した。 

 

2. 日本の流通制度 

 

 品質と鮮度を重視する日本の消費者の多頻度小口購買行動と、それに基づく多頻度小口

発注する小売業者のオペレーションが基となって日本の流通システムは出来上がっている。

スーパーマーケットの 1店舗の売上規模は、対象とする地域の大きさにより決まってくる。

また小規模商圏に競合小売店が集まってくるために、小規模・高密度という特徴が見出され

る。多頻度小口購買と地域性という消費者購買特性に基づいて、日本では中間流通の重要性

が認識されている。これは問屋制というもので、需要の不確実性と複雑な取引構造に対応し、

市場の不確実性を回避し、危険分担を通じて長期・安定利益を確保しようとするものである。

小売業者と中間流通会社は企業同士の所有権統合をしなくても、長期継続的な取引関係の

下で、取引に関する意思決定を共有することで、共同利益の最大化を図っている。このよう
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な、独立した組織間での意思決定の共有化と、それを支える長期継続的な取引関係が日本の

流通システムの特徴であり、市場取引と組織取引の中間に位置する中間組織を通じた垂直

的協業と言える。このような日本の中間流通の仕組みは以下の商慣行によって支えられて

いる（根本, 2004）。 

第 1 に特約店制度である。メーカーは販路を特定化することにより、販売政策に関する

意思決定を小売業者とメーカーの間で共有化することが可能となる。しかし、消費者の商品

知識が広がる中で、商品の規格化が進むなど、特約店制度のメリットは縮小した。 

第 2 に基本価格制度である。これは名目的な小売価格、卸売価格、生産者出荷価格を事前

に提示する建値制度と呼ばれるものである。建値が小売価格の上限規制として機能すれば 3

社の共同利益を高めるが、下限規制として機能すると価格競争を制限してしまう。 

第 3 に補完的価格制度である。これはリベートや配送ロット割引などで、販売促進への

インセンティブを与え、決済の時期や方法などの取引条件の順守を確保する手段であり、利

益分配の手段としても機能する。しかし、複雑な仕組みは小売業者による独自の利益計算に

基づく価格設定を難しくし、メーカーの建値に依存した安易な販売を促すデメリットとも

なる。 

第 4 に返品制度である。小売業者のリスクの一部を、メーカーないしは卸売業者が負担

するものである。返品により、小売業者は在庫コストを縮小し、品揃えを確保しうる。売手

にとっては、地域的な需給のバランスを調整し、在庫量を最適化するものである。しかし、

返品制は建値を維持する機能があり、小売業者とメーカー、卸売業者が結託し、小売価格の

下限規定につながるデメリットがある。 

上記の日本の流通制度は、小売業者の戦略に大きな影響を及ぼしている。メーカーや卸業

者が小売事業の戦略の決定に関与しており、実は小売業者の自由度が決して高くないとい

うことが日本の小売業の実態と言える。また、小売事業者の行動が消費者にも影響を及ぼし

ているのである。例えば、メーカーの収益拡大のために活用されているこれらの流通制度は

特売を通じて消費者の買い回り行動を促しており、メーカーの建値は小売業者の価格戦略

を硬直化している。また、メーカーからのリベートや配送ロット割引は小売業者の本来の事

業構造を歪め、消費者の求める商品への対応から、メーカーの売りたい商品への対応になっ

ている。 

流通チャネルの発展には、メーカーが深く関与してきたが（根本, 2004; 宮副, 2010）、そ

の背景にはメーカーと消費者が直接取引をしていないことがある。メーカーは消費者のニ
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ーズに適する商品開発を行うが、そのためにはメーカーは消費者のニーズを迅速に且つ適

切に収集する必要がある。よって、直接消費者と取引をする小売業者より密接に情報取集を

行うと共に、小売業者を介して商品の良さを消費者に伝えるのである。 

 

3. 消費者行動 

 

 小売業者は幅広い顧客ニーズに対応しようとしている。そのためには、顧客の消費行動を

理解することが必要となる。消費者は幅広い業態の中から、いくつかの基準を基に購買行動

を決め、小売業態を選択している。その基準とは次のようなものである。 

(1) 価格 

必要な商品を合理的な価格で購買できることである。広く認知され、その品質が確証され

ている商品について、消費者は最も安く購買できる店舗ないしは方法を選択する。 

(2) 利便性 

商品購入先として身近な場所にあるという最寄り性、あるいは営業時間が長く消費者の

ニーズに応じた対応を提供する店舗ないしは方法を選択する。 

(3) 品揃え 

商品が数多く、幅広い品揃えがされており、確実に欲しい商品を購買できる店舗ないしは

方法を選択する。また、これまでになかった新しい価値を提供する商品や、購買しにくい商

品を確実に揃えている店舗ないしは方法を選択する。 

(4) サービス 

商品の品質、鮮度や機能、さらには店舗での商品配置場所について詳しい専門知識をもっ

た店舗従業員から、消費者個々の特定のニーズに合った商品を購買できる店舗ないしは方

法を選択する。 

以上のような消費者の購買に関する業態選択の判断基準は、小売業態としての消費者に

向けて提供される価値に基づくものである。小売業態は、そのカテゴリー形成と販売形態に

よって、消費者に価値を提供することにより支持を得られるのである。しかし、消費者行動

は、おかれた社会情勢に応じて変化するので、多くのカテゴリーにおいて低価格で商品を提

供できる、必要な商品を適切なタイミングで商品を提供できる、また消費者が求める最適の

サービスを提供できる小売業態が支持を得られる、と考えられる。業態として売上が低迷し

ている百貨店や総合スーパーは、提供する価値を消費者が受け入れておらず、一方、カテゴ
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リーキラーや低価格を武器にしているスーパーマーケット（ディスカント・リテーラー）の

売上は伸びており、つまり提供する価値を消費者が受け入れているのである。特に総合スー

パーは、かつてダイエーのように低価格を武器に、品揃えを拡大し、そして業態を増幅させ

ていったが、後に新規参入のスーパーマーケットに価格優位性で負け、またカテゴリーキラ

ーには品揃えで敗れていったのである。 

 上述したように、消費者は、利用する店舗を、提供される価値の特性に応じて使い分ける

ことがわかる。百貨店、総合スーパー、スーパーマーケット、コンビニエンスストア、専門

店はそれぞれの価値の提供方法によって、消費者に選択されるのである。小売業態のあり方

は、消費者のニーズに対し、個々の提供価値を明確化することが重要になる。消費者は、価

格ではディスカウント・リテーラー、利便性ではコンビニエンスストアやネットショップ、

品揃えではカテゴリーキラー、サービスでは高級専門店に、より高い価値を見出した結果、

総合スーパーはどの範疇でも競合に勝つことができずに衰退の道をたどっていったと考え

られる。日本の小売業の変遷については第 5 節で詳述する。 

 

4. 小売業態を取り巻く環境の変化 

 

 消費者を中心とする小売業の変化は、消費者のニーズの変化に大きく影響を受けている。

そして、消費者のニーズの変化は社会の変化に大きく影響を受けている。ここでは、小売業

を取り巻く環境変化を俯瞰する。その変化の特徴として、以下があげられる。 

(1) 社会の変化 

今後の日本の人口減少は、消費者の減少、労働人口の減少という社会構造の変化をもたら

す。総務省（2017）や吉川（2016）は、この社会変化に対して生産性の向上の必要性を強

調している。小売業においても生産性の向上は必須である。小売業における生産性指標は、

従業員一人当たり売上ないしは営業利益等により管理することができる。いかに効率的に

オペレーションを行い、利益を獲得するかが重要である。 

(2) 消費者の行動変化 

従来の消費者のスーパーマーケット利用は、日持ちのしない生鮮食品を頻繁に購入し、そ

の際に加工食品や日用品の補充購買を行っていた。その頻度は週に 2~3 回（流通経済研究

所, 2008）である。しかし、共働きの増加、少子高齢化により、スーパーマーケットへの来

店頻度は低下し、家電製品（特に冷蔵庫、冷凍庫）の高度化による買いだめの増加は、生鮮
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食品を中心に据えるスーパーマーケット事業者の環境変化に影響を及ぼしている。また、中

食（調理済みの惣菜利用）の比率が高まってきて、惣菜専門業者もスーパーマーケットの競

合になっている。 

インターネットの出現は、消費者行動を大きく変えつつある。ネットショッピングの売上

は 2000 年以降、急速に拡大している。インターネット経由で自宅にいながら商品を発注、

受領することが可能となった。ネットショッピングに適している加工食品、日用品に加え、

物流機能の発展が、生鮮食料品のネットショッピングが可能となっている。これは、消費者

への利便性提供を拡大し、今や小売業態全体を変革するまでになっている。 

(3) 流通制度の変化 

メーカー主導で発展してきた小売業界であるが、チェーン・オペレーションの拡大は、メ

ーカーの影響力を変化させた。宮副（2010）はチェーンストアのオペレーションを、卸と小

売との統合による効果と効率を狙うものであり、チェーンストアの本部の役割を卸売機能

そのものとしている(p.220）。チェーン・オペレーションに基づく小売企業の巨大化は、メ

ーカーと小売企業の力関係を逆転させた。直接消費者と取引を行う小売企業は、消費者のニ

ーズを迅速に把握し、それに対応するべく自らが主体となって商品を開発することを始め

た。それがプライベート・ブランド商品であり、大手スーパーマーケット事業者はその規模

を武器に独自のプライベート・ブランドを開発している。イオン・グループはトップバリュ、

7&i グループはセブンプレミアムの売上を伸ばしている。ナショナル・ブランドと同等の品

質で、安価なプライベート・ブランド商品は消費者に受け入れられている。しかし、規模の

小さなスーパーマーケット事業者は自らプライベート・ブランドを開発する余力は無い。 

(4) 小売業界内の変化 

1980 年初から 1990 年代前半まで、総合スーパーはワンストップ・ショッピング・サー

ビスを提供する強固な存在であった。しかし、その後、ヤマダ電機（家電製品）、ユニクロ

（カジュアル衣料）やトイザらス（玩具）のようなカテゴリーキラーが現れ、ホームセンタ

ー（住居用品）やドラッグストア（薬品）の出現は、総合スーパーにカテゴリーの縮小を強

いた。小売業全般においては、百貨店が総合スーパーに侵食され、総合スーパーがカテゴリ

ーキラーに侵食されていった過程がわかる。 

また、総合スーパー事業には新規参入が相次いだ。同業同種の競合以上に、新規のディス

カウント・リテーラーの新規参入は脅威である。ホームセンター、ドラッグストアが主業の

住居用品や薬品と共に食品、日用品の品揃えを拡大しており、また低価格訴求で既存の総合
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スーパー事業者の領域を侵食している。それぞれ、住居用品、薬品というキラーコンテンツ

を保有しながら、低価格を武器に来店顧客にワン・ストップ・ショッピングの利便性を提供

している。ホームセンターは郊外地に大きな店舗を構え、豊富な品ぞろえで集客しており、

ドラッグストアは調剤薬品を含めた薬品をベースに、加工食品、日用品に関して売上を増や

している。 

 上記の環境変化は既存の小売事業者に変革を迫ることとなっている。先述の消費者のニ

ーズに対応することを目的としたいくつかの新しい業態が見受けられる。低価格を訴求す

る小売業態は、提供サービスを抑え、設備も簡素化するなど革新的なローコスト経営を通

じ、既存小売業者よりさらに低価格を提供する形で市場に登場する。この小売業者は、価

格競争によって既存小売業者の顧客を奪って成長し、市場での地位を確立する。この小売

業態はディスカウント・リテーラーである。利便性についての小売業態は、24 時間営業で

多店舗出店を行っているコンビニエンスストアであろう。品揃えや価格ではスーパーマー

ケット業態には見劣りするが、いつでも、どこでも日常必需品の買い物が可能である。品

揃えについては、大型専門店、例えば家電量販店（家電製品）、ホームセンター（生活雑

貨、園芸品）、ドラッグストア（医薬品、日用品）などが上げられる。これらは、特化し

たカテゴリーに関し、豊富な品揃えで百貨店や総合スーパーを凌駕している。また、これ

らの大型専門店はカテゴリーの拡張を行っており、家電専門店では、玩具や日用雑貨を扱

い、ホームセンターやドラッグストアでは加工食品や飲料を扱っている。サービスに関し

ては、ネットショップであろう。自宅や職場にいながら食品、日用品、衣料品、住居用品

などを注文し、短納期で配達するものである。Amazon.com や楽天市場はこの 10 年間で

急速に成長した。 

上記に見てきた小売業を取り巻く環境の変化に、小売企業は対応していかなければなら

ない。できない場合は、競合に負け、市場からの撤退を余儀なくされる。小売業界を取り

巻く環境はこの四半世紀で大きく変化している。本来、企業は環境の変化に合わせて変革

をしていくことで生き残り、成長すると考えられている。三品（2007）は、企業は既存事

業の寿命を超えて生き延びるには転地を遂げるしかないと主張している。この転地とは事

業のリポジショニングのことである。また、Teece et al.（1997）はダイナミック・ケイパ

ビリティという概念を基に、企業は市場や環境の変化に適切に対応することで、一時的な

競争優位ではなく、持続的な競争優位を確立することができるとしているとしている。こ

れは、既存の経営資源を再利用し、再構築し、そして再編成することである。 
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5. 日本の小売業の変遷 

 

 本節では、複数の店舗で事業を運営するチェーンストアに焦点を当て、日本の小売業の変

遷を説明する。 

 

 

出典：経済産業省の商業動態統計資料を基に筆者が作成 

図 2 日本の小売業の売上推移（百貨店＋大手スーパーマーケット） 

 

日本では戦前には百貨店が大型商業施設として存在していたが、日常の購買場所ではな

かった。戦後、主婦の店ダイエーが総合スーパー業態を開発し、高度成長期に急速に事業拡

大を推進し、消費者にとっての日常の購買拠点としての地位を確立していった。石井・向山

（2009）は総合スーパー業の革新性として、セルフサービス方式の採択、規模の利益の獲

得、低価格訴求、衣食住にわたる広い品揃えによるワンストップ機能の提供をあげている

(p.59）。しかし、図 2 の通り、百貨店と総合スーパー業者の売上高は 1997 年をピークに下

降し始めた。百貨店業の衰退要因として、田村（2008）は主要顧客の郊外移動によるアクセ
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ス利便の低下、専門店・郊外ショッピングセンターとの競争、品揃えの総合性の低下による

ワンストップ機能の喪失（pp.195-196）を、石井・向山（2009）は内部に売場の編集能力や

マーチャンダイジングの技能が蓄積されない組織への変容（p.142）を指摘している。田村

（2008）は、総合スーパーの業績悪化の理由として、以下の 2 点を指摘している。第 1 に、

人件費や広告宣伝費を中心とした販管費の増加を吸収しきれなかったこと、第 2 に売り場

面積の増加に対し、売上が伸びず、結果として売場効率が急速に悪化したことである。また、

総合スーパー業の衰退要因として、田村（2008）は総合スーパー店同士の差別化の消失

（p.130）を、石井・向山（2009）は専門量販店との競合（p.85）を指摘している。 

次に、スーパーマーケット業について見てみる。スーパーマーケットの売上推移は、1997

年までは増大したがそれ以降は横ばいであることがわかる（図 3）。 

 

 

出典：経済産業省の商業動態統計資料を基に筆者が作成 

図 3 日本のスーパーマーケットの売上推移 

 

 序章で触れた通り、1990 年代後半から百貨店、総合スーパーと同様、スーパーマーケ

ットの経営破綻が起こっている。スーパーマーケット業では、成長している企業もあれば、

衰退している企業もあり、スーパーマーケットも経営戦略によって優勝劣敗が決まるよう
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になったと考えられる。図 2、図 3 から、百貨店、総合スーパー、スーパーマーケットのい

ずれを見ても、1997 年が変化点であることがわかる。 

 

6. スーパーマーケット事業 

 

石井・向山（2009）は、スーパーマーケット業について、これまで過小評価されてきたと

指摘している（pp.99-100）。スーパーマーケット業は、はるかに規模の大きい総合スーパー

業と同列に位置づけられ、また比較されてきたことにより、スーパーマーケットの特徴が十

分に論じられてこなかったというものである。スーパーマーケットと百貨店、総合スーパー

の違いは、商品構成とそれに伴うオペレーションであると考えられる。 

まず、商品構成については大きく異なる。2017 年時点で、百貨店の売上構成比（経済産

業省, 2018）は、食品 28%、衣料品 43%、住居用品 29%、総合スーパーの売上構成比（イ

オンを参考）は、食品 56%、衣料品 19%、住居用品 23%、スーパーマーケットの売上構成

比（経済産業省, 2018）は、食品 74%、衣料品 9%、住居用品 17%、となっている。 

次に、オペレーションについても異なることを説明する。岸本（2013）は、スーパーマー

ケットの特性を以下の 3 つにまとめている。第 1 に、商圏は限られたもので、地域特性の

高い食品を扱うために、商圏内の食生活情報を把握し、高い頻度で来店する顧客を獲得する

ことが必要である。第 2 に、スーパーマーケットの競争行動は、地域性の高い食品を扱い、

各地域単位で展開されているため、有力企業が群雄割拠する構図が出来上がっている。第 3

に、取扱商品の約 6 割は時間管理型商品であるために、店頭の在庫状況を見ながら、商品補

充作業を行うことが店舗オペレーションの基本課題となる。これは、衣料品や住居用品を扱

うワンストップ型の総合スーパーの特性とはやや異なるものである。スーパーマーケット

が扱うカテゴリーの特徴として、石井・向山（2009）は生鮮食品の取り扱い比率の高さに注

目している。 

日本人の生鮮食品消費量の多さは、食生活とともに専業小規模生鮮食品店舗に取って代

わったスーパーマーケット業態の確立が大きな要因である。生鮮食品を取り扱うオペレー

ションは以下の課題が指摘される（石井・向山, 2009）。第 1 に廃棄ロスのリスクである。

葉野菜や鮮魚は鮮度を維持することが非常に難しい。よって、在庫することができないので、

売れ残った商品は廃棄処分される。第 2 に、廃棄処分とは真逆の問題で、顧客の需要量に対

応できない場合、売り逃しのリスクが存在する。生鮮食品は自然環境を相手にするため、安
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定供給は難しい。また、毎日の天候や不安定な仕入れコストにより、需要の安定は計り知れ

ない。鮮度を維持するために、顧客の需要を想定しながら、店頭に商品を陳列することは鮮

度の制約を受けない加工食品に比べて煩雑なオペレーションを求められ、それは販売コス

トに跳ね返る。第 3 に規模の経済性である。産地別の供給量の制約や同品質の商品の安定

供給の難しさから、生鮮食品に関しては、規模の経済が機能しにくい。昨今の目覚ましい物

流機能の発展をもってしても、加工食品とは異なる調達と商品提供のオペレーションが求

められる。 

 日本の消費者が生鮮食品を多く消費することにより、スーパーマーケットでの購買頻度

は百貨店や総合スーパーよりも高くなることが理解できる。㈶流通研究所の調査結果（流通

研究所, 2008）に基づくと、消費者はスーパーマーケットを週に複数回利用しており、その

結果、徒歩圏内にある店舗の利用率が高いことがわかる。このことより、スーパーマーケッ

ト事業者にとっては、限られた競合店舗との競争にいかに勝つかが求められる。競争に勝つ

ためには、陳列される商品の差別化と共に、オペレーションの手法にも要因があることがわ

かる。 

小売業、特にチェーン化されたスーパーマーケットにおけるオペレーションは、標準化

された単純作業と、顧客ニーズに瞬時に対応する高度な判断が混在しており、組織能力の

構築に時間を要する。岸本（2013）は、小売業における能力構築に時間を要することが競

合他社の模倣困難性を高め、小売事業者の差別化要因であるとしている。「店舗オペレーシ

ョン・システムの原型が形成される前までは、売上高ランキングの変動は大きいが、形成

後普及が進む時期では、上位企業の変動があまり見られない。つまり、店舗オペレーショ

ン・システムが競争の軸となると、スーパーマーケット業界への参入者が容易に上位にラ

ンキングすることや、業界内の下位企業が、短い期間で競争地位を上げることは難しいと

いうことである。このようなことから、顧客価値を提供する小売サービスを生み出し、構

築に時間を要する店舗オペレーション・システムという組織能力が競争力を決める要因の

1 つであると考えることができる。」（岸本, 2013、p.34）。いかなる戦略が差別化しうる店

舗オペレーション・システムを構築するかを、第 2 章で先行研究を基に検討する。そこで

分かったことは、スーパーマーケットで競争優位性を構築する要素として、低コスト・オ

ペレーションの実践が必要だということである。 
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第2章 先行研究レビュー 

 

第 1 章で見た通り、1980 年代に構築された日本の小売業界は、過去 30 年で大きく変化

した。特に、百貨店や総合スーパーの凋落は著しく、その背後には新規の業態が競合とし

て顧客を奪ってきたことがわかった。本章では、小売業界、特に消費者にとって身近な総

合スーパー、スーパーマーケットに関し、業績悪化により衰退した企業が、いかに業態変

革により再建できるかについて、先行研究のレビューを行い、課題を明らかにする。 

第 1 に、小売業界における業態変革について先行研究を分析する。小売業界に特有の事

象を解き明かす理論である「小売の輪の理論」、及びそれに基づいた先行研究をレビューす

る。小売の輪の理論は、既存小売業者は、低価格を武器にして市場に参入するディスカウ

ント・リテーラーと競合するために、付加価値を増大させて格上げをしながら生き残る状

態を示し、格上げしきった小売業者、ないしはその途中で業績不振に陥った小売業者が、

市場から撤退する過程を説明するものである。 

第 2 に、小売の業態変革理論では、既存企業はいずれ低価格で市場に新規参入してくる

ディスカウント・リテーラーに敗れ衰退するとしているが、そうした小売企業を衰退から

救い、再建するためにはどうしたら良いのか。そこで企業の再建について先行研究をレビ

ューする。企業再建のプロセスに関する研究の重要性を考慮し、先行研究を基に、企業を

再建するにあたり検討すべき要素を明らかにする。 

第 3 に、企業再建に理論における復帰戦略を考える上で、まずは敵を知る必要がある。

そこで、市場に新規参入してくるディスカウント・リテーラーについてレビューする。デ

ィスカウント・リテーラーのビジネス・モデルとは何か、その競争優位性である低価格を

実現するための低コストが、どうやって生み出されているのかを明らかにする。 

第 4 に、先行研究によると、過去 20 年でディスカウント・リテーラーは大きく成長し

ている。また、ディスカウント・リテーラーの戦略は EDLP である。小売業の企業再建を

考える上で、ウォルマートのようにはなれなくても、価格戦略を EDLP にすることで生き

残れないか。そのことを探るために小売業における価格理論についてレビューする。ま

た、小売業における価格理論の中心テーマであるハイ＆ローと EDLP の比較に関する先行

研究をレビューする。ディスカウント・リテーラーの多くが EDLP という価格戦略を採用

している一方で、老舗のスーパーマーケットの多くはハイ＆ローという価格戦略を採用し

ている。この戦略の違いを明らかにする。 
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 図 4 が本章における先行研究サーベイの概略である。 

 

 

図 4  先行研究 文献サーベイの範囲 

 

1. 小売業の業態変革 

 

 小売業態の変化を理論的に説明する際によく用いられるのが「小売の輪の理論」であ

る。これは McNair（1958）が発表した理論で、以下の主張である。 

(1) 新しい小売業態は、提供するサービスの質と量を抑え、設備も簡素化するなどの低コ

スト経営を通じ、既存小売業者よりさらに低価格を追求する形で市場に参入する。こ

の小売企業は、価格競争によって既存小売業者の顧客を奪って成長し、市場での地位

を確立する。 

(2) やがて、同じシステムで低価格を実現した新規の小売企業が続々と市場に参入し、競

争が激化していく。市場に参入してくる小売企業の価値訴求が低価格なので価格は競



19 

 

争の武器にならず、品揃えやサービス、設備の向上などを通じた競争が展開される。

その結果、新規小売企業が参入した時の低コスト・低粗利益の経営は、高コスト・高

粗利益の経営へと移行していく（格上げ）。 

(3) 徐々に価格が上昇していくところへ、次の新たな小売企業が、低粗利益、低価格の形

態で市場に参入することで成功を勝ち取ることができる。 

 このように、「輪」が一回りするごとに、新たな小売企業が市場参入し、小売業の革新が

進んでいくというのが小売の輪の理論である。この理論は、「現在に至るまで業態盛衰の過

程を説明した理論の中でもっとも著名なものである。この仮説は小売りライフ・サイクルが

なぜ進行するかのメカニズムに焦点を合わせている」（田村, 2008, p.38）。その後、Hollander

（1960）は商品ラインの総合化と専門化の繰り返し繰り返しが起こるという「アコーディ

オン理論」や、Nielsen（1966）は低価格・低サービスと高価格・高サービスの両端領域に

空白ができ、そこに革新企業が参入するという「真空地帯理論」により、小売の輪の理論を

批判し、代替理論を提示した。小川（1993）は、Hollander の小売の輪理論仮説に関する批

判的検討以降の小売業態変化に関する代替理論を表 1 の通りまとめている。 

 

表 1 小売の業態変革に関する理論1 

研究者 規則性 要因 

    調整的 競争的 経営者 

Regan (1964) 単一結合・複数結合・全面結合       

Hollander (1966) アコーディオン       

Nielsen (1966) 真空地帯 * *   

Dreesmann (1968) 集中・発達・回帰・同化   * * 

Thomas R. E. (1970)   *     

Gist (1971) 弁証法   *   

Israeli (1973) 三つの輪   *   

Davidson et al.（1976） ライフ・サイクル       

McNair & May (1976)   *   * 

Etgar (1984) 変異・淘汰・保存 * *   

Stern & El-Ansary (1988) 危機－変化   *   

出典 小川（1993）を基に筆者が作成 

 

このような先行研究の理論的整理を基に、小川（1993）は、以下の 4 つの議論の重要性

                                                   
1 調整性は環境、競争的は競争、経営者は経営者の役割を表現している。また、*は、上

に挙げたものが規則性の要因となる、と表している。 
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を示唆している。第 1 に小売の業態変換は多様なパターンが存在しえること、第 2 に小売

の業態変換のパターンが起こる要因として、環境あるいは競争の 2 つの要素が重視される

ようになっていること、第 3 に小売の業態変換の多様なパターンを説明する際に、環境と

競争の両要素を理論に包含されていること、そして第 4 にその包含的理論提示は概念枠組

みの提示にのみ留まっており、経験的研究が不十分であることである。特に、経験的研究

については、今後の研究にとって最も重要な点としている。 

 田村（2008）は小売りの輪の理論以降の先行研究を基に、以下を主張している。第 1 に

業態イノベータとしての新業態が、かならずしも小売の輪理論の主張するように廉売店だ

けではないこと、第 2 に新業態が小売りライフ・サイクルを描く経路は、たんに格上げの

過程だけではないということである。第 1 の点については、業態イノベータとしての新規

参入者には、ディスカウント・リテーラーのみならず、いくつかのタイプが存在するとい

うものである。第 2 点については、第 1 の点との関連で、ディスカウント・リテーラー以

外の業態に新規参入が行われる場合、それは業態進化の格上げとは異なるプロセスを辿る

ものと考えられる。以上から、田村（2008）は先行研究が新たな進化モデルを生み出して

はいないことを批判している。そして、田村（2008）は業態盛衰のプロセスを図 5 に示し

ている。横軸に小売競合会社との比較を基にした相対価格をとり、縦軸に非価格要素全て

を示すサービス品質水準をとっている。このモデルは新業態に参入した小売業者がその後

どのように盛衰のプロセスを辿るかを示したものである。新業態企業は価格に優位性を持

つ価格イノベータ、品質に優位性を持つ品質イノベータ、そしてこれらの両方に一定の優

位性を持つバリュー・イノベータという 3 つのタイプのイノベータとして参入する可能性

があり、売上高拡大のために市場規模の大きい覇権市場への参入を目指すプロセスで、価

格イノベータや品質イノベータはバリュー・イノベータに変化していくというのである。

覇権市場の支配的企業は、価格と品質に関する優位性のバランスを取りながら消費者の支

持を得ているが、覇権市場の支配的企業となれなかった小売業者は衰退企業になってしま

う。田村（2008）によると、衰退企業は本業キャッシュ利益率が低下するだけでなく、売

上成長率もマイナスになり、本業キャッシュ利益率の低下は売上キャッシュ利益率と事業

資産回転率の同時的な低下によって加速するとしている。そして、衰退企業は倒産するか、

再建するかのいずれかとなり、再建には他社に吸収合併されるか、他社の子会社化される

か、ないしは自力で再建するかである。そして、自力で再建を行うためには、業態・フォ

ーマット転換が必要なのである。 
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出典 田村（2008）を基に筆者が作成 

図 5 業態盛衰のモデル 

 

 Levy et al.（2005）は、小売の輪の理論を発展させ、Big Middle 理論を提唱した。この

理論は、低価格ないしはイノベーティブな戦略を基に市場参入した小売業者は、その価値

提案を強化して価格とイノベーションの価値両方をそなえた Big Middle 小売業者とな

り、その価値の提供が低下してくると市場から脱落する可能性を持つ不振企業になると指

摘したものである（図 6）。Levy et al.（2005）は市場から脱落する前に、低価格ないし

はイノベーションを武器に業態変換することを示唆している。一方で、久保（2017）は、

日本における 50 年間にわたる複数の小売業態をとる小売企業のデータを基に、新規小売

業態の参入ポジションと発展経路に関する実証実験を行った。この研究を基に、新規小売

業態は既存小売業態に比べて明らかに優位なポジションからは参入しないこと、発展経路

は従来から知られてきた格上げに加えて持続的イノベーションがあること、小売の輪の理

論における格下げ、ないしは Big Middle 理論における不振企業からディスカウント・リ

テーラーへの転換は難しいと結論付けている。 
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出典 Levy et al.（2005）を基に筆者が作成 

図 6 The Big Middle の業態変革モデル 

 

以上、業態変革に関する先行研究をレビューしてきたが、いずれも小売業における先行

企業は、新興企業の既存市場への侵食を回避し、市場での存続を格上げによって図ること

について説明しているものである。このような先行研究を基にすると、高次に格上げした

小売業者はどうなるのであろうか。更なる格上げが存在するのであろうか、あるいは田村

（2008）の言うように衰退を迎えざるをえないのであろうか。小売りの輪の理論には格下

げ、ないしは格上げとは異なる競争優位性の構築が可能なのであろうか。既存の業態変革

の理論では、格上げしきった小売業者や不振に陥った小売業者はいずれ市場から脱落する

運命を担っているようであるが、果たして本当にそれらの小売業者がディスカウント・リ

テーラーに転換することはできないのだろうか、できるのであればどうすれば良いのであ

ろうか。この点が、本稿の問題意識の背景にある。 

 

2. 企業再建の研究 

 

小売の輪の理論によれば、既存企業は格上げで生き残りを図るが、それには限界があり、

いずれは衰退・退出する運命にあるように見える。これに抗うために、衰退企業を再建する
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ためにはどうすればいいのかという問題と捉えられる。つまり、衰退した既存小売企業を、

その状況から救い、再建するにはどうすれば良いのか。そこで、本節では企業再建に関する

先行研究を取り上げてレビューする。 

企業再建の研究は成果が蓄積されているが、その大半はコンテンツ(何が変化したか：企

業再建の内容）とコンテキスト（なぜ変化するのか：企業再建の文脈）に焦点を当てており、

実務家にとって重要なプロセス（いかに変化するのか：変化の道筋）に関する研究は十分と

は言えず、企業再建においてプロセスの重要性を強調し、企業再建のプロセス研究は一般性

のある理論を促進させる可能性があるとしている（Pandit, 2000）。Schweizer and 

Nienhaus（2017）は、異なる企業再建のステージとタイミング、及びプロセスに関する研

究の重要性を指摘し、企業再建の手順（企業再建プロセスにおける実施活動の順序業）が再

建研究の中で見過ごされているとしている。つまり、企業再建に関する実施活動をどのよう

な手順で実施していくのかを、更に研究する必要があるのである。以下ではこの点を詳細に

見ていく。 

 

2-1. 企業再建の分析フレームワーク 

 

Pettigrew（1990）は 、組織変革理論をもとに、コンテンツに基づいて定義された変化、

コンテキストに基づいて定義された変化、プロセスに基づいて定義された変化を用いて企

業再建に関する分析フレームワークを提示している（図 7）。しかし、Pettigrew（1990）が

強調するように、3 つのうちプロセスが最も重要とされるにも関わらず、十分に解明されて

いない。Pettigrew（1990）は、先行研究のわずか 15％が企業変革戦略のプロセスに関連す

るテーマにフォーカスしていることを指摘しており、企業再建のプロセスの研究は十分で

はないと結論付けている。企業再建のプロセスが、その重要性に比して十分に解明されてい

ないことは Pandit（2000）も指摘するところである。 
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出典 古田（2016）を基に筆者が作成 

図 7 コンテキスト、コンテンツ、プロセスによる企業再建のメカニズム 

 

2-2. 企業再建のプロセス研究：2 ステージモデル 

 

企業再建のプロセスに関する研究は限られたものしかないのだが、企業再建をステージ

に分けて分析されている（Bibeault, 1982）。その中で最も支持されているものが 2 ステー

ジモデル（Robbins and Pearce, 1992）と呼ばれるものである。すなわち、最初に縮小戦略

（Retrenchment）が行われ、その次に復帰戦略（Recovery）が実施されるというものであ

る。ここで言う縮小戦略とは、企業存続のためにキャッシュフローを安定させる短期的な行

動であり、復帰戦略とは、長期的な持続可能な成長を実現する行動である。2 ステージモデ

ルの第 1 ステージについては、多くの合意が形成されている。現金流出を防ぐため、事業縮

小、資産売却、リストラによる縮小戦略を実施するのである。Robbins and Pearce（1992）

は、企業再建戦略の中核として縮小戦略を位置付け、その目的を企業存続とキャッシュフロ

ーの黒字化としている。そして、その要素は（1）資産売却、（2）人員の削減、（3）オペレ

ーションの生産性改善と指摘している。Bibeault（1982）は、企業再建における応急手段の

段階での縮小戦略を早期の経営安定化に重要な要素と指摘している。Barker and Duhaime
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（1997）も企業再建における縮小戦略の効果を強調している。一方、第 2 ステージは、事

業戦略、経営資源基盤、経営管理能力、企業文化などの再構築を実施する復帰戦略であり、

多くの要素の複雑な組み合わせが求められる。Robbins and Pearce（1992）は、企業の長

期的な収益性向上と市場での成長としており、その要素を（1）事業ドメインの集中ないし

は再設定、（2）新規市場への参入・新規事業買収・新規商品投入としている。 

多くの先行研究は 2 ステージモデルの妥当性を支持しているが、あまりにも抽象化され、

単純化されているとの批判から、単純化された 2 ステージモデルを拡張し、より精緻な企

業再建のプロセスを解明する試みも行われている。Robbins and Pearce（1993）は、2 ステ

ージモデルを拡張した 4 つのステージからなるモデルを提示している。Filatotchev and 

Toms（2006）は、2 ステージモデルの縮小戦略と復帰戦略に事業再編（Realignment）を

加えて拡張している。Pearce（2007）は、2 ステージモデルを拡張し、衰退（Decline）、方

向転換（Redirection）、事業再構築（Reestablishment）というモデルを開発している。し

かし、Schweizer and Nienhaus（2017）は、包括的な文献サーベイにより、より精緻なモ

デルは次々と提示されているが、これらの研究は依然として概念化のみに留まり、実証的な

研究は十分に行われていないとしている。 

2 ステージモデルが抽象化・単純化され過ぎているという批判に加えて、Pandit（2000）

は次の批判を展開している。企業再建に関し、縮小戦略と復帰戦略は合わせて考えられるべ

きもの（Arogyaswamy et al., 1995）であるが、先述の先行研究は縮小戦略の重要性に偏重

しており（Castrogiovanni and Bruton, 2000）、2 ステージのうち縮小戦略から復帰戦略プ

ロセスへの一般性のある手順、及び縮小戦略と復帰戦略の関係について十分に実証されて

いるわけではないことがわかった。2 ステージモデルは、「2 ステージ」であるがゆえに、縮

小戦略と復帰戦略を別物と考えてしまうきらいがあり、その結果、この両者の関係・連結が

どのようなものなのかについて十分に議論できていない。これは企業再建に関する定義の

問題にも関係している。Robbins and Pearce（1992）は企業再建を危機的な状況からの脱

却、事業の安定化と考えているが、本来は企業再建を、危機的な状況から脱却し、長期的な

持続的成長の戦略を構築し実践を開始した状況と定義し、縮小戦略と復帰戦略の両方を包

含するものとすべきであろう。 

 

3. ディスカウント・リテーラーのビジネス・モデル 
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衰退した既存の小売企業を再建するために、企業再建の理論でみた復帰戦略を考える上

で、まずは敵を知る必要がある。既存の小売企業を脅かす競合は、低価格を武器に新規に

小売市場に参入するディスカウント・リテーラーである。ディスカウント・リテーラーと

は、顧客への価値提供の源泉を価格に求め、競合他社に比べて低価格を提供することによ

り差別化を図ると考えられるが、本節ではディスカウント・リテーラーについて先行研究

をレビューする。 

ディスカウント・リテーラーと混同されるモデルとして、ディスカウント・ハウスがあ

る。これは、処分品などを低コストで仕入れ販売するもので、通常商品を低価格で販売す

るディスカウント・リテーラーとは本質的に異なる。ディスカウント・ハウスは安定した

品揃えを保証するものではなく、トレジャー・ハント（宝探し）のようなスリルと一時的

な「買い得感」を顧客に提供する。よって、顧客の購買動機も異なり、ディスカウント・

ハウスには探す楽しみや想定外の安さを求め、ディスカウント・リテーラーには購買者の

生活費削減を求める。ディスカウント・ハウスでは不定期、低頻度の買物、ディスカウン

ト・リテーラーでは定期的、高頻度の買物が行われる。本節では、ディスカウント・リテ

ーラーにフォーカスしてレビューを行う。 

 

3-1. ウォルマートのビジネス・モデル 

 

ディスカウント・リテーラーの成功事例としてウォルマートがある。ウォルマートの 2017

年度の売上は 5,003 億ドル、営業利益は 204 億ドル、27 か国に店舗展開しており、世界最

大の小売企業である。そのビジネス・モデルは、徹底的な低コストの追求と薄利多売の推進

に基づいたもので、EDLP と Everyday Low Cost（EDLC：エブリデー・ロー・コスト）に

よって確立されたと言える（田口, 2005）。EDLP とは頻繁な価格変更をせず、低価格を武

器に競合他社と差別化を図る価格戦略で、EDLC とはそれを支える低コスト戦略である。

ウォルマートの創業者の Sam Walton は売上粗利益率を経営指標とせず、経費引後営業利

益の極大化を目指した（Walton, 1992、渥美・桜井監訳, 2002）。薄利でも販売数量を拡大

することによって粗利益を拡大し、営業経費を低減することによって営業利益を極大化す

ることである。競合他社に比べて低価格を付ければ、売上点数は増加し、売上は上昇する。

しかし、売上が上昇しても、粗利益率が低下し、粗利益額が低下すれば、営業経費をそれ以

上に引き下げない限り営業利益は確保できない。この営業経費の極少化こそが低価格戦略
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に必要な要素であり、その為には、店舗運営コストを低減させると共に、店舗業務をサポー

トする全社共通経費も限りなく引き下げる必要があり、ウォルマートはロジスティクス、情

報管理、人的資源に関しても、低コスト戦略を強力に推進した。しかし、ウォルマートの低

コスト構造は低購買コスト、低賃貸料、低賃金に大きく依存しているという指摘がある（原

田, 2008）。また、ウォルマートの低コストは、高い業務生産性に基づくものではなく、規

模の経済に基づくバイイング・パワーにも依存している（Christopherson, 2007）。例えば、

ウォルマートは、低購買価格の実現のために、サプライヤー（グローバルに、特に中国から）

との交渉にその規模の経済を活用したと言われている（Fishman, 2006）。また、ウォルマ

ートが低コストを促進するもう 1 つのユニークな方法は、店舗の郊外設営による低不動産

コストと、複製が容易で標準化された店舗フォーマットの構築だとされる（Brunn, 2006）。

更に、ウォルマートは、労働組合の設立に抗戦し、徹底的に低コスト管理する企業文化を作

り上げることで、労働コストを低く抑える慣行を維持してきた（Walton, 1992、渥美・桜井

監訳, 2002）。このように、ウォルマートの EDLP 戦略およびそれを支える低コスト構造は、

ウォルマートの規模、及びユニークな立地戦略をもってして可能となっている部分が大き

いと考えられる。このことは逆にいえば、ウォルマートのビジネス・モデルは、他社が簡単

にまねのできるものではないことを示唆すると言えよう。 

 

3-2.  ALDI のビジネス・モデル 

 

ALDI（Albrecht Discount の短縮形）は、1954 年にドイツのエッセンにあるセルフサー

ビス店として、カールとテオ・アルブレヒト兄弟によって設立された。 同社の倹約志向の

アプローチは、商品の品質及び価格の両面から、ドイツの消費者の日々のニーズを満たすこ

とができ、大きく成長した。 2018 年の時点で、ALDI は世界第 8 位の小売企業となり、米

国での顧客数は毎月約4,000万人に達している（デロイトトーマツコンサルティング, 2018）。

ALDI はドイツ以外の売上が全社売上の 67%を超え、グローバル展開している小売企業で

ある。 

ALDI はヨーロッパで「ハードディスカウンター」として知られており、それは伝統的な

ディスカウント・リテーラーよりもさらに低い価格を提供する小売モデルである（Colla, 

2003）。ヨーロッパのハードディスカウンターの市場シェアは過去10年で2倍以上になり、

現在では全市場の約 9.5％を占めている。米国市場に初めて参入したとき、ALDI は低価格
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を望んでいた顧客のみに訴えると考えられていたが、プライベート・ブランド製品の効果的

な商品化は顧客層を拡大するのに貢献した。ALDI のコア機能の 1 つはブライベート・ブラ

ンド商品の品質である。ALDI とサプライヤーとの関係は、通常、長年にわたるパートナー

シップであるが、基本はプライベート・ブランドであり、納入業者が予定通りの品質で納品

できなかったり、要望コストに対応できなかったりする場合、サプライヤーを切り替えるた

め、大きな影響力を保持している。 

ALDI は、1976 年に米国アイオワ州に最初の店舗をオープンして以来、米国で着実な成

長を遂げた。米国の食料品市場は 1970 年代にさほど成長していなかったので、ALDI は、

価格を大きく引き下げて市場シェアを拡大した。これはゼロサムゲームで、Pic N Pac, Inc.

などのローエンドの食料品店からシェアを奪った。ALDI は差別化を図るために、他の食品

スーパーより大幅に低い価格で自社製品の価格を設定することを可能にするビジネス・モ

デルを構築した（Chatterjee, 2017）。特に、米国展開には積極的で 2017 年に米国に 16 億

ドルを投資している。ALDI は現在、スーパーマーケット事業を米国、オーストラリアとア

イルランド市場で積極的な拡大を進めている。 

ALDI のビジネス・モデルは、プライベート・ブランド商品による調達価格の低減と、

店舗オペレーションの簡素化による低コストを基に、低価格を実現するものである。ま

た、基本価格戦略は EDLP であるが、商品構成はプライベート・ブランドが中心で、取扱

商品数も限定されている。ALDI の店舗では約 1,400 の商品しか扱っていないが、その

90％がプライベート・ブランドである。また、店舗では徹底したコスト削減を推進し、 

レジ袋は有料で、顧客ロイヤルティプログラムは提供されない。 

プライベート・ブランド商品の開発については、Burt（2000）や高嶋（2015）が規模

の大きさを条件としている。つまり、小売企業が自らの目的を追求してプライベート・ブ

ランド商品を導入するためには、メーカーに対してパワー関係を構築する必要があるので

ある。プライベート・ブランドはナショナル・ブランドとの差別化が必要であり、同品質

の商品では低価格、あるいはナショナル・ブランドが提供しないような商品開発が求めら

れる。これを実現するためには、小売業者がメーカーに高い次元での要求を受け入れても

らうだけのパワーが必要なのである。よって、日本の中小小売業者にとっては、パワーを

構築できるようなメーカーの発掘、そして生産数量、品質、コストの管理という小売業者

には備わっていない機能の構築が必要となるため、難易度は高いと考えられる。 
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3-3.  ディスカウント・リテーラーのビジネス・モデル 

 

ウォルマート、ALDI のビジネス・モデルをレビューしたが、単なる一時的な低価格訴

求のみでは第 1 節で見たような覇権市場の支配的企業ないしは Big Middle 企業になるこ

とは難しい。成長するディスカウント・リテーラーのビジネス・モデルの構築には戦略と

時間が必要となりそうだ。 

低価格を実現するには、低コストが必要である。商品調達コスト、店舗運営及び全社経

営に係るコストを極少化する為には、全社オペレーションを俯瞰して、どのコストにフォ

ーカスするかを目標に定め、コストを徹底して低く抑える施策が求められ、その為には最

も効率的なビジネス・モデルが必要となる。ウォルマートは EDLP を実現するために、人

件費と賃料を抑えるために、敢えて郊外に大型店舗を設営した。そして、その後は規模の

経済を活用して、全社的にコストを管理していった。ALDI はプライベート・ブランドに

より商品調達コストを抑えた。また、販売商品点数を少なくし、店舗で提供するサービス

も限定して店舗オペレーション・コストを低減させた。 

コストの中で大きなものは商品調達コスト、人件費（特に店舗オペレーション）、店舗賃

料、光熱費、販売促進費、ロジスティクス・コストであるが、構築した企業戦略の下で、

徹底して低コストを実現する仕組みが必要となる。競争優位を確立したウォルマートと

ALDI のモデルは、規模の経済や特殊なサプライヤーとの関係が必要で、日本の中小小売

業者が容易に模倣できるものではない。中小小売業者が実現できる低コストの仕組みはな

いのであろうか、あればそれはどのようなビジネス・モデルなのか。 

 

4. 小売業の価格戦略 

 

前節で、世界最大の小売企業であるウォルマートや、グローバルに急成長しているディ

スカウント・リテーラーである ALDI が EDLP を価格戦略としていることを明らかにし

た。現在、多くの日本の小売企業は、特売による価値の訴求を行っていることが見て取れ

る。衰退した既存の小売企業の再建を考えるに、ウォルマートのようにはなれなくても、

価格戦略を EDLP にすることで生き残れないのか。そのことを探るために小売の価格理論

についてレビューする。 
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4-1. 価格戦略のとらえ方 

 

小売業における「顧客向け販売価格」はマーケティングにおける 4P の中でも非常に重

要な要素といえる。価格は、売上や総利益に直接影響を及ぼし、会社の業績を大きく左右

する要素である。Kotler（1991）は第 18 章を価格設定戦略に割き、「いまだに価格は企業

の市場シェアと収益を決定する最も重要な要素である。価格は、マーケティング・ミック

スにおいて売上収入を創造する唯一の要素であり、他の要素はいずれも費用となる。」（筆

者訳, p.474）と主張している。 

Piercy and Rich（2004）や Nath et al.（2010）が指摘しているように、マーケティン

グ戦略はオペレーション戦略やロジスティクス戦略と密接に連携する必要があるが、先行

研究における価格研究は、価格が売上に及ぼす影響という一面的な事象のみを捉えるきら

いがある。確かに、Bolton and Shankar（2003）、Shankar and Bolton（2004）、

Shankar and Krishnamurthi（1996）、Voss and Seider（2003）は、価格戦略をプロモ

ーションやコミュニケーションと共にとらえることを主張し、Lal and Rao（1997）、

Ortmeyer et al.（1991）は価格戦略をサービスや品揃えと共にとらえるべきとしている

が、Bell and Lattin（1998）、Ellickson and Misra（2008）、Dolan and Simon

（1996）、Hoch et al.（1994）、Lattin and Ortmeyer（1991）、Nagel et al.（2011）、

Ortmeyer et al.（1991）、Pectl（2004）、Tang et al.（2001）など多くの先行研究は価格

戦略が売上に与える影響にのみ焦点を当てている。 

多くの先行研究は、価格戦略に影響を与える要素について、表 2 の通り詳細な分析を行

っている。消費者行動、小売業態（フォーマット）、競合状況、流通制度、などの多くの

要因が小売価格戦略に影響を及ぼすことがわかる。しかし、反対も然りで、小売価格戦略

が消費者行動、小売業態、競合状況、流通制度、などに影響を及ぼすことも考慮すべきで

あろう。本節は、この点に留意し、小売価格戦略がいかに経営戦略に影響を及ぼすかにつ

いて先行研究をレビューした。 
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表 2 先行研究：価格戦略に影響を与える要因 

Ortmeyer et al. (1991) 

1 顧客の年齢と所得 

2 顧客の買物に対する時間の制約 

3 顧客の買物商品の特性（日常必需品、指向性商品） 

4 小売側の品揃え 

5 小売業態（ディスカウンター、食品スーパー、専門小売、総合スーパー・百貨店） 

   

Kopalle et al. (2009) 

1 流通チャネル内の競争（商品、ブランドに関し） 

2 流通チャネル横断の競争 

3 ストア・ポジション、ストア・フォーマット 

4 マーケティング・ミックス 

5 顧客要因 

6 商品類型と補完要素 

7 サプライヤーとの相互作用と流通メディア（オンライン、オフライン） 

   

Grewal et al. (2010) 

1 小売側要因（商品ミックス、価格フォーマット、収入モデル） 

2 商品・サービス特性 

3 流通チャネル特性 

4 顧客要因（先行、価格感度、価格期待度） 

5 経済環境要因 

6 競合要因 

   

Fassnacht and Husseini (2013) 

1 
市場と顧客要因（顧客の所得、家族構成員数、１買物当たり購入総額、商圏の人口密度、買

物頻度、顧客分類、顧客の価格感度、顧客の買物習性、顧客ロイヤリティ、顧客利便性） 

2 小売側要因（店舗規模、チェーン規模、品揃え） 

3 競合要因（競合の価格戦略） 

4 サプライヤー・ブランド要因（サプライヤーの価格戦略、商品のブランド価値） 

出典 筆者が作成 

 

4-2. 小売業の価格戦略 

 

小売の価格戦略がいかに経営に影響を及ぼすかを考えるに当たり、価格戦略の類型を知

る必要がある。価格戦略には大きく分けると、ハイ＆ロー戦略と EDLP 価格戦略が存在す

る。Bailey（2008）、Ellickson and Misra（2008）、Kopalle et al.（2009）、Lal and Rao
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（1997）、Lattin and Ortmeyer（1991）、Pechtl（2004）、Tsiros and Hardesy（2010）

を始めとした多くの先行研究はこの 2 項定義による価格戦略を報告している。 

ハイ＆ローとは、頻繁に価格を変更するプロモーション依存型の価格戦略で、特定の商

品の価格を大きく引下げ（特売）、それを基に集客、売上拡大を図り、顧客の高利益商品

の「ついで買い」によって利益を確保するという戦略である。特売商品の顧客への告知は

新聞の折り込みチラシが利用され、消費者のチラシ参照による小売店の選択は一般的な購

買行動となった。特定商品の値引き原資は、サプライヤーであるメーカーや卸問屋から支

給されるケースが多く、小売業にとっては商品販売による大きな逆ザヤ（販売損失）は無

い一方で、特売商品の引き取り保証付き大量購買は、在庫コストを小売業者に強いること

となる。特売は原資の制約により、毎日行うことは無く、一般的に週に１～2 回である。

特売は、通常販売場所とは異なる特別売場において、需要を見越して大量陳列を行う。よ

って、特売の為の特設コーナーの設営（設置と撤去）には大きな人件費が掛かり、特売商

品と共に通常価格商品をいかに多く商品者に購入してもらうかがカギとなる。ハイ＆ロー

戦略は、意図的に需要の山谷（バラツキ）を作りだすため、店舗オペレーションは複雑と

なり、定常オペレーションに比してコスト増となる。特売商品告知の為の新聞折り込みチ

ラシの制作・配布費用、特売コーナー設営の為の人件費、価格表の付け替えの為の人件

費、特売による集客増を見越した人員体制（特にレジ対応と特売商品の品出し）による人

件費は販売管理コスト増の大きな要因となる。 

ハイ＆ローに対抗する EDLP とは、一時的なプロモーションによる低価格ではなく、競

合他社に負けない低価格を毎日提供することを基本とするもので、価格比較可能な生活必

需品を対象とし、単品ではなく顧客の購入総額を引き下げることで差別化を図るものであ

る（Hoch et al., 1994; Dolan and Simon, 1996; Fassnacht and Husseini, 2013）。EDLP

を基本販売戦略としているウォルマートは、EDLP についてバスケット価格における最低

価格を競争力の基盤としている。確かに、ウォルマートは全ての商品で競合他社よりいつ

でも低価格であると主張しておらず、現実に他社より価格が高い場合がある（原田, 

2008）。EDLP は、サプライヤーによる価格引下げ原資が無い分、価格引下げによる総利

益額の喪失は、販売数量の拡大による総利益額では賄えない（Hoch et al., 1994）。よっ

て、ハイ＆ローに比して総利益率が低くなるため、販売管理費率を引き下げる低コスト・

オペレーションが必要になる。これがウォルマートの言う EDLC である（Higón et al., 

2010; Manning et al., 1998; Fishman, 2006; Brunn, 2006; Ortega, 1998）。ウォルマート
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は EDLP のためには EDLC が必要であるとしている（Berg and Roberts, 2012）が、後

述通り、そのためには低コストを実現できるオペレーションの仕組みが必要である。ウォ

ルマートはあらゆる角度から会社経費を切り詰めて EDLP を実現していると主張している

（Walton, 1992、渥美・桜井監訳, 2002）。 

先述通り、多くの先行研究はハイ＆ローと EDLP の 2 項比較をテーマとしているが、

Bell and Lattin（1998）、Ellickson and Misra（2008）、Gauri et al.（2008）、Hoch et 

al.（1994）、Popkowski Leszczyc et al.（2004）、Tang et al.（2001）は、ハイ＆ローと

EDLP の 2 つの価格戦略の中間ないしは混合戦略をも示している。Ortmeyer et al.

（1991）は、定価格戦略で EDLP の変形として、EDFP＋（Everyday Fair Price Plus）

を主張している。これは、EDLP のような低価格を採用するのではなく、頻繁な価格変更

をせず、価格以外の品揃えやサービスで他社と差別化を図る戦略である。しかし、これら

の研究では「Fair」についての明確な定義は無い。その他、Bolton and Shankar

（2003）、Shankar and Bolton（2004）はハイ＆ローと EDLP に加え、派生的な価格戦

略の存在を指摘している。 

 

4-3.  ハイ＆ローと EDLP の選択がもたらす結果 

 

ハイ＆ローと EDLP の価格戦略の選択は、売上にどのような結果をもたらすのだろう

か。Mulhern and Leone（1990）は、競争の厳しい市場では、少数アイテムの大きな価格

割引が多数アイテムの低率割引より売上増に貢献すると結論付けている。つまり、ハイ＆

ローの方が EDLP に比して売上増には貢献するのである。また、Hoch et al.（1994）は

実証研究2を基に、ハイ＆ローと EDLP の価格戦略を比較し、その結果を次の通り分析し

ている。EDLP において、10%の価格引下げは 3%の売上数量増をもたらし、ハイ＆ロー

においては 10%の価格引き上げは 3%の売上数量減をもたらしたとしている。一方で、

EDLP において 10%の価格引下げは 18%の粗利益減をもたらし、ハイ＆ローにおいては

10%の価格引き上げは 15%の粗利益減をもたらしたとしている。つまり、ハイ＆ローの価

格戦略は EDLP に比べて高い粗利益率を確保しており、EDLP への価格戦略変換は粗利益

率を低減させてしまう。ハイ＆ローから EDLP への変換は、さほど大きな売上増をもたら

                                                   
2 Hoch et al.（1994）は大都市シカゴの中規模食料品チェーンである Domick's Finer 

Foods で一連の価格設定テストを実施した。 
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さず、粗利益の減少の割合は大きいのである。よって、ハイ＆ローから EDLP への価格戦

略変換は、経営戦略としては合理的なものとは言えないのである。 

また、Ellickson et al.（2012）によると、ハイ&ローから EDLP への価格変換は大きな

スイッチングコストが発生すると指摘している。よって、ハイ&ローから EDLP への価格

変換はその実行が難しいのである。その結果、多くの既存のスーパーマーケット事業者は

依然としてハイ＆ロー価格戦略に留まっているのである（Bolton and Shankar, 2003）。 

ハイ＆ローと EDLP の価格戦略の選択によるコストに対する影響について、Lattin and 

Ortmeyer（1991）はハイ＆ローはサプライヤーからの価格投資補填に基づく価格割引を

行うため、商品調達に関しては低コストが実現できるが、価格変化を行うことに係る人件

費などの固定費用増が発生するとしている。Hoch et al.（1994）は、EDLP は在庫の低減

によりコスト削減を図れるとしている。先行研究では、価格戦略変換がオペレーション・

コストに与える影響を示唆してはいるものの、十分な考察が行われているとは言い難い。 

 

4-4. スーパーマーケット事業における価格戦略 

 

スーパーマーケット事業において、価格戦略は重要な経営戦略の要素の 1 つであり、価

格は売上高と総利益に直接関係し、業績に影響を与える。価格戦略については、ハイ＆ロー

と EDLP の比較議論が先行研究の大部分を占める（Shankar and Bolton, 2004）。スーパー

マーケットの価格戦略が確立された背景には、日本の流通制度がある。第 1 章で見た通り、

日本の流通制度はこれまで、食品・日用品メーカーの影響を受けてきた（宮副, 2010）。メ

ーカーは、自らの利益最大化を実現するために、スーパーマーケットに対し、リベートと販

売促進費を基にしたハイ＆ロー価格戦略を働きかけてきたのである。いまだに小売業にお

いては、ハイ＆ローを採用する小売企業が EDLP を採用する企業より多いが Bolton and 

Shankar（2003）は米国のスーパーマーケット事業の価格慣行がハイ＆ローから EDLP に

移行しつつあることを示した。これは、株式会社オーケーのように EDLP 価格戦略を表明

している小売業者が高収益、高成長を実現していることを見ると、日本でも同じことが言え

るかもしれない。 

Bolton et al.（2010）は、EDLP への価格戦略移行の背景として、情報技術とサプライチ

ェーンのイノベーションの推進が、低コスト構造の確立を可能にしたことだと指摘してい

る。また、EDLP は本社集中購買を採用し、バイイング・パワーを活用して低調達コストを
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実現しようとする。そして、スーパーマーケット事業者の環境変化により、スーパーマーケ

ット事業者が EDLP を選択するよう促されたのである。最初のきっかけは、買収合併によ

るスーパーマーケット事業の集中であった。スーパーマーケット事業者は、規模の経済によ

り、バイイング・パワーを高めることによって、市場における競争上の地位を強化しようと

した。規模の経済は、サプライチェーンにおけるロジスティクス・コストを低減させること

を促進した。スーパーマーケット事業者が規模を拡大するためには、買収合併は最も迅速か

つ効率的な方法であったのである。次のきっかけはメーカーの慣習変化である。ハイ＆ロー

を採用するスーパーマーケット事業者は、メーカーのリベートと販売促進収入に大きく依

存していたのだが、そこで展開される複雑な販売促進構造は、スーパーマーケット事業の非

効率的な商習慣を作り出してしまっていた（根本, 2004）。一方、EDLP を採用するスーパ

ーマーケット事業者は、商品価格引下げを推進するために、メーカーに恒常的な納入価格引

下げを要求し、リベートや販売促進収入に依存しない構図を作り出すことができたという

のである。このような情報技術とサプライチェーンのイノベーション、規模の経済や商習慣

の変化は EDLP の採用を促進し、EDLP を採用する小売企業が増えたのである（Bolton et 

al., 2010）。 

同様に、Ortmeyer et al.（1991）はハイ＆ローから EDLP への戦略変換に関して、次

の便益を指摘している。 

(1) スムーズな販売：販売予測の失敗の減少、欠品の減少、顧客不満足の低減、販売管理

費の削減 

(2) 効率的な在庫管理 

(3) 効率的な人員管理（人件費の削減、顧客対応時の向上） 

(4) 柔軟な広告宣伝（週刊チラシ配布の削減、会社・店舗イメージの向上） 

(5) 顧客訴求の向上（ワン・ストップ・ショッピング、正直な価格イメージの向上） 

一方で、戦略変換のリスクについても次のように述べている。 

(1) 過去の慣習により変換が困難。 

(2) 価格競争を誘発し、利益を毀損する。 

(3) イメージ変換の為に巨額の広告宣伝費がかかる。 

Bolton et al.（2010）はハイ＆ローから EDLP への移行の動きが出てきていると指摘し

ているが、あくまでもマクロ視点で見ており、特定の個別企業がハイ＆ローから EDLP に

変換していることを分析しているものではない。近藤（1998）は、小売のビジネス・モデ
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ル変革はマクロ・レベルの変換メカニズムの解明だけでは不十分で、ミクロの小売企業レ

ベルでの変換の行動やプロセスを明らかにしなければならないと主張している。実態は既

存企業がハイ＆ローから EDLP に変換したのではなく、ハイ＆ローを採用する既存企業が

市場から退出して EDLP を採用する新規参入企業が増えてきたというものであろう。

EDLP は、ウォルマートの成功に基づいて代替価格設定戦略として広く認められるように

なり、ウォルマートは、低コストのオペレーション体制を持つ EDLP プレーヤーとして知

られている。しかし、留意点として、ウォルマートは価格戦略をハイ＆ローから EDLP に

変換したのではなく、創業当初から EDLP 戦略を採用していたのである（Walton, 1992、

渥美・桜井監訳, 2002）。 

 

4-5. 小売の価格理論に関する先行研究のまとめ 

 

価格戦略に関する先行研究の成果を以下の通りまとめられる。 

(1) 価格戦略の類型がハイ＆ローと EDLP の 2 項比較に研究が集中している。 

(2) ハイ＆ローは、売上増大については EDLP に比して貢献する。一方で、コスト低減に

ついては EDLP の方が貢献する。 

(3) EDLP 戦略を採用している新興小売企業が、ハイ＆ローを採用している既存企業を駆

逐し、EDLP 採用の企業が増加している。 

(4) 総利益を毀損すること、及び変換への高いスイッチングコストの存在ゆえに、ハイ＆

ローから EDLP への価格戦略変換は難しい。 

ハイ＆ローを採用した既存企業が格上げした過程で業績不振に陥った場合、いかにすれば

再建できるのであろうか。先行研究に基づくと、低価格により新規参入したディスカウン

ト・リテーラーに駆逐され、市場退出を余儀なくされるのであろうか。この課題が残され

たままである。 

 

5.  先行研究のまとめとリサーチ・クエスチョン 

 

小売業界における業態変革の理論は McNair（1958）が発表した小売の輪の理論を基に

発展した。この理論によると、新しい小売業態は、提供サービスを抑え、設備も簡素化す

るなど革新的な低経営を通じ、既存小売業者よりさらに低価格を訴求する形で市場に参入
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し、価格競争によって既存小売業者の顧客を奪って成長し、市場での地位を確立する。や

がて、同様のシステムで同程度の低価格を実現した追随業者が続々と登場し、競争が激化

していく。各々が低価格なので価格は競争の武器にならず、品揃えやサービス、設備の向

上などを通じた競争が展開される。その結果、革新的な小売業者が登場した時の低コス

ト・低マージン経営は、高コスト・高マージン経営へと移行していく「格上げ」が実践さ

れる。そして、徐々に価格が上昇していくところへ、次の新たな革新的小売業者が、低マ

ージン、低価格の形態で市場に参入することで成功を勝ち取ることができる。このよう

に、「輪」が一回りするごとに、新たな革新的業者が登場し、小売業の革新が進んでいく

というものである。既存の業態変革の理論では、格上げしきった小売業者や不振に陥った

小売業者はいずれ市場から脱落する運命を担っているようであるが、それらの小売業者が

ディスカウント・リテーラーに転換し、再建を果たすことはできないのだろうか。仮にで

きるとすれば、それはいかにして可能となるのだろうか。 

業績不振に陥った企業を再建するには企業再建の理論が必要である。本稿は、企業再建

のプロセスに関して、先行研究をレビューしたが、本来、企業再建に関し、縮小戦略と復

帰戦略は合わせて考えられるべきものであり、先行研究は縮小戦略の重要性に偏重してお

り、2 ステージのうち縮小戦略から復帰戦略プロセスへの一般性のある手順、及び縮小戦

略と復帰戦略の関係について十分に実証されているわけではないことがわかった。 

衰退した既存の小売企業を再建するには、敵を知る必要があり、低価格を武器に市場に

新規参入するディスカウント・リテーラーについて先行研究をレビューした。欧米では、

ウォルマートや ALDI のようなディスカウント・リテーラーが覇権者となっており、その

ビジネス・モデルは差別化できている。しかし、日本の小売業では、その流通制度や消費

者行動からみて、容易に両社のビジネス・モデルを模倣することは難しそうだ。そこで、

日本の小売企業が容易に適用できるディスカウント・リテーラーのビジネス・モデルの探

索が課題として残されている。 

ウォルマートは EDLP によって覇権者となったが、小売業における価格戦略についての

先行研究は、ハイ＆ローと EDLP の 2 項比較に焦点が当てられている。EDLP は小売業に

おける一つの価格戦略に過ぎないが、先行研究において、Hoch et al.（1994）3は、EDLP

価格戦略による総利益率の低減は、ハイ＆ローから EDLP への変換を難しいものにしてい

                                                   
3 EDLP 戦略は売上総利益率を低下させるため、それによって失う単位当たり総利益額を数量

増による総利益増によりカバーしない限り EDLP 戦略を採用するメリットは無いとしている。 
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ると指摘し、また Ellickson et al.（2012）は、ハイ＆ローから EDLP への価格戦略変換

には大きなスイッチングコストが発生し、その実行が難しいとしている。つまり、先行研

究の定説として、小売業の価格戦略をハイ＆ローから EDLP に変換することは難しいとい

うものであるが、ハイ＆ローから EDLP への戦略変換は本当に実現できないのであろう

か。 

 

先行研究のレビューに基づき、本稿で取り上げるリサーチ・クエスチョンを以下の通り設

定する。 

(1) リサーチ・クエスチョン 1 

 小売の輪の理論において、格上げ余地がなくなり追い詰められた既存企業は、縮小戦略

を実践するだけでは単なる延命に終わる可能性が高い。縮小（Retrenchment）と復帰

（Recovery）という 2 つのステージを併せて考え、企業再建を成功裡に実現するためには、

何が必要で、どのようにそれを実行すれば良いのだろうか。 

 

(2) リサーチ・クエスチョン 2 

業態変革に関する先行研究では、新興のディスカウント・リテーラーが既存の小売企業の

シェアを侵食し、既存小売企業は格上げにより新たな市場を開拓して生き残るとされてい

るが、格上げした既存小売企業はディスカウント・リテーラーと競合するために格下げはで

きないのであろうか。できるとすればどのようにすれば良いのか。加えて、ハイ＆ローから

EDLP への変換は困難だと言われているが、それはどのようにすれば可能となるのであろ

うか。 
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第3章 スーパーマーケットのビジネス・モデル 

 

先行研究レビューでは、業態変革における新規参入者が低価格訴求のディスカウント・リ

テーラーであり、欧米ではウォルマートや ALDI が独自のビジネス・モデルを確立してい

ることが分かった。しかし、両社のビジネス・モデルは容易には模倣し難いと考えられ、日

本の中小スーパーマーケットが適用できるモデルの探索が求められる。そこで、日本のスー

パーマーケット 32 社の業績数値の分析から、日本でも小売の輪が回っており、ディスカウ

ント・リテーラーが大きな成長を遂げていることを明らかにし、そのビジネス・モデルの特

徴を明らかにする。 

 

1. 売上、総利益と販売管理費の関係 

 

 Fisher et.al. (2002)は小売業のオペレーションが財務結果に及ぼす影響についての研究

を基に、総利益率と売上販売管理費率には正の相関が存在していることを指摘している。総

利益率と売上販売管理費率の関係については、第 1 に、広告販売費や人件費を多く使う小

売事業者は高い総利益率を期待する、第 2 に、業界内では自己資本利益率（ROE）は一定

しており、その結果として総利益率と販売管理費率は一定している、第 3 に、小売業態の結

果として高い総利益率と高い販売管理費率の組み合わせと、低い総利益率と低い販売管理

費率の組み合わせが存在する、としている。しかし、それらの説明はやや表層的で、小売業

者のオペレーションの背後にあるメカニズムを明らかにしたとは言い難い。 

 田村（2008）の指摘のように、小売業者は売上を上げるために売場面積を拡大し、人件費

と広告宣伝費を増やしても売上が伸びない場合、営業利益は悪化する。また、岸本(2013)の

指摘のように、売上を伸ばすために相応の店内作業を増やさなければならない場合、販売管

理費の増分が総利益の増分を上回ると、営業利益は減少することになる4。田村（2008）は

「支配的企業チェーン成長ベクトルでは、売上高の維持・成長のために、店舗数だけではな

く店舗規模の同時的拡大を目指す傾向がある。」（pp.64-65）としており、急成長した百貨店・

総合スーパーが売上拡大を主な経営目的としたことを示唆している。 

                                                   
4 分析対象としたスーパーマーケット 32 社の過去約 30 年間（1985 年～2017 年）で入手

可能な業績数値データを基に分析したところ、32 社中 24 社が販売管理費の 1 単位当たり

の総利益が逓減傾向にあるという結果であった。 



40 

 

 

2. 研究課題 

 

 小売業の経営課題は、いかに本業の儲けを示す営業利益を拡大するかを前提とすると、以

下の仮説を検証する必要がある。第 1 に、営業利益を増加するには総利益を増加させる必

要あり、これは、商品調達の仕組み及び小売事業を維持する販売管理の仕組みが短期的に変

化しないことを前提とすると、売上を増やし、商品販売額から商品調達額を差し引いた総利

益を増大させることが、本業の儲けを示す営業利益を増大させるというものである5。第 2

に、先行研究が指摘する通り、総利益を増加するためには販売管理費を増加させることであ

り、つまり、営業利益を増加するには販売管理費を増加するという企業戦略である。売上を

増やすためには、広告宣伝費や販売促進の為の店舗人件費を増やす必要がある。 

 

3. 分析 

 

3-1. 分析内容と方法 

 

スーパーマーケット事業者の業績結果からそのビジネス・モデルを明らかにするために、

業績を公表しているスーパーマーケット事業者 32 社6について、総利益率、販売管理費率、

営業利益率を調べ、相関関係及び営業利益率に影響を与える要素について分析した。小売業

では、小売以外の不動産（テナント事業等の賃貸を含む）、金融、イベント・エンターテー

メントを営む事業者が存在するので、適切に業績比較を行うために、食品、日用品のみを取

                                                   
5 スーパーマーケット事業における営業利益の産出式は次の通り。 

売上営業利益額 = 売上総利益額－販売管理費（人件費、広告宣伝費、店舗賃料、他経費） 

売上総利益額 = 売上（商品販売額）－原価（商品仕入額） 
6 分析対象のスーパーマーケット事業会社：株式会社ベルク、株式会社ヤオコー、株式会

社ハローズ、オーケー株式会社、アクシアルリテイリング株式会社、株式会社ダイイチ、株

式会社エコス、大黒天物産株式会社、株式会社マミーマート、株式会社アークス、株式会社

バローホールディングス、株式会社ジェーソン、マックスバリュ東海株式会社、株式会社フ

ジ、株式会社リテールパートナーズ、マックスバリュ中部株式会社、株式会社ライフコーポ

レーション、株式会社アオキスーパー、株式会社関西スーパーマーケット、マックスバリュ

西日本株式会社、株式会社 PLANT、株式会社いなげや、マックスバリュ東北株式会社、株

式会社東武ストア、マックスバリュ九州株式会社、株式会社ヤマザワ、北雄ラッキー株式会

社、株式会社マルコシセンター、マックスバリュ北海道株式会社、株式会社オークワ、株式

会社ヤマナカ、アルビス株式会社。 
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り扱うスーパーマーケットに限定する。データについては、過去 10 年間の公開財務諸表よ

り 2007 年、2012 年、2017 年の小売事業から得た売上、総利益、販売管理費、営業利益に

関するデータを使用する。 

 

3-2. 分析結果１ 

 

比較可能な業績を公表しているスーパーマーケット事業者 32 社について、パネルデータ

として 2007 年度、2012 年度、2017 年度の業績数値を用いる。パネルデータを基にしたス

ーパーマーケット事業者 32 社の売上営業利益率、売上販売管理費率、売上総利益率は表 3

の通り。これを見る限り、各社の指標に関し、経年での大きな変化はないと思われる。 
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表 3 スーパーマーケット 32 社7の指標 

  営業利益率 販売管理費率 総利益率 

スーパー 2017 2012 2007 2017 2012 2007 2017 2012 2007 

ベルク 4.79% 5.14% 4.21% 21.73% 22.12% 25.38% 25.73% 25.86% 25.97% 

ヤオコー 4.43% 4.74% 3.86% 28.27% 28.50% 28.88% 27.92% 28.81% 28.39% 

ハローズ 4.12% 3.58% 3.64% 23.32% 23.56% 21.98% 24.88% 24.26% 23.41% 

オーケー 4.36% 6.03% 4.50% 17.03% 15.03% 15.03% 21.38% 21.06% 19.53% 

アクシアル 3.96% 3.26% 3.64% 23.49% 23.45% 24.45% 27.44% 26.71% 28.09% 

ダイイチ 3.50% 2.46% 1.80% 22.20% 22.32% 23.11% 24.29% 23.19% 23.88% 

エコス 3.04% 1.34% 0.28% 24.36% 25.76% 26.95% 25.25% 25.00% 25.06% 

大黒天物産 3.77% 4.71% 4.59% 19.70% 18.07% 18.76% 23.47% 22.78% 23.34% 

マミーマート 2.85% 2.32% 2.04% 24.75% 23.77% 24.30% 26.27% 24.60% 24.71% 

アークス 2.90% 3.21% 3.20% 21.72% 20.18% 19.15% 24.62% 23.39% 22.35% 

バロー 3.08% 3.85% 3.34% 25.41% 23.92% 23.76% 24.72% 24.00% 23.51% 

ジェーソン 2.76% 1.17% 4.46% 23.22% 23.65% 21.13% 25.98% 24.82% 25.60% 

MX 東海 2.46% 2.88% 4.43% 23.96% 23.61% 25.47% 24.63% 24.77% 25.87% 

フジ 2.40% 1.53% 1.60% 27.13% 26.82% 28.10% 23.47% 22.63% 24.41% 

リテール P 3.29% 5.03% 5.04% 21.78% 22.40% 22.84% 23.45% 25.21% 25.39% 

MX 中部 2.36% 1.53% 2.07% 26.18% 25.52% 25.85% 25.93% 24.58% 25.56% 

ライフ 2.00% 2.27% 2.19% 28.76% 27.69% 26.49% 27.87% 26.92% 26.09% 

アオキ 2.49% 1.69% 3.20% 17.34% 18.03% 16.85% 15.21% 15.26% 16.88% 

関西スーパー 1.52% 1.77% 2.09% 24.53% 23.48% 24.49% 26.05% 23.46% 24.52% 

MX 西日本 2.36% 2.88% 3.82% 23.70% 23.08% 22.67% 23.79% 23.62% 24.45% 

PLANT 1.52% 3.68% 0.30% 18.34% 16.42% 18.35% 19.86% 20.10% 18.65% 

いなげや 0.96% 1.86% 1.73% 30.69% 29.44% 29.04% 28.04% 27.51% 27.56% 

MX 東北 1.31% 0.75% 1.57% 23.19% 23.90% 24.46% 22.70% 22.19% 23.77% 

東武ストア 1.54% 1.91% 2.85% 26.36% 27.07% 23.23% 25.64% 28.99% 26.08% 

MX 九州 1.54% 2.25% - 23.12% 22.83% - 23.45% 23.82% - 

ヤマザワ 1.36% 3.17% 3.20% 26.37% 24.69% 25.40% 27.73% 27.86% 28.61% 

北雄ラッキー 0.83% 1.17% 1.16% 27.05% 26.13% 25.74% 25.15% 24.73% 24.64% 

マルヨシ 1.39% 1.63% 1.13% 25.98% 23.78% 25.39% 27.37% 24.05% 25.27% 

MX 北海道 1.06% 1.08% 1.41% 22.05% 23.84% 24.13% 21.68% 23.19% 23.46% 

オークワ 1.17% 2.40% 3.00% 27.95% 26.19% 25.85% 25.60% 25.16% 25.40% 

ヤマナカ 0.66% 0.31% 1.38% 30.33% 30.48% 28.43% 25.60% 25.50% 25.21% 

アルビス 3.34% 1.63% 0.83% 28.15% 27.90% 22.51% 29.98% 27.83% 22.10% 

平均 2.47% 2.60% 2.66% 24.32% 23.86% 23.81% 24.85% 24.43% 24.44% 

出典 数値は各社の有価証券報告書及び各社公表財務諸表を基に、決算期年度で著者が作成。 

                                                   
7 一部の会社を省略表記とした。リテール P はリテールパートナーズ、MX はマックスバ

リュである。 
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基本統計分析結果は表 4 の通りである。 

 

表 4 基本統計分析 

要約統計量        

サンプルサイズ 96             

                

変数名 有効 N 平均値 中央値 標準偏差 分散 最小値 最大値 

売上販売管理費率 95 0.245 0.247 0.027 0.001 .152 .300 

売上総利益率 95 0.240 0.249 0.034 0.001 .150 .307 

営業利益率 95 0.026 0.024 0.013 0.000 .003 .060 

 

まず、2007 年度、2012 年度、2017 年度の 3 年分のデータに基づき、売上総利益率、売

上販売管理費率、売上営業利益率の相関関係を分析した。結果は表 5 の通り。 

 

表 5 スーパーマーケット事業者の相関分析 

相関分析       

  総利益率   販売管理費率   営業利益率   

総利益率 1.000           

販売管理費率 .754 ** 1.000       

営業利益率 .053   -.424 ** 1.000   

 ** p < .01, * p < .05, + p < .10    

 

総利益率と販売管理費率との間には有意な正の相関がみられた（r(93)=0.754, p<0.001）。

この結果を散布図で示したものが図 8 である。営業利益率と販売管理費率との間には有意

な負の相関が見られた（r(93)=-0.424, p<0.001）。この結果を散布図で示したものが図 9 で

ある。営業利益率と総利益率との間には有意な相関が見られなかった（r(93)=0.053, 

p>0.100）。この結果を散布図で示したものが図 10 である。 
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図 8 スーパーマーケット事業者の総利益率と販売管理費率の相関分析 

 

図 9 スーパーマーケット事業者の営業利益率と販売管理費率の相関分析 
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図 10  スーパーマーケット事業者の総利益率と営業利益費率の相関分析 

 

上記の単純な相関分析の結果で、総利益率と販売管理費率には正、営業利益率と販売管理

費率には負、営業利益率と総利益率には無相関の関係が見て取れた。ただ、パネルデータに

なっているので、より厳密な相関関係を見るために、次に、小売企業（集団レベル）と小売

企業の 3 年度（個人レベル）の 2 階層でマルチレベル分析を行った。 

 

表 6 スーパーマーケット事業者のマルチレベル相関分析 

  販売管理費率   総利益率   営業利益率   

販売管理費率 .801 ** .594 ** -.272 * 

総利益率 .771 ** .828 ** .406 ** 

営業利益率 -.495 * -.036   .570 ** 

  ** p < .01, * p < .05, + p < .10       

※対角行列(太字)は級内相関、上三角行列は個人レベル相関、下三角行列は集団レベル

相関を表す 

 

その結果は表 6 の通り。総利益率と販売管理費比率の相関関係は、総利益率の級内相関

は 0.828、販売管理費率の級内相関は 0.801、個人レベル相関係数は 0.594、集団レベルの

相関係数は 0.771 と強い正の関係、販売管理費比率と営業利益率の相関関係は、営業利益率
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の級内相関は 0.570、販売管理費率の級内相関は 0.801、個人レベル相関係数は-0.272、集

団レベルの相関係数は-0.495 とやや強い負の関係が存在するという結果が見出された。一

方で、売上総利益率と売上営業利益率の相関関係は、総利益率の級内相関は 0.828、営業利

益率の級内相関は 0.570、集団レベルの相関係数は-0.036 と関係が見出せなかった。但し、

個人レベルの相関係数 0.406 については、正の相関が見出された。 

 次に、販売管理費率、総利益率、営業利益率の因果関係を判断するために、マルチレベル

の重回帰分析を行った8。この分析では変量効果も考慮した。総利益率を目的変数、販売管

理費率（個人レベル、集団レベル）を説明変数にした結果を表 7、営業利益率を目的変数、

販売管理費率（個人レベル、集団レベル）を説明変数にした結果を表 8、営業利益率を目的

変数、総利益率（個人レベル、集団レベル）を説明変数にした結果を表 9 に示した。 

 

表 7 スーパーマーケット事業者のマルチレベル重回帰分析（総利益率・販売管理費率） 

階層線形モデル   グループ数 = 32 サンプルサイズ  =95  

         

固定効果 目的変数 =総利益率       

変数名 係数 標準誤差 95%下限 95%上限 df t 値 p 値   

切片 0.246 0.003 0.240 0.251 30 87.385 .000 ** 

販売管理費率 (wc) 0.501 0.116 0.265 0.738 30 4.328 .000 ** 

販売管理費率_m (gm) 0.559 0.109 0.337 0.781 30 5.148 .000 ** 

         

変量効果(分散成分)                 

変数名 標準偏差 分散 分散比率 信頼性 df χ2 乗値 p 値   

切片 0.015 0.000 .841 .940 30 540.217 .000 ** 

販売管理費率 0.392 0.154 .229 .354 31 65.293 .000 ** 

残差 0.007 0.000             

 

 

 

 

 

 

                                                   
8 表中の_m は集団平均、wc は個人レベルの変数を集団平均で中心化したもの、gm は集

団レベルの変数を全体平均で中心化したものを表す。 
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表 8 スーパーマーケット事業者のマルチレベル重回帰分析（営業利益率・販売管理費率） 

階層線形モデル   グループ数 = 32 サンプルサイズ =95  

         

固定効果 目的変数 =営業利益率       

変数名 係数 標準誤差 95%下限 95%上限 df t 値 p 値   

切片 0.026 0.002 0.022 0.029 30 14.415 .000 ** 

販売管理費率 (wc) -0.327 0.116 -0.563 -0.091 30 -2.826 .008 ** 

販売管理費率_m (gm) -0.175 0.056 -0.290 -0.060 30 -3.119 .004 ** 
         

変量効果(分散成分)         

変数名 標準偏差 分散 分散比率 信頼性 df χ2 乗値 p 値   

切片 0.010 0.000 .777 .911 30 363.024 .000 ** 

販売管理費率 0.483 0.233 .431 .539 31 104.110 .000 ** 

残差 0.005 0.000             

 

表 9 スーパーマーケット事業者のマルチレベル重回帰分析（営業利益率・総利益率）9 

階層線形モデル    グループ数 = 32 サンプルサイズ = 95  

         

適合指標 近似 R2 Adjust R2 F 値 df p 値 AIC BIC CAIC 

  .034 .019 10.099 2, 40 .000 -593.775 -581.006 -593.101 
         

固定効果  目的変数 =営業利益率      

変数名 係数 標準誤差 95%下限 95%上限 df t 値 p 値   

切片 0.026 0.002 0.022 0.030 30 12.875 .000 ** 

総利益率 (wc) 0.271 0.062 0.146 0.396 62 4.337 .000 ** 

総利益率_m (gm) -0.004 0.073 -0.152 0.144 30 -0.059 .953   
         

近似標準化係数  目的変数 =営業利益率      

変数名 営業利益率   VIF      

総利益率 .185 ** 1.000      

総利益率_m -.008   1.000      

R2 .034          

 ** p < .01, * p < .05, + p < .10      

 

 

 

                                                   
9 スーパーマーケット事業者のマルチレベル重回帰分析（営業利益率・総利益率）につい

ては変量効果を考慮するとエラーとなったので、変量効果を考慮せずに分析を行った。 
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分析の結果、個人レベル及び集団レベルの販売管理費率は総利益率、及び営業利益に有意

に影響を及ぼす。個人レベル総利益率は営業利益率に有意に影響を及ぼすが、集団レベルで

は有意な影響は見られなかった。 

 

3-3. 分析結果 2 

 

 次に、データ包絡分析方法（DEA）により、スーパーマーケット事業会社 32 各社の営業

利益に対する売上と販売管理費の効率性を見てみる。 
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表 10 スーパーマーケット 32 社10の効率性評価 DEA 

2002 年   2007 年   2012 年   201７年   

大黒天物産 1.0000 リテール P 1.0000 オーケー 1.0000 オーケー 1.0000 

ベルク 0.9297 大黒天物産 0.9104 ベルク 0.8523 ベルク 1.0000 

MX 東海 0.7239 オーケー 0.8927 リテール P 0.8348 ヤオコー 0.9251 

アクシアル 0.7214 ジェーソン 0.8853 ヤオコー 0.7870 ハローズ 0.8590 

バロー 0.6065 MX 東海 0.8798 大黒天物産 0.7820 大黒天物産 0.8252 

ジェーソン 0.6041 ベルク 0.8357 バロー 0.6390 アクシアル 0.8250 

ヤオコー 0.5702 ヤオコー 0.7665 PLANT 0.6100 ダイイチ 0.7310 

リテール P 0.5655 MX 西日本 0.7577 ハローズ 0.5949 アルビス 0.6959 

PLANT 0.5463 ハローズ 0.7229 アクシアル 0.5410 リテール P 0.6864 

オーケー 0.5298 アクシアル 0.7217 アークス 0.5334 バロー 0.6420 

ハローズ 0.5053 バロー 0.6621 ヤマザワ 0.5256 エコス 0.6334 

ヤマザワ 0.4687 ヤマザワ 0.6357 MX 東海 0.4782 アークス 0.6045 

アオキ 0.4199 アオキ 0.6351 MX 西日本 0.4775 マミーマート 0.5950 

オークワ 0.4143 アークス 0.6344 ダイイチ 0.4078 ジェーソン 0.5750 

MX 中部 0.4052 PLANT 0.6010 オークワ 0.3981 アオキ 0.5680 

MX 西日本 0.3950 オークワ 0.5951 マミーマート 0.3853 MX 東海 0.5127 

マミーマート 0.3890 東武ストア 0.5655 ライフ 0.3761 フジ 0.5015 

アークス 0.3813 ライフ 0.4343 MX 九州 0.3741 MX 西日本 0.4930 

ダイイチ 0.3737 関西スーパー 0.4142 東武ストア 0.3172 MX 中部 0.4927 

北雄ラッキー 0.3701 MX 中部 0.4109 いなげや 0.3092 ライフ 0.4162 

関西スーパー 0.3430 マミーマート 0.4048 関西スーパー 0.2945 PLANT 0.3379 

いなげや 0.3363 ダイイチ 0.3570 アルビス 0.2702 MX 九州 0.3284 

MX 東北 0.3351 いなげや 0.3428 マルヨシ 0.2699 東武ストア 0.3284 

エコス 0.2973 フジ 0.3178 フジ 0.2545 関西スーパー 0.3174 

MX 北海道 0.2852 MX 東北 0.3109 MX 中部 0.2534 マルヨシ 0.2901 

アルビス 0.2776 MX 北海道 0.2798 アオキ 0.2494 ヤマザワ 0.2835 

マルヨシ 0.2504 ヤマナカ 0.2741 エコス 0.2231 MX 東北 0.2738 

ライフ 0.1985 北雄ラッキー 0.2309 北雄ラッキー 0.1948 オークワ 0.2448 

フジ 0.1805 マルヨシ 0.2238 ジェーソン 0.1938 MX 北海道 0.2210 

東武ストア 0.1199 アルビス 0.1637 MX 北海道 0.1794 いなげや 0.2006 

ヤマナカ 0.0515 エコス 0.0550 MX 東北 0.1248 北雄ラッキー 0.1728 

MX 九州 NA MX 九州 NA ヤマナカ 0.0522 ヤマナカ 0.1378 

出典 数値は各社の有価証券報告書及び各社公表財務諸表を基に、決算期年度で著者が作成。 

 

DEA は同質な複数の事業体の相対的な効率性評価の方法であり、営業利益を得るために、

売上、販売管理費をいかに効率良く使用しているかを見るために利用する。具体的には、売

上当たりの営業利益、販売管理費当たりの営業利益を MS Excel のソルバーを使って算出し

                                                   
10 一部の会社を省略表記とした。リテール P はリテールパートナーズ、MX はマックスバ

リュである。 
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た。結果は表 10 の通り、オーケーストアと大黒天物産が過去 15 年間で効率的な経営を実

践していたと言える。一方で、マックスバリュ東海は経年で効率を落としている。 

次に、表 11 に過去 15 年間の売上成長を記載したが、オーケーストアと大黒天物産は、

いずれも高い売上成長率を結果として残している。 

 

表 11 スーパーマーケット 32 社の 2002 年から 2017 年の売上成長 

（2002 年の売上を基準にした時の倍数） 

大黒天物産 10.51 

オーケーストア 4.18 

アークス 4.11 

アクシアルリテイリング 3.93 

マックスバリュ東海 3.65 

ハローズ 3.42 

ベルク 3.21 

バローホールディングス 3.00 

リテールパートナーズ 2.68 

マックスバリュ中部 2.56 

ヤオコー 2.40 

マックスバリュ北海道 2.38 

PLANT 2.22 

ジェーソン 2.17 

アオキスーパー 1.70 

ライフコーポレーション 1.69 

ダイイチ 1.67 

マミーマート 1.62 

マックスバリュ西日本 1.61 

ヤマザワ 1.50 

マックスバリュ東北 1.33 

エコス 1.23 

オークワ 1.12 

いなげや 1.10 

アルビス 1.09 

関西スーパーマーケット 1.04 

マルヨシセンター 0.99 

フジ 0.99 

東武ストア 0.95 

北雄ラッキー 0.87 

ヤマナカ 0.83 

出典 数値は各社の有価証券報告書及び各社公表財務諸表を基に、決算期年度で著者が作成。 
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先の表 3 を見ると、オーケーストア、大黒天物産の営業利益率は平均を大きく上回って

おり、売上販売管理費率は平均を大きく下回っている。つまり、低コスト・オペレーション

による効果が営業利益率に表れていると考えられる。 

オーケーストアと大黒天物産の特徴は、低価格訴求、低コスト・オペレーションで

ある。両社は低価格、低コストを経営理念に明示しており、またオーケーストアは

EDLP を戦略として表明している。オーケーストア11は 1958 年創業後、1986 年には

EDLP を経営基本方針に明記している。1999 年には売上販売管理費率を 15%という

低コスト・オペレーション、経常利益率 5%という小売業では高利益体質の確立を経

営目標に掲げている。そして、2001 年には低コスト・オペレーションの為に、特売チ

ラシ廃止を実行している。大黒手物産12は、1986 年創業後、ディスカウント・ストア

の展開を推進した。また、経営方針として、エブリディ・セーム・ロープライス（ESLP）

を実現し、「どこよりも安く買い物をしていただける店」を展開するとしている。そし

て、ESLP を実現するための「ローコスト経営の確立」を目指すとしている。 

一方で、イオン系列のマックスバリュ東海はハイ＆ロー価格戦略を取っており、経

年で事業効率と営業利益率が悪化している。 

 

4. 結論 

 

分析 1（スーパーマーケット 32 社のマルチレベル相関分析及び重回帰分析の結果）から、

総利益率、販売管理費比率、営業利益率の関係を見たところ、売上総利益率と売上販売管理

費比率は、正の強い相関関係が見出された。また、売上販売管理費比率と売上営業利益率は、

負のやや強い相関関係が見出された。売上総利益率と売上営業利益率は、集団レベルでは相

関関係が見出せなかったが、個人レベルについては、正の相関が見出された。また、重回帰

分析からも同様に、販売管理費率は、総利益率に対して正の影響を、また営業利益率に対し

て負の影響を及ぼすことが判明した。 

上記から、高い売上総利益率には高い売上販売管理費比率が必要ということが言える。ま

た、高い営業利益率には、一般的には低い販売管理費率が効果的と考えられるが、一部のス

ーパーマーケットは高い売上販売管理費比率で総利益率を高め、営業利益率を高くしてい

                                                   
11 株式会社オーケーのホームページより抜粋。 
12 大黒天物産の 2018 年度の有価証券報告書より。 



52 

 

ると考えられる。個別企業で見たときには、総利益率が高い年は営業利益率も高い傾向にあ

る一方で、企業間で比較したときに、総利益率が高い企業が営業利益率も高いとは限らない。

スーパーマーケット事業には一般的に考えられている売上総利益率を上げて、営業利益率

を上げるという方程式のみが当てはまるものではないという見方ができる。 

個別企業レベル（ミクロ）では、当該企業が、販売管理費率を上げることで、総利益率の

上昇、そして営業利益率の上昇という間接効果があり、このような場合、格上げをして差別

化を図ることが考えられる。一方で、販売管理費率を下げて、営業利益率を上げることがで

き、このような場合、格下げして差別化を図ることが考えられる。つまり、どちらの戦略も

可能と考えられるのである。 

分析 2（スーパーマーケット 32 社の効率性評価 DEA 分析）より、経営効率の良いスー

パーマーケットであるオーケーストア、大黒天物産はいずれも低価格、低コスト・オペレー

ション戦略を採用しており、売上成長率も高い。上記 2 社は、このビジネス・モデルにより

競合他社との差別化を図っている。2 社のビジネス・モデルは低価格を訴求すると同時に、

低コスト構造を確立して営業利益を上げ、また成長を推進するものである。 

先の分析で明らかになった通り、スーパーマーケット事業では、総利益を増やすためには

販売管理費を増やすことが必要であり、一方で営業利益を増やすためには一般販売管理費

を減らすことが効果的である。単純に総利益を増やせば営業利益が増えるというものでは

ない。営業利益を上げるためには、売上総利益を増やし、販売管理費を下げることが効果的

であるが、前節の分析結果から、売上総利益を増やすには、販売管理費を増やす必要があり、

つまり、営業利益を最大化させる総利益と販売管理費のバランスが存在すると考えられる。

これは、販売管理費の増分を上回る総利益の増分を獲得する仕組み、ないしは総利益の減少

分を上回る販売管理費の削減を実現できる仕組みの確立の上に成り立つものと言える。 

 

4-1. スーパーマーケットの 2 つのビジネス・モデル 

 

 小売業態変革の理論に基づき、既存のスーパーマーケットは新興のディスカウント・リテ

ーラーとの直接競合を避け、ハイ＆ローを強化して特売売場の拡大による人件費増、店舗に

おけるサービス強化による人件費増、ハイ＆ローの強化や販売促進強化による広告宣伝費

増によって売上増、総利益増を図る。この手法は、経営効率を低下させ、営業利益率低下の

原因となった。一方、新興のディスカウント・リテーラーは低価格により市場に参入し、
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EDLP を採用することで、低総利益率と低販売管理費率を実践して経営効率を高めた。こ

の 2 つのビジネス・モデルの存在は、日本での小売の輪が回っており、新興のディスカウン

ト・リテーラーが既存のスーパーマーケットから顧客を奪い、市場シェアを伸ばしていくこ

とが示された。 

 

4-2. コスト削減の視点 

 

低コストを実現するには、2 つの視点が存在し、その視点がビジネス・モデルを左右する。

1 つは、販売管理費率を上げてでも原価率を下げて営業利益率を上げるというビジネス・モ

デルで、もう 1 つは総利益率を下げてでも販売管理費率をそれ以上下げて営業利益率を上

げるモデルである。原価となる商品仕入額の低減、人件費や広告宣伝費などの販売管理費の

低減が必要である。以下にそれぞれの低減方法について説明する。 

 

4-2-1. 原価（商品仕入額）の低減 

 商品仕入原価のコントロールは、仕入先との力関係、仕入れ方法が影響を及ぼす。仕入先

となるメーカーや商品卸業者はそれぞれ独自の営業戦略を持つので、それを理解したうえ

での仕入れが必要となる。メーカーや卸業者はそれぞれの利益極大化の為に、小売業者と販

売数量、価格、販売促進費などの費用を考慮したうえで条件を決めていく。特に価格につい

ては、他小売業者との条件比較を行う。メーカー主導のハイ＆ローは、メーカーの販売促進

費を基に、一時的な低原価を実現することが可能となる。一方で、大量仕入れによる在庫リ

スクを負うこととなる。このハイ＆ローに対して、EDLP 価格戦略は、メーカーに対して恒

常的な低価格を要求している。これはメーカーが支出する販売促進費の代替として小売業

者への販売価格低減を求めるものである。メーカーや卸売業者に依存しない独自の原価低

減策として、小売業者にとっての自社プライベート・ブランド製品の開発があるが、先述通

り、規模の経済が必要で大手小売業者に限られた施策と言える。 

 

4-2-2. 販売管理費の低減 

 販売管理費は売上を上げるために重要なものである。店舗における商品陳列、生鮮品の店

内加工、レジ精算、価格表の管理、店内販売促進展示物管理、店舗後方の在庫管理などに必

要な人件費、店舗賃料、店内販売促進展示物やチラシ制作・配布などの宣伝広告費などが主
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要な販売管理費要素である。先述通り、売上を上げるには販売管理費を増加させることが日

本のスーパーマーケット業界での実態である。しかし、ディスカウント・リテーラーは売上

販売管理費率を低く抑え、成長を遂げている。そこには、いかに人件費を下げるか、いかに

賃料を下げるか、またいかに広告宣伝費を下げるか、という課題が示される。人件費につい

ては人時生産性の改善、賃料と広告宣伝費については経費をさげても売上を維持しうる代

替策の確立である。ここで注目するビジネス・モデルは、いかにして低コスト・オペレーシ

ョンを維持しながら売上を上げ、総利益を獲得できるかというものである。 

 売上減少局面では総利益額が減少するにも関わらず、固定費化している人件費、店舗賃料

などが占める販売管理費を同時期に削減することは難しい。よって、競合他社に売上を奪わ

れて、売上が減少すると、営業利益が悪化する。高い販売管理費率を維持するハイ＆ロー型

の小売業者は、よりその影響が大きくなる。 

 

5. ディスカッション 

 

宮副（2010）はディスカウント・リテーラーについて次のように定義している。価格政策

として低価格を指向し取扱商品について継続的に低価格で販売するという EDLP 政策をと

ること、生活必需品と実用品を体系的な品揃えをしていくこと、一時的な安さではなく総利

益を低く抑えても大量に売ることで利益が取れる低コスト経営で安さをしていくことを経

営の仕組みとして確立した小売業態である。 

ディスカウント・リテーラーは、競合他社に比べて低価格を武器に売上を増やし、商品調

達コスト、人件費、店舗賃料、広告宣伝費などを低く抑えて営業利益を確保するのである。

しかし、そのビジネス・モデルは単一ではなく、規模の経済に基づくバイイング・パワーや

プライベート・ブランドを活用し、商品調達原価を低減させるモデルや、人件費、店舗賃料

や広告宣伝費を低く抑えるモデルがある。 

小売業においては、高い総利益を得るために高い販売管理費を支出する百貨店や総合ス

ーパーのようなハイエンドの小売業態が存在する。田村（2008）は「支配的企業のチェーン

成長ベクトルでは、売上高の維持・成長のために、店舗数だけでなく、店舗規模の同時的拡

大を目指す傾向がある。とくに、その業態市場が飽和水準に達したり、なんらかの法的な出

店規制がはたらく場合にはこの傾向が強まる。一定の立地場所で売上を拡大するもっとも

安易な方法は、店舗規模を拡大して取扱商品の範囲を拡大することだからである。しかし、
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この成長ベクトルはある範囲を超えると、流通技術に革新が無い限り、企業成長への障害を

生み出すことになる。」（pp.64-65）としており、急成長した百貨店・総合スーパーが売上拡

大競争をしていった過程で、業績悪化を招いたことを示唆している。 

一方で、低い総利益でも低い販売管理費により高い営業利益を得るディスカウント・リテ

ーラーが存在する。Voss（2016）は 1967 年～2014 年の米国のディスカウント・リテーラ

ーの成長と米国の景気について分析し、消費者が景気下降局面に支持したディスカウント・

リテーラーでの購買を、景気回復期においても継続することを発見した。つまり、景気下降

期に市場シェアを獲得したディスカウント・リテーラーはその後も成長を続け、それを維持

するオペレーションの仕組みを保有しているのである。Little et al.（2011）は、ディスカ

ウント・リテーラーのコスト効率に着目し、最適なオペレーション・プロセス、販売管理費

を厳密に低く維持する仕組み、経験効果、規模の経済の利用、オペレーションの標準化をあ

げている。また、Deleersnyder et al.（2007）は、ディスカウント・リテーラーのオペレー

ションに着目し、無駄をそぎ落として低価格を実現する仕組みの重要性を指摘している。但

し、ディスカウント・リテーラーのモデルは単一ではなく、多様である。 

本稿では、日本の中小小売業者が採用しうる新たなビジネス・モデルを探索した。そのヒ

ントになるものがオーケーや大黒天物産のディスカウント・リテーラー・モデルである。い

かにすれば営業利益を増大するために、低総利益率と低販売管理費率のバランスを実現で

きるのか。販売管理費における最大のコストである人件費を効果的に削減するモデルを探

索が課題となる。 

小売業態の変化については、新規小売企業が低価格で市場参入し、顧客の支持を得ながら

次第に品揃え、サービス、価格を上昇させていくという小売の輪理論が存在する（田村 2008、

pp.38-39）。既存の百貨店や総合スーパー店がディスカウント・リテーラーやカテゴリーキ

ラーに売上を奪われて苦戦を強いられていることを鑑みると、日本においても小売の輪の

理論が当てはまると言える。小売業態の変化についての研究は、既存小売業者と新規小売業

者の新陳代謝については究明されているが、既存小売業者が「小売の輪」の逆ループへ変換

することについては、ほとんど究明されていない。つまり、高い総利益率と高い販売管理費

率のビジネス・モデルから、低い総利益率と低い販売管理費率のビジネス・モデルへの変換

の可能性とその変革の手法やプロセスを解明することは、研究題材であると言える。 
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第 4 章 企業再建のセオリーに基づく失敗事例：ダイエーの事例研究 

 

1. はじめに 

 

前章において、日本でも小売の輪の理論の状況が発生していること、ディスカウント・リ

テーラーが伸長し、他のスーパーマーケットは格上げで生き残りを図るが、苦しい状況に置

かれていることが確認できた。それでは、こうした苦境に立たされた小売企業をどのように

したら再建できるのだろうか。この研究課題について興味深い示唆を与えてくれる事例と

してダイエーの再建のケースを取り上げる。 

第 2 章の先行研究レビューでも指摘した通り、企業再建理論によれば 2 ステージモデル

に沿って再建を行えば、再建に成功するとされてきた。ところが、本章で取り上げるダイエ

ーは、2 ステージモデルに沿って再建を進めたにもかかわらず、再建には失敗してしまう。

それはなぜなのだろうか。 

実は、既存の再建理論は、小売の輪の理論が働く状況を想定していないのである。小売の

輪の働く状況では、単に 2 ステージモデルに従えばいいのではなく、ビジネス・モデル変換

が必要になると考えられる。特に、ダイエーの場合、縮小戦略と復帰戦略が分断されており、

その結果としてビジネス・モデル変換に踏み切りにくい状況が生まれてもいた。これらの点

は、既存の再建理論に新たな知見をもたらすことになる。 

以下ではまずダイエーの再建のプロセスを記述し、そこから得られた発見事実について

既存の再建理論との異同に着目しながら議論する。 

 

2. 研究の方法論とアプローチ 

 

本章の研究手法は事例研究法である。その中でも、既存研究で受け入れられてきた企業再

建の理論の主張に対し反論をするために、単一事例研究法（久米, 2013; 沼上, 1995）を採

用した。小売業界における企業再建のプロセスを明確にし、興味深い結論を引き出す効果的

な方法として、企業再建に失敗したダイエーの事例を選択した。企業再建のプロセスを明ら

かにする上で事例研究が適しており、何が企業再建に必要な要因なのかを特定できると考

える。 

事例研究方法に関し、横沢・辺・向井（2013）が Glaser and Strauss（1967）、Yin（1984）、
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Eisenhardt（1989）を比較し、それぞれの相違を取りまとめ、事例研究を行う際に、どの

アプローチが適しているかを提案している。横沢・辺・向井（2013）によると、Glaser and 

Strauss（1967）と Yin（1984）のアプローチの大きな相違点は、前者が理論産出型である

のに対し、後者は理論検証型であることである。そして、Eisenhardt（1989）は理論産出

型のアプローチでありながら、Glaser and Strauss（1967）と大きく異なるところは、デー

タ収集前の文献調査と先行研究サーベイを行うことである。Glaser and Strauss（1967）

は、文献調査や先行研究サーベイをせずに、無からデータを収集して理論を発見することを

主張しているが、Eisenhardt（1989）はそれを現実的ではないとしている。横沢・辺・向

井（2013）は、効果と効率の両方を鑑みて、Eisenhardt（1989）のアプローチは、ある程

度範囲を決めてある場合、計画のある適切な手法としており、また新しい理論を発見する余

地を十分残しているとしている。本稿は、日本における相当数の小売企業が業績不振に陥っ

ていること、一方でディスカウント・リテーラーという価格訴求をしている小売企業が業績

を伸ばしていることを踏まえ、いかにすれば業績不振に陥っている小売企業を再建できる

のかを問題意識として持ち、いくつかの事例における課題とその研究内容を特定していた

ことから、3 つのアプローチの中から Eisenhardt（1989）のコンテンツ分析を援用するこ

ととした。 

以下に、Eisenhardt（1989）の分析手法の特徴を、横沢・辺・向井（2013）に基づいて

とりまとめ、本稿のアプローチ方法を提示する。 

(1) データ取集前の文献調査と先行理論の必要性 

関連分野の文献を調査する。 

本稿は、ダイエーの事例から、不振に陥った小売企業の課題と再建に関する関連要素を

特定していた。そして、リサーチ・クエスチョンを特定するための先行研究を実施した。

さらに、リサーチ・クエスチョンを明らかにするためのインタビューを実施し、それを

裏付けるために文献などの客観データを利用した。 

(2) 事例の選択 

事例は意図的に、データから出現した理論を発展させるように、そして前の事例を再現

するように選択する。 

本稿は、ダイエーの事例に先行研究からの逸脱を発見し、決定的事例の特定を行った。 

(3) データ収集と分析 

インタビュー、観察、資料などの複数の方法を組み合わせて使う。 
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本稿は、インタビュー、店舗視察、新聞・雑誌・書籍などを組み合わせてデータ収集を

行い、それを分析した。また、インタビュー及び店舗視察による 1 次データを、新聞・

雑誌・書籍などの 2 次データにより確認した。 

 

データ収集には、ダイエーの元上級役員、元中間管理職員および株主会社の役員及び社員

との半構造化のインタビューを実施した。インタビューでは、再建のための戦略、プロセス、

実行内容、及び結果について質疑応答を行った。各インタビューは企業外で 1〜3 時間で、

直接的または間接的にビジネスの変革に関与した 6 人で 50 時間以上にわたって実施した

13。インタビューでは、特定の目的のための年代順のイベント識別と活動内容に焦点を当て

た。但し、インタビューデータには業績数値、顧客・従業員などの個人情報などの社外秘、

機密データは含まれないように細心の注意を払った。核となる 3 人からは、事象別時系列

検証とその効果についてコメントを取得した。これとは別に、業界専門家や企業経営者との

意見交換は、データの検証と概念化に役立った。データ収集には、企業財務データ、日本の

小売業の過去の参考文献、論文や雑誌の記事などの公共情報源も活用した。 

 

3. 事例研究：ダイエーの企業再建・プロセスの分析 

 

日本の小売市場は 1980 年代に全国チェーン展開が確立され、その後発展した。日本の大

型小売業者は、1980 年代初から 1990 年代初に急速に成長したが、1996 年以降売上を落と

し衰退している。 

1950 年代に設立されたダイエーは、50 年以上の歴史を持つ日本の全国小売りチェーンで

ある。1990 年代半ば以降、ダイエーは厳しい競争と消費支出の減少により、売上を失って

いった。更に、高い間接経費により、営業利益は減少し、財務状況は悪化していった。ダイ

エーは、2005 年に産業再生機構の支援後、2007 年に丸紅株式会社とイオン株式会社が支援

                                                   
13 ダイエーに関するインタビュー実施日は以下の通り。記載は月/日。 

年 面談者 a 面談者 b 面談者 c/d 面談者 e/f 

2010 年 7/20 11/16     

2011 年   4/21、6/10、10/20     

2012 年   1/24 
2/6、2/27、3/1、

3/13、3/29、4/18 

5/9、5/30、6/28、

7/12、7/20、7/25、

8/2、8/10 
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したが改善は見られず、2014 年に丸紅は撤退し、イオンの子会社となった。 

 

4. ダイエーの事例14 

 

4-1. ダイエーの沿革 

 

 株式会社ダイエーは 1957 年に中内功が兵庫県神戸市で創業、「主婦の店・ダイエー」の

1 号店を大阪千林駅前にオープンした。中内功の「売上は全てを癒す」という言葉のもと拡

大路線を推進、次々と店舗を増やして急成長を遂げた。日本で本格的なチェーンストアを発

展させ、日本で初めて GMS やショピング・センターといった店舗フォーマットを開発した。

1960 年後半には全国展開を進め、1972 年には東京証券取引所第一部上場を果たし、同年 8

月、売上で三越百貨店（株式会社三越）を抜き、創業わずか 15 年で日本最大の小売企業と

なった。その後、全国各地の地場スーパーマーケットと資本提携により傘下に納める形で小

売企業グループを形成し、1980 年には、小売業で初めて売上 1 兆円を達成した。そして、

1994 年には、ダイエー、株式会社忠実屋、株式会社ユニードダイエー、株式会社ダイナハ

の 4 社が合併し、総店舗数 300 を超える、売上高 2 兆 6,000 億円の全国チェーンスーパー

となった。 

 

4-1-1. 小売戦略 

 ダイエーは創業後、「価格破壊」をスローガンとする低価格戦略を志向することによる売

上拡大を図った。一方で、顧客ニーズの多様化を察知し、店舗の多角化を進めるため、ダイ

エーの他に「トポス」、「ビッグ・エー」、「D マート」、「グルメシティ」、「ハイパー

マート」、「Kou’s」、「プランタン」、「ローソン」などの店舗ブランド及び店舗フォー

マット（小売業態）を創造していった。多様化する顧客ニーズに対応しながらも、流通革命

15により価格破壊を進める「よい品をどんどん安く より豊かな社会を」16の方針で事業が推

進されていった。この考え方は、奇しくも、1962 年に Wal-Mart Stores, Inc.を立ち上げた

                                                   
14 石井（2017）、佐野（2009）、日本経済新聞社（2004）を主に参照した。 
15 中間流通業者を排除した流通チャネルの簡素化、小売会社による新技術導入による業務

の効率化、などによる流通システムの大きな変革のことで、林周二（1962）においてこの

考え方が示され、その後の流通業界に大きな影響を及ぼした。 
16 中内功の基本方針である（石井, 2017）。 
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Sam Walton の考え方17と通じるところがあり、小売の基本的な考え方が日米で低価格戦略

にあったことを物語るひとつの例と言える。 

 

4-1-2. 事業の多角化 

 ダイエーは全国展開、上場、売上日本一を達成すると、更なる収益源として小売業以外の

分野にも進出し、金融事業であるダイエーオレンジカード18の発行（1978 年）、プロ野球

球団南海ホークスの買収とそれに伴うドーム球場経営やホテル事業（1988 年）、流通大学

の開校（1988 年）、株式会社リクルートへの資本参加（1992 年）など、事業の多角化路線

を強力に推進した。 

 

4-1-3. 業績悪化 

ところが、消費者の嗜好の変化や小売業界の競争激化、大型店中心の大きな固定費などを

背景に、ダイエーの業績は徐々に悪化、1998 年 2 月期には上場以来初の経常赤字に陥った。

これを受けて、1999 年 1 月に中内功は会長に、味の素株式会社の元社長鳥羽薫が社長に就

任し、ダイエーは再建への取り組みを始めた。2001 年には、中内功がグループの職を全て

辞任し、高木邦夫が社長に就任。同年 3 月には 1,000 名をリストラ（希望退職）し、資産の

売却を開始した。2001 年に株式会社ローソンを売却、2002 年にプランタン銀座を売却、同

年にハイパーマート、Kou’s 事業から撤退、2003 年に総合家電事業より撤退、2004 年に株

式会社福岡ドーム、株式会社福岡ダイエーリアルエステートと株式会社ホークスタウンを

売却、それに続き、福岡ダイエーホークスを売却した。2002 年以降、2 度にわたる金融支

援を受けながら財務の立て直しと収益回復に向けて様々な施策を行った。しかし、業績は回

復せず、2004 年 10 月 13 日、主力取引銀行 3 行（UFJ 銀行、三井住友銀行、みずほ銀行）

が、株式会社産業再生機構を利用しない場合は追加金融支援を行わない方針を示したため、

ダイエー高木社長は産業再生機構下での再建を決断した。 

 

4-1-4. 産業再生機構による救済 

                                                   
17 Sam Walton は”Save Money, Live Better”という考え方を基に事業を推進し、事業経費

を徹底的に切り詰め、そこから出てくる原資を価格低減に投資した（Walton, 1992）。 
18 のちのオーエムシーカード、現在のセディナカードで、株式会社セディナが運営する。 
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 2004 年 12 月、産業再生機構はダイエーと傘下の 11 社（株式会社十字屋19、株式会社キ

ャナルシティ・オーパ20、株式会社中合、株式会社サカエ21、株式会社九州スーパーマーケ

ットダイエー22、株式会社日本流通リース、株式会社浦安中央開発23、株式会社オレンジエ

ステート24、株式会社セリティーフーズ25、株式会社デイリートップ、株式会社西神オリエ

ンタル開発26）の支援を正式に決定した（詳細は 4-2.にて記述する）。 

 

4-1-5. 丸紅、イオンとの提携 

 2005 年 3 月、支援スポンサーとして株式会社丸紅と株式会社アドバンテッジ・パートナ

ーズ27が決定した。2006 年 8 月には丸紅が産業再生機構の保有する 33.6%の全株式を取得

し、連結子会社とした。そして、2007 年 3 月には、丸紅が新たなダイエーの再建パートナ

ーとして株式会社イオンを迎え入れ、ダイエー、丸紅、イオンは 3 社間で資本・業務提携を

締結した。ダイエーはイオンの持ち分法適用会社となり、日本国内最大の流通グループ誕生

として話題となり、ダイエーの再建に目処がついたかと思われた（詳細は 4-3.にて記述す

る）。 

 

4-2. 産業再生機構による再建（縮小戦略） 

 

先述の通り、2004 年 12 月 28 日、産業再生機構はダイエー及び傘下の 11 社（十字屋、

キャナルシティ・オーパ、中合、サカエ、九州スーパーマーケットダイエー、日本流通リー

ス、浦安中央開発、オレンジエステート、セリティーフーズ、デイリートップ、西神オリエ

ンタル開発）の支援を正式に決定した。2000 年に始まった業績不振からついに自力で再建

できず、政府の支援を仰ぐこととなったのである。当初、ダイエー経営陣は、自主再建で臨

む方針を発表したが、経済産業省の圧力を受けた主力 3 行（UFJ 銀行、三井住友銀行、み

                                                   
19 2006 年 3 月、会社分割し、株式会社 OPA を設立。2007 年に十字屋を吸収合併。 
20 株式会社 OPA の子会社 
21 2006 年に株式会社グルメシティ近畿に商号変更。 
22 2006 年に株式会社グルメシティ九州に商号変更。 
23 2006 年にダイエーに吸収合併。 
24 2006 年にダイー江に吸収合併。 
25 ダイエーグループの株式会社アルタックフーズと合併し、株式会社アルティフーズとな

る。 
26 2006 年にジェイ・ウィル・パートナーズに売却、2007 年に負債総額 84 億円で倒産。 
27 投資ファンド 
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ずほ銀行）が、産業再生機構を利用しない場合は追加支援を行わない方針を表明したため、

産業再生機構の下での再建を選択するという苦渋の決断することとなったのだが、産業再

生機構の支援を仰ぐまでのドタバタ劇は広くマスコミの注目を集めることとなった。 

産業再生機構はダイエーの再建事業計画を支援決定時に公表している28。それは次のよう

なものである。 

(1) 基本方針 

「自社保有方式」、「全国展開へのこだわり」、「事業多角化・拡大路線」、「低価格

路線への過度の依存」の 4 つの窮境原因を解消する。同時に、組織・人事体制を見直し、

スポンサーとの連携の下で再生を進める。 

(2) 事業ポートフォリオの再編 

ダイエーグループは、小売事業、金融事業、不動産事業、その他事業 4 に分類できる事

業を営んでいるが、コア事業である小売事業とのシナジー効果の有無と収益性により、

保有事業、非保有事業の分類を行う。 

(3) 保有事業の基本方針 

「自社保有方式」、「全国展開へのこだわり」等からの脱却を基本方針とする。不採算

店からの撤退、不採算カテゴリーの自前売り場の縮小、それに伴う余剰スペースへの外

部テナント招聘などを行う。また、SM 業態を核とした積極的な新規出店を首都圏・関

西圏において行う。加えて、GMS 業態に対する大規模改装投資や、情報システム投資

を行う。 

(4) 非保有事業の基本方針 

非保有事業については可能な限り売却を試みる等、グループ価値の低下を回避する方針

である、この結果、グループ子会社・関係会社の相当数を整理統合する。 

(5) 組織運営体制の変革 

長期にわたる人事リストラ等の影響で低下した従業員の活力を取り戻し、全従業員のベ

クトルが顧客満足度の向上に集約される組織体制への変革を図る。具体的には本社のス

リム化による現場主導型のフラットな組織体制を構築するほか、社内外を問わずに意欲

ある有能な若手を経営幹部層に登用する。 

(6) 数値計画 

                                                   
28 産業再生機構ホームページ 2004 年 12 月 28 日「株式会社ダイエー等に対する支援決定

について」及び「（別紙）事業再生計画の概要」 
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平成 20 年 2 月期において、連結ベース（株式会社オーエムシーカード、株式会社 55 ス

テーションを除く）で、営業収益 1 兆 4,800 億円、営業利益 400 億円を見込む。 

 

 再建業務は出資比率が 33.4%の産業再生機構と、23.4%のアドバンテッジ・パートナーズ

主導で進められた。2005 年 5 月 26 日には、林文子（ビー・エム・ダブリュー東京前社長）

と樋口泰行（日本ヒューレット・パッカード前社長）がそれぞれ代表取締役会長兼 CEO、

代表取締役兼 COO に就任し、産業再生機構が描いた再建シナリオの実行に着手した。産業

再生機構の基本方針は、「自社保有方式」、「全国展開へのこだわり」、「事業多角化・拡

大路線」、「低価格路線への過度の依存」の 4 つの窮境原因を解消し、組織・人事体制を見

直し再生を進めることであった。再建シナリオはコスト削減、資産売却、非価格競争路線の

選択という、縮小均衡、ニッチ戦略優先であるため、売上の大幅減少は避けられず、コスト

削減を優先するものである。まずは、早急に対処すべき問題である「負の遺産処理」につい

て、不採算店舗の閉鎖、ノンコア事業からの撤退に取り組んだ。具体的には、不採算の 54

店舗29及び連結子会社 18 店舗を閉鎖し、ノンコア事業である DAIEI(USA), INC.、他 6 社

を売却、新神戸開発株式会社、他 10 社を清算した。これらの施策に関連し、人員削減を実

施。2005 年 5 月に管理職 200 人、9 月に一般社員 1,500 人の希望退職を募った。ダイエー

は 2005 年度（2005 年 3 月 1 日～2006 年 2 月 28 日）に約 150 億円、2006 年度（2006 年

3 月 1 日～2007 年 2 月 28 日）には約 380 億円の人件費を削減した。 

 縮小均衡策に見える産業再生機構の再建策には、保有事業の成長戦略も盛り込まれてい

た。成長戦略の柱は、スーパーマーケット業態を核とした新規出店と、既存店舗の大規模改

装の 2 つであった。 

(1) 新規出店には、向こう 5 年間で、小型食品スーパーマーケット業態にてエリアを首都圏

と近畿圏に集中して 10 店舗開設する。 

                                                   
29 閉鎖店舗：旭川、苫小牧（北海道）、盛岡（岩手）、泉（宮城）山形、酒田（山形）いわ

き（福島）、Ｄマート足利（栃木）水戸（茨城）津田沼、五香、北柏（千葉）鶴ヶ島、川口

（埼玉）ナウ芝公園、西葛西、北野（東京）、新潟、長岡（新潟）、グルメシティ諏訪イン

ター、長野若里（長野）金沢（石川）栄（愛知）、堅田（滋賀）、香里、上新庄、トポス千

林（大阪）奈良、大和高田（奈良）スポーツワールド３３、ハーバーランド、グルメシティ

六甲道駅前、出屋敷、垂水、明石（兵庫）、岡山（岡山）倉吉サンピア（鳥取）広島、広島

駅前、福山（広島）屋島（香川）徳島（徳島）ショッパーズ高知（高知）南松山（愛媛）、

香椎、野間大池、原、六ツ門、グルメシティ渕上（福岡）、佐世保、南長崎（長崎）、荒尾

（熊本）那覇、浦添（沖縄） 



65 

 

(2) 既存店舗については、テナント導入と連動させ、大規模改装を実施する。向こう 2 年間

で全 150 店舗（GMS 業態）を改装し、情報システムも近代化する。総投資額は約 1,700

億円。 

小売以外でも、金融事業の柱である株式会社オーエムシーカードを活用した事業拡大を

目論んでいた。しかし、この成長戦略は産業再生機構により実行されることはなく、また丸

紅とイオンにそのまま引き継がれることもなかった。 

 産業再生機構とアドバンテッジ・パートナーズ主導の再建策の結果は、2007 年 5 月 24

日発表の 2007 年 2 月期の決算数値が表しており、対前年比較は次の通りである。 

(1) 売上：前年比 ▲3,846 億円（▲26.9%） 

(2) 売上原価： ▲3,159 億円（▲30.1%） 

(3) 営業収入： ▲67 億円（▲2.7%） 

(4) 営業総利益： ▲753 億円（12.1%） 

(5) 販売費及び一般管理費： ▲791 億円（▲13.6%） 

(6) 営業利益： ＋38 億円（＋8.5%） 

売上、営業総利益は前年に比して大きく減少しているが、販売費及び一般管理費の削減によ

り、営業利益は＋8.5%と改善している。産業再生機構は、ダイエーの再建における役割を

終えたと判断し、2006 年 7 月 28 日にマイノリティー・スポンサーである丸紅にその全株

式を譲渡すると発表した。また、アドバンテッジ・パートナーズも持ち分の半分を売却した。

約 1 年半における産業再生機構によるダイエーの再建策はうまくいったかのように見える

が、その後、ダイエーの凋落は加速することとなる。図 11 の連結売上推移、図 12 の連結

営業利益の推移を見れば、その実態が明らかである。 

産業再生機構の役割は、あくまでも危機に瀕したダイエーの短期延命であり、その後の本

格的な事業再生の支援スポンサー探しが行われた。2004 年 12 月 7 日の第 1 次スポンサー

企業の第一次入札には、イトーヨーカ堂、イオン、ウォルマートなど小売大手をはじめとす

る 10 グループが応札した。最後の入札である 2005 年 2 月 28 日には、丸紅、イオン、株式

会社 KIACON30の 3 グループが応札した。支援企業に選ばれるためには、ダイエー、産業

再生機構、主力銀行 3 行が策定した事業再生計画に沿うことが求められていた。翌 2005 年

3 月 7 日、ダイエーの支援スポンサーが丸紅とアドバンテッジ・パートナーズに決定した。

                                                   
30 投資ファンド 
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丸紅はダイエーグループの食品スーパーであるマルエツの大株主であり、ダイエーと関係

が深いことが評価された。 

2006 年 7 月 28 日、産業再生機構の保有する発行済み株式 33.6%を取得し筆頭株主とな

った丸紅は、元丸紅常務取締役であった西見徹を代表取締役社長に指名し、同氏は 10 月 6

日に就任した。林文子は CEO 権限のない代表取締役になり、樋口泰行は退任、退社した。

丸紅は、産業再生機構、アドバンテッジ・パートナーズに代わるパートナーを模索しながら、

ダイエーの本格的な再建に取り組むとともに、自らの食品事業を利するダイエーの活用方

法についてもその戦略立案に着手することとなった。 

 

単位：百万円 

 

出典 ダイエー有価証券報告書を基に筆者が作成 

図 11 ダイエーの連結売上推移（2005 年～2012 年） 
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単位：百万円 

 

出典 ダイエー有価証券報告書を基に筆者が作成 

図 12 ダイエーの連結営業利益の推移（2005 年～2012 年） 

 

4-3. 丸紅、イオンとの業務提携 

 

 2006 年 7 月 28日に、産業再生機構から 33.6%の株式の取得することを発表した丸紅は、

小売業に精通したパートナー探しを加速した。マルエツに資本参加している実態はあって

も、本体で小売業を営んでいない丸紅にとって、小売会社をパートナーとして迎えることは

自然な成り行きであった。候補として、テナントとして大型店舗に誘致していたユニクロ、

産業再生機構下での再建スポンサー候補として名乗りを上げていたイオンやウォルマート

を検討していた31。 同年 10 月 13 日、ダイエーは、イオンに対して 2007 年 3 月末までの

資本・業務提携に関する独占交渉権を与えた。 

丸紅の目論見に関し、総合商社である丸紅は電力、紙パルプ、食糧に強いが、食品に関し

ては、強力な食品卸を持つ三菱商事株式会社や伊藤忠商事株式会社の後塵を拝しており、川

下流通を確保することによって、食品業界に強力な橋頭堡を築く狙いがあった32。ダイエー

が経営不振に堕ちいった際には、ダイエーのコンビニエンスストアであるローソンの買収

に名乗りを上げたが、三菱商事に競り負けた経緯があった。丸紅にとってのダイエーへの資

                                                   
31 日経ビジネス 2006 年 8 月 21 日号「ダイエー浮上せず」。 
32 2011 年 10 月 20 日に行った b 氏とのインタビューを基にした。 
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本参加は、産業再生機構やアドバンテッジ・パートナーズとは明らかに異なる目的があった。

それは、キャピタル・ゲインではなく、ビジネス・ゲインであった。ダイエーを梃子に、食

糧・食品事業を強化することが目的であった。丸紅は、2003 年に冷凍食品卸の株式会社ナ

ックスナカムラを、2007 年に菓子卸の株式会社山星屋を子会社し、食品中間流通に参入し

た。しかし、三菱商事の三菱食品株式会社、伊藤忠の株式会社日本アクセス、伊藤忠食品株

式会社に比して規模は小さく、食品業界への影響力は限られていた。食糧部門が強い丸紅に

とって、日本の食品メーカーへの影響力強化は食品部門強化にとって、戦略的に重要なテー

マであった。川下の拠点である大規模小売店を押さえることは、後発の卸機能強化とは異な

る切り口で食品メーカーに対して影響力を強化する施策となった。つまり、ダイエーの経営

権を得ることは、丸紅の食糧・食品部門戦略の一環であった33。 

一方、イオンの目論見については、規模の拡大であった34。調達コストを 1 円でも下げた

い、またより良い条件でメーカーや卸から商品を調達したいイオンにとっては、大きな武器

となった。規模を背景とした購買力やコスト削減効果は、ウォルマートが実証済みであった。

経産省統計データ35によると、日本の大規模小売業の市場規模は約 20 兆円であった。2006

年 10 月時点でのイオンとダイエーの売上高合計は 6 兆円を超えており、一挙に市場の 30%

を握る巨大流通グループ出現となり、食品・日用品・衣料品・住居用品業界に大きな影響を

及ぼす存在となった。店舗立地については、ダイエーとイオンは直接競合が約 10%と少な

く、協調関係を築きやすいということもあった。 

 2007 年 3 月 9 日、丸紅、イオン及びダイエーの 3 社間での資本・業務提携をそれぞれ発

表した。イオンは丸紅の保有するダイエー株式を 5.12%及びダイエーが保有するマルエツ

の株式21.27%を取得した。また、イオンと丸紅は相互に100億円程度の株式を持ち合った。

人事面では、イオンはダイエーに取締役 2 人、監査役 1 人を派遣した。丸紅は、今回のイオ

ンへの株式売却で約 150 億円のキャピタル・ゲインを得た。また、小売の経営実態のない

同社にとって、ダイエーの経営を丸抱えし続けるリスクを低減させる効果があった36。さら

に、総合商社としてイオンとの関係強化を通じて、食品の取引拡大を狙う思惑もあった。 

「信用不安から 01 年に株価 58 円まで急落した丸紅は、有利子負債削減などで V 字

                                                   
33 2011 年 10 月 20 日に行った b 氏とのインタビューを基にした。 
34 2011 年 10 月 20 日に行った b 氏とのインタビューを基にした。 
35 経済産業省 商業動態統計調査を基にした。 
36 2011 年 10 月 20 日に行った b 氏とのインタビューを基にした。 
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回復遂げた。そのノウハウでダイエーの財務改善を主導したが、企業価値をもう一段高

めるには「本職」の流通業の協力が要ると判断した。三菱商事に近いイオンを自陣に誘

い込み、ライバルをけん制するしたたかさも見せた。」（日本経済新聞, 2007 年 3 月

10 日） 

 ダイエーの再建は、産業再生機構と投資ファンドであるアドバンテッジ・パートナーズに

よる短期の延命から、大手総合商社である丸紅と大手小売会社であるイオンとの資本・業務

提携による抜本的な経営再建に移行した。手を差し伸べた丸紅やイオン、手を差し伸べられ

たダイエーのみならず、ダイエーを取り巻くサプライヤーや業界関係者はこれにて問題の

本質的な決着を見たと考えていた。 

「ダイエーはイオンの経営手法を取り入れ、十年来の経営再建問題に決着をつける

ことになった。ダイエー再生の終了時期について、イオンの岡田元也社長は九日の記者

会見で「（一年半程度で）再生終了は可能」と話したが、老朽店舗の活性化策や社員の

士気向上などの再生にはなおハードルがある。」（日経 MJ,  2007 年 3 月 11 日）。 

ダイエーの新経営陣は、産業再生機構とアドバンテッジ・パートナーズによる再建作業の総

括を以下の通り行った。「ダイエーグループ中期経営計画の策定について」（2007）を基に

筆者が要約した。 

 

ダイエーグループ事業再生計画 レビュー＜施策別＞① 

実行施策 

負の遺産処理：当初計画をほぼ達成。 

(1) 有利子負債削減 

2005 年 2 月における負債残高 1 兆 270 億円を 2007 年 2 月には 2,192 億円に削減。 

(2) 不採算店舗閉鎖 

不採算店舗 54 店舗閉鎖完了 

(3) 不採算カテゴリー改廃 

不採算カテゴリー全店撤退完了 

(4) 人員構造改革（人員適正化・本社スリム化） 

希望退職 1,456 名実施 

(5) グループ再編 

2005 年 2 月における 109 社を 2007 年 2 月には 63 社に削減 
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収益力拡大：施策毎の実行スピードや効果にバラツキあり 

(1) 店舗改装 

2005 年度 35 店、2006 年度 59 店舗、2 年間で 94 店舗の改装を実施。衣料品、生活用品

売場の坪売上効率は改善したものの、売上計画は見達。問題点として、商圏と商品の不整

合が上げられる。 

(2) 新規出店 

2005 年度 13 店、2006 年度 16 店舗、2 年間で 29 店舗の新規出店を実施。小型ディスカ

ウントスーパーBig-A は計画通り進捗したが、スーパーマーケットは出店計画数、売上計画

共に見達。長期に亘る出店凍結により、市場分析など出店に必要なノウハウの再構築が必要。

スーパーマーケット（特に小型スーパーマーケット）のみに特化した出店戦略には限界があ

ることが判明。大都市圏で高い利益率を確保できるオペレーションの構築が必要。 

(3) テナント導入 

2005 年 2 月期で 24%のテナント比率を 2007 年 2 月期に 32%に拡大。2 年間で約 6 万

坪の売場に新規テナントを導入。空き区画を新規テナントで埋めることはできたが、一部

テナントの売上不振があり、導入テナントと売場のミスマッチが課題として残る。 

(4) システム投資推進 

無線携帯端末の全店導入完了、新 POS システムの導入完了。 

(5) 商品力強化 

『野菜新鮮宣言』、『おいしいデリカ宣言』の導入による食品品揃えの強化。プライベ

ート・ブランドである『セービング』リニューアル、付加価値ブランド『おいしくたべた

い！』の開発・導入。食品の既存店売上前年比は 100%まで改善したものの、衣料品・生活

用品は不振。大型店を中心に衣料品。生活用品の商品力改善には課題あり。 

 

ダイエーグループ事業再生計画 レビュー② 

事業再生計画における「収益力拡大施策」 

(1) 店舗改装およびテナント導入：坪効率の改善、テナント収入増 

結果 

衣料品・生活用品の坪効率は改善したものの、売上計画は未達。また、テナント導入は順調

だが、一部不振テナントあり。 
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問題点 

① 商圏と MD の不整合 

② 衣料品・生活用品は、坪効率の改善は進むが、売上は縮小傾向 

③ 導入テナントの不振・ミスマッチ 

(2) 小型 SM 店の新規出店：大都心圏（首都圏、近畿圏、九州圏）でのドミナント展開 

結果 

小型ディスカウントスーパーの Big-A は計画通り進捗したが、SM は出店計画数、売上計画

ともに未達。 

問題点 

① 長期にわたる出店凍結の弊害（マーケット分析等出店ノウハウ） 

② SM（特に小型 SM）のみをコアにした出店戦略の限界 

③ 大都市圏でも高い収益率が確保できるオペレーションの未構築。 

(3) 食品強化による既存店収益力改善：収益安定のコアとしての位置づけ 

結果 

食品の既存店前年比は 100%まで改善したものの、衣料品・生活用品は不振 

問題点 

① 食品の MD 改革は一定範囲で進んだが、前年を上回るまでには至らず。 

② 大型店を中心に衣料品・生活用品の商品力改善は途上段階。 

 

ダイエーは、産業再生機構とアドバンテッジ・パートナーズによる再建結果（特に縮小活

動）に一定の評価を与えながらも、将来の収益力アップのための土台固めとし、新中期経営

計画をダイエーの再生完了の最終ステージであり、安定的な収益体質を構築するものとし

た。 

 

4-4. 中期経営計画（2007 年～2009 年） 

 

 ダイエーは、2007 年 5 月 17 日に「ダイエーグループ新中期経営計画」を発表した。西

見社長は前年 10 月 6 日に代表取締役社長に就任しており 7 カ月、2007 年 3 月 9 日のダイ

エー、丸紅、イオンの資本・業務提携から 2 カ月経過していた。計画の内容について、「ダ

イエーグループ中期経営計画の策定について」（2007）を基に筆者が要約した。 
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経営ビジョンと中期経営方針 

(1) 経営ビジョン 

新しい日本の小売業スタイル「毎日元気なマイストア」の確立。 

(2) 中期経営方針 

競合環境が厳しい小売業界で勝ち抜くための市場に即した、「ビジネス・モデル」を確立

し、消費の多様化に応える店づくりに取り組む。 

(3) 中長期のありたい姿 

「お客様満足の向上」と「社会信用の確立」を実現し、従業員が高いロイヤリティを感じ

られる企業を目指す。 

 

新中期経営計画骨子 

本業（小売）に特化した「高収益企業」のモデルを確立。 

イオン、丸紅との資本・業務提携効果を最大化することで、小売事業のさらなる損益改善を

図る。 

(1) グループ戦略：小売事業に全経営資源を集中し、店舗の魅力度向上を図る。 

(2) 店舗戦略：地域毎に成長戦略を描く体制（5 販売本部）の構築。 

(3) 商品戦略：「食品中心」から「衣・食・住」バランスのとれた MD（商品）開発の推進 

(4) 売場・販売戦略：非物販テナントも含め「付加価値提供」売場の具現化による活性化 

 

連結 数値計画 

     （単位：億円）  

  2007 年度   2008 年度   2009 年度   

営業収益 12,200   10,700   11,100   

営業利益 310   220   270   

経常利益 220   160   210   

当期利益 130   80   130   

有利子負債 1,100 億円（有利子負債/EBITDA 2.3） 

 *07 年度数値は’07/4/20 公表値（OMC カード売却未織込み） 

 *08 年度以降の計画値は、OMC カードを持分法適用会社として計画 

 

 



73 

 

経営戦略 

(1) グループ基本方針 

小売事業の中核である単体のさらなる損益改善に加え、「単体を中心とした店舗の魅力度

向上に資する事業」、「グループの成長戦略を担う事業」に全経営資源を集中。 

(2) 販売戦略 

地域特性に合わせた販売戦略を推進、地域毎の成長戦略を描く。 

「店舗規模別の戦い方」をより深化させ、「店別にメリハリのある戦い方」を構築し、営業

利益高の最大化を図る。 

(3) 商品戦略 

「売上拡大」及び「効率改善」の深化により、粗利益高の最大化を図る。 

① 客数・客単価アップ 

MD の開発・強化（生鮮惣菜の導入、鮮魚部門の改善、「＋サービス」） 

② 値入37改善 

高値入（PB、惣菜等）商品の売上構成比アップ、メーカーとの垂直連携 

③ 店規模別・エリア別商品政策 

トップライン重視型・効率改善重視型店舗の切り分け及び戦略の明確化、地域商品

部強化 

④ 棚割改善と SKU 数の見直し 

棚効率分析、粗利マネジメント、売変管理、DCM 構築、SKU 数適正化 

⑤ 他力の活用 

メーカー、卸、専門店子会社との協業、売仕導入による欠落カテゴリーの補完 

(4) 店舗改装 

館全体の売上高増を図る店舗改装を実施し、投資効果の最大化を図る。 

＜短期的施策＞ 

① 全店改装を検討し、より改装効果の高い店舗を中心に実施する。 

② 2005 年度、2006 年度の計画未達店舗について、個別レビュー及び手直し改装を実

施する。 

 

                                                   
37 値入とは、「売値－仕入原価」のことである。 
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＜中期的施策＞ 

① 新規 MD の導入に合わせた改装を実施する。 

② 直営売場とのシナジー効果の高いテナント導入を促進する。 

③ テナント毎の役割の明確化と最適面積による展開を実施する。 

 

(5) テナント 

既存店の再活性化を図るため、テナント事業を強化し、店舗の魅力度を上げていく。PM

（プロパティ・マネジメント）導入店舗の拡大、テナント SV（スーパーバイザー）導入に

より収益力強化の仕組みを構築する。 

 

(6) 新規出店・S&B（スクラップ&ビルド） 

出店数にこだわらず、確実に収益をあげる出店を促進する。 

① S&B による出店 

既存店の資産価値を有効活用する観点より S&B を促進する。 

② 出店パターンの見直し 

近隣型ショッピングセンター(NSC)による出店を検討する。まちづくり 3 法の改正

を見据えた延床面積でのフォーマットづくりを行う。 

③ 出店検討の精度アップ 

精緻なマーケット分析に基づく出店を推進する。 

 

(7) システム 

店舗オペレーションを含め、様々な業務の効率改善、生産性改善を図るため、「基幹シス

テムの再構築」及び「システムの有効活用」を推進する。システム投資計画総額はグループ

総計で年間 60～80 億円。 

① 基幹システムの再構築 

棚割 MD 強いステムの導入による棚割商品の効率を改善する。後方業務の効率改善

に向けて、人事システム、会計・管理会計システムを再構築する。 

② システムの有効活用 

新 POS・FSP を活用したデータ分析やマーケティングノウハウの再構築を実施す

る。無線携帯端末の有効活用から適正在庫、品切れ削減、発注精度 UP の向上を図
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る。 

③ メンテナンス対応 

店舗機器・基幹システムの老朽化に対応する。 

 

(8) 人事 

ビジネス戦略を支える人材供給を通じ、業績の向上につながる企業風土の構築（人材確保、

戦略アップ、人材活性化）を行う。 

 

(9) イオン、丸紅との資本・業務提携効果について 

 スケールメリットを活かし、3 社が有する経営資源・ノウハウを共有することによって、

効率化を推進する。 

① 商品戦略（食品/衣料品/生活用品） 

＊双方の独自性を保ちつつ商品・メーカー戦略の共有化・共通化 

＊スケールメリットを最大限に活かした共同での昇進開発・商品供給 

＊共同仕入れ・共同調達 

＊原材料の共同調達 

＊共同販促 

＊中長期的な統一（共同ブランドの検討） 

＊イオン・ダイエー両社の初年度共同取組目標額 3,000 億円 

② システム戦略 

＊基幹システム構築のノウハウ共有化 

＊既存システムの共同利用の検討 

③ 物流戦略 

＊MD 戦略に従い物流のしくみを構築 

④ 資材・サービスコスト削減戦略 

＊共同調達の取組み 

＊ローコストマネジメント手法の共同開発 

⑤ テナント戦略 

＊既存店舗の活性化ノウハウの共有 

＊新業態等の共同検討 



76 

 

＜提携効果額＞（ダイエー営業利益への効果） 

2007 年度 10 億円 

2008 年度 60 億円 

2009 年度 70 億円 

 

ダイエー、丸紅、イオンの資本・業務提携は大きな成果を生む計画であった。この提携の

基本方針は、スケールメリットを活かした取り組みの推進、及び 3 社の有する経営資源・ノ

ウハウの共有による効率化の推進であった。この基本方針に沿って、顧客への提案力（商品・

店舗・仕組みなど）の強化と利益の最大化を図るべく、上記の具体的な戦略が構築された。 

 

4-5. 業績悪化と経営陣の交代 

 

 2010 年 2 月 25 日の記者会見にて、西見徹社長は同年 3 月末付での辞任を表明し、代わ

って丸紅の桑原道夫副社長が 5 月の総会で代表取締役社長に就任する旨を、ダイエーは発

表した。これは、2010 年 2 月期の業績が連結営業損益で赤字になったことに対する引責で

あり、2007 年に策定した「ダイエーグループ新中期経営計画」に基づく経営が計画通りに

進まなかったことを意味した。新中期経営計画は、2007 年 3 月に締結したダイエー、丸紅、

イオンの資本・業務提携契約に基づいており、大きな期待を持って見守られた 3 社による

ダイエーの経営再生は完了することはなかった。 

2007 年度以降、丸紅、イオンが経営の主導権を取ってからの業績悪化は著しい。産業再

生機構とアドバンテッジ・パートナーズ主導による荒療治により生き長らえたダイエーの

再建を託された大手総合商社の丸紅と日本最大手小売会社イオンという組合せはダイエー

を再建することなく、むしろ業績を悪化させたのだった。 

 

(1) 業績の分析 

連結ベースで 2007 年度（2008 年 2 月期）と 2009 年度（2010 年 2 月期）を比較すると、

売上は 6.9%（66,793 百万円）の減少、営業利益は 14,442 百万円の黒字から 1,156 百万円

の赤字に、当期純利益は 40,210 百万円の利益から 11,885 百万円の赤字となった。営業利

益は 3 年で 15,598 百万円、当期利益は 52,095 百万円減少した。これだけ利益が減少する

と、バランス・シートも大きく傷み、3 年間で、連結ベースで総資産は 58,929 百万円目減
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りした。産業再生機構、アドバンテッジ・パートナーズ主導で荒治療を行い、膿を出し切っ

た上での、小売事業自体による業績悪化であった。ダイエーの場合、市場環境による売上低

下、営業収入の低下による営業総利益の低下は業績に大きな負の影響を与えた。また、売上

総利益率を上昇させるということは、価格を上げることを意味し、競合他社と比べて価格競

争力を失うので、慎重な対応が求められた。小売事業以外の営業収入に関しては、大きな収

益源であった株式会社オーエムシーカードを 2008 年に株式会社三井住友銀行に売却した

ことにより、大幅に低下した。 

 

(2) 役員の構成 

第 1 次中期経営計画の未達と業績の悪化を踏まえ、代表取締役社長は、西見徹から桑原

道夫に変更になったが、他の役員の変更は無かった。ダイエーの経営は、丸紅からの派遣者

とイオンからの派遣者によって行われたのである（表 12）。 
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 表 12 ダイエーの役員の状況（2007 年度～2012 年度） 

 会計年度 2007 年   2008 年   2009 年   

代表取締役会長 川戸義晴 イオン 川戸義晴 イオン 川戸義晴 イオン 

代表取締役社長 西見徹 丸紅 西見徹 丸紅 桑原道夫 丸紅 

専務取締役         山崎康司 丸紅 

専務取締役         山下昭典 イオン 

常務取締役 山崎康司 丸紅 山崎康司 丸紅     

常務取締役 高橋義昭 プロパー 高橋義昭 プロパー     

常務取締役 山下昭典 イオン 山下昭典 イオン     

常務取締役 石村龍道 丸紅 石村龍道 丸紅 石村龍道 丸紅 

常務取締役 川本俊雄 イオン 川本俊雄 イオン 川本俊雄 イオン 

取締役 中前圭司 プロパー 中前圭司 プロパー 玉虫敏夫 プロパー 

取締役 佐藤精四郎 丸紅 鍬村浩一 丸紅     

取締役 白石英明 プロパー 白石英明 プロパー 白石英明 プロパー 

取締役 田村実 プロパー 田村実 プロパー     

取締役 向井穣 イオン 向井穣 イオン     

監査役（常勤） 鎌田智行 丸紅 鎌田智行 丸紅 鵜山和英 丸紅 

監査役（常勤） 永井英介 プロパー 永井英介 プロパー 永井英介 プロパー 

監査役  豊島正明 イオン 豊島正明 イオン 豊島正明 イオン 

監査役  坂本徹郎 丸紅 桑原道夫 丸紅 大田道彦 丸紅 

 

 会計年度 2010 年   2011 年   2012 年   

代表取締役会長 川戸義晴 イオン 川戸義晴 イオン 川戸義晴 イオン 

代表取締役社長 桑原道夫 丸紅 桑原道夫 丸紅 桑原道夫 丸紅 

専務取締役 山崎康司 丸紅 山崎康司 丸紅 山崎康司 丸紅 

専務取締役 山下昭典 イオン 山下昭典 イオン 山下昭典 イオン 

常務取締役 白石英明 プロパー 白石英明 プロパー 白石英明 プロパー 

常務取締役 石村龍道 丸紅         

常務取締役 川本俊雄 イオン 川本俊雄 イオン 川本俊雄 イオン 

常務取締役 鍬村浩一 丸紅 鍬村浩一 丸紅     

取締役 玉虫敏夫 プロパー 玉虫敏夫 プロパー 玉虫敏夫 プロパー 

取締役     小倉泰彦 丸紅 小倉泰彦 丸紅 

監査役（常勤） 鵜山和英 丸紅 鵜山和英 丸紅 鵜山和英 丸紅 

監査役（常勤） 永井英介 プロパー 永井英介 プロパー 永井英介 プロパー 

監査役  豊島正明 イオン 豊島正明 イオン 豊島正明 イオン 

監査役  水本圭昭 丸紅 田島真 丸紅 田島真 丸紅 

監査役  小島昇   小島昇   小島昇   

出典 ダイエー有価証券報告書を基に筆者が作成 

 

(3) 新中期経営計画の総括 

2007年度から 2009年度の 3ヵ年については、外的な経済環境の変化が大きく影響した。

2008 年 9 月のリーマン・ショックの影響により、競合各社の既存店前年売上比は大きくマ
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イナスとなった。この時期、大手総合スーパーは総じて売上に苦戦した。特に、衣料品の売

上は前年比で大きくマイナスとなった（表 13）。 

 

表 13 2007 年～2009 年大手総合スーパーのカテゴリー別既存店前年売上比 

競合他社比較     

売上高前年比     

2007 年 合計 食品 衣料品 生活用品 

ダイエー 97.7 98.9 94.8 95.9 

イトーヨーカ堂 97.7 99.1 96.0 95.6 

イオン 99.6 100.1 98.7 99.7 

ユニー 97.9 97.1 95.8 97.1 

平均値（単純） 98.4 98.8 96.8 97.5 
     

2008 年 合計 食品 衣料品 生活用品 

ダイエー 99.7 102.0 94.6 96.5 

イトーヨーカ堂 96.8 100.3 94.4 92.4 

イオン 97.7 100.2 93.9 95.6 

ユニー 97.5 99.7 90.8 95.4 

平均値（単純） 97.3 100.1 93.0 94.5 
     

2009 年 合計 食品 衣料品 生活用品 

ダイエー 94.6 96.3 88.2 94.9 

イトーヨーカ堂 94.7 96.5 91.9 92.9 

イオン 94.8 95.7 95.1 96.5 

ユニー 93.2 94.5 87.5 94.4 

平均値（単純） 94.2 95.6 91.5 94.6 

出典 日本チェーンストア協会資料を基に筆者が作成 

 

ダイエーは新中期経営計画で、売上総利益の最大化を目指した。これは、「売上拡大」及

び「値入・効率改善」によって達成することを意図したものであった。つまり、小売の輪の

理論における格上げである。中期経営計画の施策は難易度の高いものが含まれていた38。ダ

イエーの店舗売上はこの 3 年間低下の一途を辿っており、価格競争力、施設の老朽化、低利

便性などによる競合優位性の低下が原因と考えられる39。単なる一部の商品や商品群の見直

し、卸やメーカーの協力を当てにする他力本願では十分な成果を出すことは難しい。顧客へ

の価値の源泉を見直すことによるビジネス・モデルの変革による経営改革がなければ、競合

                                                   
38 2012 年 5 月 30 日に行った e 氏・f 氏とのインタビューを基にした。 
39 鉄道駅前立地としての利便性は高いが、ロードサイドのショッピング・モールとしての

車来店による駐車場不足については利便性が低い。 
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他社にも見られる総合スーパー業界での経営再建は容易でない。 

 

表 14 新中期経営計画のレビュー：総利益の改善施策の結果 

総利益改善施策の総括    

売上総利益計画比    単位：億円 

  合計 食品 衣料品 生活用品 

2007 年 -54 -22 -21 -11 

2008 年 -87 -16 -48 -23 

2009 年 -115 -53 -39 -23 

３ヵ年合計 -256 -91 -108 -57 

          

売上総利益計画比  要素分解   単位：億円 

市況影響部分 合計 食品 衣料品 生活用品 

2007 年 -21 -16 -5 0 

2008 年 -89 -34 -35 -20 

2009 年 -77 -52 -14 -11 

３ヵ年合計 -187 -102 -54 -31 
     

売上総利益計画比  要素分解   単位：億円 

売上施策未達部分 合計 食品 衣料品 生活用品 

2007 年 -13 1 -9 -5 

2008 年 32 20 6 6 

2009 年 -3 8 -12 1 

３ヵ年合計 16 29 -15 2 
     

売上総利益計画比  要素分解   単位：億円 

総利益施策未達部分 合計 食品 衣料品 生活用品 

2007 年 -21 -8 -7 -6 

2008 年 -32 -3 -20 -9 

2009 年 -34 -9 -13 -12 

３ヵ年合計 -87 -20 -40 -27 

出典 ダイエー「中期計画 BD55」における「新中期経営計画」の総括 

 

ダイエーは 2008 年より広告宣伝費の削減（チラシの配布数削減）や施設維持コストの削

減などの低コスト施策を追加実施し、総利益改善の不足を補ったが、計画数値とは大きな乖

離となった。表 14 に市況の影響と施策の未実現による業績分析をまとめたが、市況の影響

もあったようだが、施策の未実現による業績悪化も見られる。特に、イオンとの協業につい

ては誤算があった40。 

                                                   
40 2012 年 1 月 24 日に行った b 氏とのインタビューを基にした。 
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2007 年に発表された「新中期経営計画」の戦略についての総括は次の通り。「ダイエー

グループ中期経営計画について」（2010）を基に筆者が要約した。 

 

(1) グループ戦略 

小売事業に全経営資源を集中し、店舗の魅力度向上を図ることが当戦略の重要ポイント

である。株式会社オーエムシーカードを三井住友銀行に売却した以外、目立った抜本的な変

革はない。グループ子会社として非小売である不動産会社(OPA)やアミューズメント会社の

保有を維持している。連結子会社の業績は悪化しており、更なる資産の劣化を招いている。 

(2) 店舗戦略 

地域毎に成長戦略を描く体制（5 販売本部）の構築が計画されたが、北海道営業本部、関

東営業本部、近畿営業本部、九州営業本部の 4 本部体制となった。地域特性に合わせた販売

戦略の推進は、一定の成果を上げている。 

(3) 商品戦略 

計画と大きく乖離した。 

(4) 売場・販売戦略 

店舗全体の売上増を図る店舗改装の実施により、投資効果を最大化することを計画した

が、改装投資額は削減され、全社の売上減を見る限り、大きな効果を上げていない。「直営

売場とのシナジー効果の高いテナントの導入の促進」や「テナント毎の役割の明確化と最適

面積による展開」は全社・テナント売上の減少を見る限り十分な成果を上げたとは言えない。 

 

以上から、「新中期経営計画」は不首尾に終わり、業績改善、経営再建を遂げることはで

きなかったと言える。特に、「新中期経営計画」の一つの目玉であったイオンとの業務提携

効果について、2007 年に締結された業務提携契約こそダイエーの再建の切り札となるはず

であった41。3 年間で約 70 億円の営業利益増大に結びつく施策が実施されるはずであった

が、50 億円程度の効果しかなかった。商品共同仕入れには一定の効果はあったものの、商

品共同開発や共同販促については殆ど効果を生まなかった。一時期ダイエー店舗で拡大さ

れたイオンの PB「トップバリュ」展開も途中から縮小された42。 

 

                                                   
41 2012 年 1 月 24 日に行った b 氏とのインタビューを基にした。 
42 2012 年 2 月 27 日に行った c 氏・d 氏とのインタビューを基にした。 
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4-6. 新中期経営計画（2010 年～2012 年） 

 

ダイエーは 2010 年 5 月 13 日にダイエーグループ中期経営計画 Brilliant Daiei 55『光

り輝くダイエーの復活』（以下「BD55」）を発表した。計画の前書きは次のようなもので

ある。 

「より厳しい環境変化に対応していくため、５つの経営課題に取り組んで

まいります。『コスト構造改革による損益分岐点の引き下げ』、『経営資源

の投下領域の明確化と配分のメリハリによる投資効率の極大化』、『不採算・

老朽資産の活性化』、『事業軸の整理と業態規定/人材育成』、『グループ事

業の再編と経営システムの刷新』を行います。『経営資源の選択と集中によ

る体質改善と競争優位の実現』を基本戦略とし、それに基づく３つの事業戦

略を実行します。グループ戦略『グループ会社の事業領域を明確にした上で

夫々が成長を描ける体制の整備』、業態戦略『事業軸での業態の再構築』、

エリア戦略『全国一律から地域単位への経営軸の移行』を完遂することによ

り、『２０１２年度 連結営業利益率１．２％以上の実現を目指してまいり

ます。』」（ダイエー , 2010）  

 

BD55 のサマリーは表 15 の通り。ダイエーグループ中期経営計画について（2010）を基

に筆者が要約した。 
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表 15 第 2 次中期経営計画(BD55)概要 

1．方針 

(1) ありたい姿 

  お客様、地域社会の『ライフソリューションパートナー』 

(2) 企業としての役割 

  日々の生活の問題解決（ライフソリューション）を通じて、より安心・安全、且つ豊

かな暮らしのお手伝い   

(3) ゴールへの道筋 

  毎日の暮らしにおける「問題解決」を目的とした事業体へ変革することでお客様、地

域社会とともに発展できる企業を目指す   

(4) 事業領域 

  日々の暮らしに密着した、生活必需品を中心とした販売とサービスの提供 

2．経営戦略 

(1) 基本戦略 

  ① 既存事業の損益分岐点引き下げ                 

  ② 既存資産の活性化とグループ事業の再編                

  ③ 成長を担う事業と人材の育成              

(2) グループ戦略 

  ② 業態別の運営主体を整理、検討  

  ③ DS（Big-A）業態の近畿圏拡大検討（2012年度）    

  ④ 単体、各社のマーチャンダイジング融合推進 

(3) 業態戦略 

  ① コモディティ事業（最寄品を主体とした販売とサービス）とスペシャリティ事業（シーズナブ

ル商品を主体とした販売とサービス）を軸に、5つの業態に再規定   

  ② コモディティ事業の拡大（新規出店、活性化） 

   ｲ) 品揃え 

    購買／消費頻度で品揃えを見直し、生活必需品の「買いやすさ」を追求 

   ﾛ) サービス 

    時間（短縮、消費、代替）、経済性・簡便性（価格、手間／労力、ムダ）、環境・エコ、楽しさ

（意識、資源、健康、情報）に対応した商品・サービス機能を充実   

   ﾊ) 新規出店 約 50 店舗 

   ﾆ)店舗活性 約 130 案件 

  ③ スペシャリティ事業の再生（活性化） 

   ｲ) 売場 

    物販（衣食住）、サービスに拘らず、育む（子育て・自分磨き）、働く（通勤／通学・職場）、過

ごす（住居・余暇）の 3つの生活シーン別の売場に再編   

   ﾛ) 店舗活性 約 70 案件 

(4) エリア戦略 

  ① 地域単位での早期損益改善  

   店舗運営の標準化により、全地域の損益分岐点引き下げを最優先 

  ② 首都圏、近畿圏の個社別から連結でのドミナント戦略に移行 

 

 

 



84 

 

業  態 屋 号 事 業 内 容 

DS ビッグ・エー コモディティ 

SM グルメシティ コモディティ 

SSM ダイエー コモディティ 

SSM＋MD ダイエー コモディティ＋スペシャリティ 

SSM＋MD 
ダイエー コモディティ＋スペシャリティ 

（大型店） 

出典 「ダイエーグループ中期経営計画について（2010）」を基に筆者が作成。 

 

過去 3 年で経営再建を遂げられなかったゆえに、「提供価値の見直し」や「ビジネスシス

テムの見直し」という抜本的にビジネス・モデルを変革する経営改革を伺わせる言葉が並ん

でいる。BD55 では、経営課題として次の 5 つを上げている。 

(1) 連結（単体）営業赤字 

(2) 投資効率の悪化 

(3) 資産の老朽化 

(4) GMS 事業の市場縮小 

(5) グループ総合力（シナジー）の低下 

 

そして、それぞれの対応策を次の通り示している。 

(1) コスト構造改革による損益分岐点の引き下げ 

(2) 経営資源の投下領域の明確化と配分のメリハリ 

(3) 不採算事業/店舗、高級資産の入れ替えと活性化 

(4) 事業軸の整理と業態規定/人材の育成 

(5) グループ事業の再編と経営システムの刷新 

 

4-7.  2012 年 9 月 中間決算：業績予想の大幅下方修正 

 

ダイエーは、桑原道夫新社長の下で BD55 を掲げて、再建について再度チャレンジを行

った。2010 年度（2011 年 2 月期）には営業赤字から脱却し、順調に再建に向けた第一歩を

歩み出した。そして、2011 年度（2012 年 2 月期）には 3 期ぶりに経常黒字を達成し、2012

年度（2013 年度 2 月期）の最終黒字転換を目指した。最初の 2 年は順調な軌跡を辿ったよ

うに見えたが、BD55 の最終年度である 2012 年（2013 年 2 月期）中間決算で業績予想の
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大幅下方修正を余儀なくされた。ダイエーの連結財務諸表は表 16（損益計算書）、表 17（貸

借対照表）の通り。 

「ダイエーは 26 日、2013 年 2 月期の連結最終損益が 50 億円の赤字（前期は 113

億円の赤字）になる見通しだと発表した。5 期連続の最終赤字となる。従来予想は 10

億円の黒字だった。価格競争が激しく、既存店売上高が苦戦している。売上高は前期

比 3%減の 8,430 億円と、従来予想を 270 億円下回る。コンビニエンスストアやドラ

ッグストアなどとの競争で、来店客数が減少。利益率の高いプライベートブランド

（PB＝自主企画）は堅調だが、客数の減少を補えない。同日発表した 12 年 3~8 月期

決算見通しは、売上高が前年同期比 4%減の 4,200 億円、最終損益は 27 億円の赤字

（前年同期は 93 億円の赤字）だった。既存店売上高（単体）は 4%減ったもよう

だ。」（日本経済新聞, 2012 年 9 月 26 日） 

 

表 16 ダイエー連結損益計算書（2005 年度～2012 年度） 

ダイエー業績 連結      単位：百万円 

 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 

売上 1,431,508 1,046,958 972,288 964,964 905,495 849,587 809,384 772,809 

 対前年増減率   -26.9% -7.1% -0.8% -6.2% -6.2% -4.7% -4.5% 

売上総利益 380,723 312,071 295,049 291,240 269,819 256,037 246,718 233,448 

 総利益率 26.6% 29.8% 30.3% 30.2% 29.8% 30.1% 30.0% 30.2% 

営業収入 243,619 236,930 223,723 75,886 71,320 62,214 60,110 58,484 

営業総利益 624,342 549,001 518,772 367,126 341,139 318,251 306,828 291,932 

 営業総利益率 43.6% 52.4% 53.4% 38.0% 37.7% 37.5% 37.9% 37.8% 

販売管理費 579,815 500,693 504,330 361,193 342,295 315,008 303,099 294,615 

  販管費率 40.5% 47.8% 51.9% 37.4% 37.8% 37.1% 37.4% 38.1% 

営業利益 44,527 48,308 14,442 5,933 -1,156 3,243 3,729 -2,683 

 営業利益率 3.1% 4.6% 1.5% 0.6% -0.1% 0.4% 0.5% -0.3% 

出典 ダイエー有価証券報告書を基に筆者が作成 
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表 17 ダイエー連結貸借対照表（2005 年度～2012 年度） 

ダイエー業績 連結      （単位：百万円） 

年度 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 

流動資産 709,786 699,493 136,603 141,861 129,481 115,565 109,099 102,231 

固定資産 633,521 439,916 355,486 328,650 303,680 279,255 270,083 253,622 

資産合計 1,343,307 1,139,409 492,089 470,511 433,161 394,820 379,182 355,853 

流動負債 454,963 606,401 113,548 118,475 190,551 97,955 100,709 137,848 

固定負債 744,425 344,349 183,913 181,836 88,570 147,213 139,970 84,529 

純資産 143,919 188,659 194,628 170,200 154,040 149,652 138,503 133,476 

負債純資産合計 1,343,307 1,139,409 492,089 470,511 433,161 394,820 379,182 355,853 

出典 ダイエー有価証券報告書を基に筆者が作成 

 

4-8. 丸紅、イオンとの資本・業務提携契約の解消 

 

 2013 年 3 月 27 日、丸紅、イオン、ダイエーは資本・業務提携の解消を発表し43、同日に

イオンは公開買付けによるダイエーの株式取得を発表した44。2013 年 2 月期のダイエーの

連結決算は、売上高 7,773 億円（昨年比▲4.5%）、営業利益▲26.8 億円となった。3 社が

資本・業務提携をしてから最悪の結果となった。 

「岡田元也社長は都内で開いた記者会見でダイエーの経営不振の原因について大株

主が 2 社あり『誰が責任者なのかハッキリしなかった』と意思決定の曖昧さを指摘。丸

紅の岡田大介常務執行役員は『リーダーシップがとれず、営業面の回復が遅れた』と述

べた。」（日本経済新聞, 2013 年 3 月 27 日）。 

 ダイエーを単独で再建する道を選択したイオンであるが、規模の拡大を狙い、イオンの保

有する物流インフラ、プライベート・ブランド商品、電子マネーなどを活用することを表明

した。一方で、課題も存在した。 

「一つ目は老朽化した店舗である。ダイエーの店舗の平均築年数は約 30 年と老朽化

                                                   
43 プレスリリース「イオン・ダイエー・丸紅による資本・業務提携契約の解消に関するお

知らせ」(2013 年 3 月 27 日） 
44 プレスリリース「株式会社ダイエー株券等に対する公開買付けの開始に関するお知ら

せ」（2013 年 3 月 27 日） 
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が著しく、改装の投資負担は大きい。～中略～ 二つ目は人である。ダイエーは 2005

年 1 月に約 1000 人の早期退職を行ったが、その後は一度も人員削減を行っておらず、

平均年齢が高い。」（週刊ダイヤモンド, 2013 年 4 月 11 日）。 

 2014 年 9 月 24 日、イオンはダイエーとの株式交換による完全子会社化の計画を発表し

た45。同時に、イオンは、丸紅との協業を再建偏重であったとし、今後は成長に転じるため

に必要な抜本的な改革を迅速に実行するとした。 

 

5. ダイエーの再建戦略の結果と評価 

 

5-1. 結果 

 

2008 年以降、ダイエーは徐々に売上を失い、営業利益を悪化させ、再建を成功させるこ

とはできなかった（図 13)。 

2008 年を 100 とする 

 

出典 公表データ及びインタビューをもとに筆者が作成 

図 13 ダイエーの売上と営業利益の推移 

                                                   
45 プレスリリース「イオン株式会社による株式会社ダイエーの株式交換による完全子会社

化に関するお知らせ」（2014 年 9 月 24 日） 
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また、表 12 から、ダイエーの 2008 年から 2012 年の業績に関し、次のことが言える。 

(1) 毎年、売上が減少している。 

(2) 総利益率に大きな変化はない。 

(3) 販売管理費率は微増している。 

(4) 営業利益は悪化している。特に、2009 年、2012 年には営業赤字になっている。 

 

ダイエーの事例を、Pettigrew（1990）のフレームワークに当てはめて分析してみる。 

 

5-1-1. 企業再建のコンテキスト 

コンテキストとは、なぜ企業不振に陥ったのか、というものである。それを俯瞰するため

に、再建活動が始まる前の 10 年間の業績を見てみる。ダイエーは、多角化に失敗し、多額

の債務を抱えて資金繰りに窮し、本業の小売事業に関しても、1998 年から売上が低減し、

営業利益が急激に悪化した（図 14）。 

 

  売上高     営業利益 

単位：百万円     単位：百万円 

  

出典 ダイエーの有価証券報告書のデータを基に筆者が作成 

図 14 ダイエーの小売事業業績推移（1998 年～2007 年） 

 

小売事業拡張に伴う人件費や広告宣伝費を中心とした販売管理費の増加を総利益の増加が
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吸収しきれなかったこと、及び売り場面積の増加に対し、売り上げが伸びず、結果として売

場効率が急激に悪化したことが考えられる。ダイエーは、売上競争を進めた結果、経済環境

や競争環境の変化に迅速に対応できず、売上が減少し始めた途端に、営業利益が急激に悪化

し始めたのである。 

 

5-1-2. 企業再建プロセス 

企業再建のプロセスとは、その変革の道筋である。時系列的に再建活動がどのような順序

で実行されたかである。企業再建の先行研究では、2 ステージモデルに基づき、最初に縮小

戦略計画が作成され、そして実行される。その後復帰戦略計画が作成され、そして実行され

るというものである。ダイエーは、この 2 ステージモデルに沿って、縮小戦略が実行され、

そして復帰戦略が実行された。 

 

5-1-3. 企業再建のコンテンツ 

 企業再建におけるコンテンツとは、何が変化して企業再建の取り組みが進められたかで

ある。Robbins and Pearce（1992）で見たように、企業再建には縮小戦略と復帰戦略が実

行される。ダイエーは、縮小活動については、不稼働資産（実業とシナジーの無い事業、店

舗や土地）は売却され、社員が大幅に削減された。また、経営陣の刷新も実施され、新たな

戦略と計画の下で再建は推進された。そして、復帰戦略は、縮小戦略実行後の成長を推進す

るための活動であった。ダイエーは、産業再生機構による縮小戦略の実行後、小売事業にフ

ォーカスし、持続的な改善活動を基に成長を推進した。 

 

5-2. 再建活動の評価 

 

ダイエーの第 1 次中期経営計画（2007 年～2009 年）から読み取れるものは次の通りで

ある。 

(1) 基本戦略 

産業再生機構が実施した縮小戦略に一定の評価を与え、復帰戦略に焦点を当てたもので

ある。その基盤となるのはイオンとの業務連携である。ダイエーは、イオンと連携すること

により、規模の経済によるバーゲニングパワー、やイオンのプライベート・ブランドの活用
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によって、商品調達原価を下げることを考えていたが、十分には実践できなかった46。 

(2) グループ戦略 

当初の戦略は、小売を中心とするも、それを補完する事業（「店舗」の魅力度向上に資す

るテナント事業など）やグループ成長戦略を担う事業に投資を行うとあるので、完全な小売

集中型の戦略ではなかった47が、2008 年には金融事業（オーエムシーを中核とするクレジ

ットカード事業）を売却し、小売事業に集中した。 

(3) 商品戦略 

低価格戦略を採らずハイ＆ロー戦略を維持し、品揃えと品質・鮮度による差別化を図るも

のである。品揃えに関しては、食品については生鮮惣菜の導入や鮮魚品揃えの改善、衣料品

についてはプライベート・ブランドの強化と強化カテゴリーの明確化（選択と集中）、生活

用品については他力（テナント）にも頼るというもので、食品以外はこれまでの戦略と変化

は無い48。 

(4) 店舗改装・新規出店 

過去 2 年間の改装による売上拡大効果が期待値を下回ることから、改装手法の見直しを

図るものである。但し、店舗改装については積極的に取り組んだ。 

ダイエーの新中期経営計画は、2005 年～2006 年の再建計画の総括を基にして策定され

たが、抜本的なビジネス・モデル変換を行ったものではない。 

ダイエーの第 2 次中期経営計画 BD55（2010 年～2012 年）の基本的な考え方は、固定費

となる販売管理費を削減し、コア資産の回転率を上げ、ノンコア事業をリストラして収益を

改善し、コア事業をしっかり成長させる為に人材育成を図ることである。この計画から読み

取れるものは次の通りである。 

(1) 基本戦略  

抜本的な戦略変換ではなく、これまでの基本戦略を踏襲し、既存の資産の活用と継続的な

効率化推進改善による収益改善である。そして、それを推進する人材の育成による実現であ

る。つまり、即効性を求めず、地道に取り組むというものである49。 

(2) グループ戦略 

                                                   
46 2012 年 1 月 24 日に行った b 氏とのインタビューを基にした。 
47 2012 年 7 月 12 日に行った e 氏・f 氏とのインタビューを基にした。 
48 2012 年 3 月 13 日に行った c 氏・d 氏とのインタビューを基にした。 
49 2012 年 7 月 25 日に行った e 氏・f 氏とのインタビューを基にした。 
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既存の小売フォーマットを維持し、試験的にディスカウント・ストア事業を拡大するとい

うものである。イオンとの協業はトーンダウンし、ダイエーグループ内でのシナジー追求を

狙うものである50。表 13 に示した、カテゴリーで収益の足を引っ張っている衣料品や生活

用品の抜本的改革に手を付けてはいない。 

(3) 商品戦略 

売上拡大、総利益率の改善を目標としており、基本はハイ＆ロー価格戦略の強化を意味す

る。結果、売上は低減し、総利益率は改善できなかった。 

(4) 店舗改装・新規出店 

全店改装を検討するとしながらも、店舗別業績を考慮した選別施策となった。新規出店に

ついては慎重になり、減速した。 

 以上から、2007 年から始まった丸紅・イオンによるダイエーの再建は、2 度にわたる中

期経営計画の作成と実行により推進されたが、2 つの計画の中身である戦略は、抜本的なビ

ジネス・モデル変換を伴わない、既存の資産を最大限に効率化するための継続的改善活動に

基づくものであると結論付けられる。 

 

6. ディスカッション 

 

ダイエーの再建活動は、再建理論の 2 ステージモデルに沿って進められた。まずは、縮小

戦略として、組織再編、従業員削減、店舗閉鎖、資産売却が、産業再生機構の下、綿密に計

画、実行された。後を継いだ丸紅、イオンは、産業再生機構が実施した縮小戦略を基に、復

帰戦略に注力した。丸紅、イオンによるダイエー再建の柱は、イオンとの業務連携であった。

小売業の経営経験のない丸紅は、イオンとの連携を重視し、イオンはダイエーの商品調達規

模を自社に取り込むことを目論んでいた51。 

しかし、再建理論とは異なり、再建に失敗した。丸紅、イオンが 2007 年にダイエーの経

営に参画して以降、業績は悪化した。2007 年をピークに、売上、営業利益とも低減したの

である（表 16）。 

なぜダイエーは再建に失敗したのだろうか。ダイエーは、企業再建の理論のセオリー通り、

産業再生機構が縮小戦略を立案し、実行した。次に、丸紅とイオンが復帰戦略を立案し、実

                                                   
50 2012 年 4 月 18 日に行った c 氏・d 氏とのインタビューを基にした。 
51 ダイエーの事例で、2012 年 1 月 24 日に行った b 氏とのインタビューを基にした。 
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行した。復帰戦略の戦略は、第 1 次中期経営計画では、イオンとの協業であった。これによ

り、規模の経済を活用した商品調達コストの削減を進めることが狙いであった。しかし、そ

れが効果を発揮しないと判断し、第 2 次中期経営計画では、ダイエー主導の格上げ戦略を

実行した。第 3 章の分析結果を参考にするとそれが確認できる。総利益率については、2009

年度に 29.8%であったものが、2010 年度には 30.1%、2011 年度には 30.0%、2012 年度に

は 30.2%と逓増している。また、販売管理費率は 2009 年度の 37.8%が、2010 年度には

37.1%、2011 年度には 37.4%、2012 年度には 38.1%と横ばい、2009 年度と 2012 年度を比

較すると上がっている。一方で、売上減少を止める施策が十分に機能しておらず、売上減少

に伴う総利益減少額が販売管理の減少額を上回り、2012 年度には営業赤字に陥ったのであ

る。これは、小売の輪の理論における企業衰退の道をたどったものと考えられる。ダイエー

の再建の失敗の一つの原因は、小売の輪の理論が働く状況下であったことが十分想定され

ていなかったからと考えられる。小売の輪の理論が働く中で再建を行うには、従来のビジネ

ス・モデルの延長線上にある改革（格上げ）をする再建戦略では駄目なのではないか、つま

り、ビジネス・モデルの変換を伴うような再建戦略を立案・実行しなければならいなのでは

ないか、ということである。先行研究で見た通り、衰退した小売企業は、業態転換をしなけ

れば市場からの撤退を余儀なくされるのである。 

それでは、ダイエーはなぜビジネス・モデル変換を伴うような再建戦略を立案・実行でき

なかったのだろうか。その大きな理由の１つとして、縮小戦略と復帰戦略の担い手が分断さ

れていたことがあげられる。産業再生機構は、短期での再建を目指していた為、復帰戦略に

ついては計画を作成したのみであった。そして、丸紅、イオンは、更なる縮小戦略の計画と

実践を不要と考えていた52。よって、業績悪化に対応し、復帰戦略を優先したがために、縮

小戦略に着手しなかった。2009 年の業績悪化時に、にダイエーは更なる縮小戦略を実行す

ることが必要であったと考えられるが、店舗閉鎖と従業員人員削減などは実施されること

がなかった53。2010 年には、業績悪化の責任をとり、丸紅派遣の社長が交代したが、他の

経営幹部メンバーは取締役会にとどまり、既存戦略を維持し、継続的な業務改善に基づいて

ビジネスを修正しようとした。既存戦略とは、ハイ＆ロー価格戦略（高い価格と低い価格の

組み合わせ）とそれに対応する複雑な店舗オペレーションである。ダイエーはこの戦略を維

持し、継続的な業務改善に基づいてビジネスを修正しようとした。ダイエーの戦略は、総利

                                                   
52 ダイエーの事例で、2012 年 1 月 24 日に行った b 氏とのインタビューを基にした。 
53 ダイエーの事例で、2012 年 1 月 24 日に行った b 氏とのインタビューを基にした。 
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益率を下げずに販売管理費を削り、営業利益を改善するというものであるため、長期的に持

続できないものである。しかし、売上減少に歯止めがかからなかったので、ハイ＆ローを強

化することによって、むしろ販売管理費が増大した。よって、商品価格競争力の低下、店舗

売場コンディションの劣化により継続的に顧客を失い、売上をさらに低減させていったと

言える。これでは、ダイエーが BD55 で目指す「お客様、地域にとって、一番近い存在にな

る」ことは難しく、企業価値を毀損し続けている54。ダイエーは創業の精神である「よい品

をどんどん安く」という低価格戦略を放棄し、ハイ＆ロー戦略を推進し続けているために、

凋落の一途を辿っていると言える。 

ダイエーの再建に関しての特徴は、縮小戦略を担当した再建のプロ集団である産業再生

機構と、復帰戦略を担当した日本で最大の食糧部門を持つ総合商社である丸紅と、日本最大

の小売企業イオンの組み合わせにあったと考えられる。再建は間違いないと考えられてい

たが、失敗した。2 ステージモデルでは再建活動を、縮小戦略の立案、実行、そして復帰戦

略の立案、実行のプロセスが示されているが、ダイエーの事例では、縮小戦略の推進者と復

帰戦略の推進者が異なる。産業再生機構は、縮小戦略を担当したが、ダイエーの復帰戦略後

に、売上を追わず着実な利益を確保する姿を描いていた。しかし、丸紅とイオンは、店舗改

装や新規出店の推進、テナントの導入、新たなプライベート・ブランドの開発など、売上成

長の重要視を鮮明にした。このビジョンや戦略の違いがダイエーの再建に影響を与えたと

考えられる。 

それでは、なぜ縮小戦略と復帰戦略が分断されているとまずいのか。１つは危機意識の欠

如であり、もう１つは明確な再建ビジョンの欠如である。前者は、既に止血が終わっている

という安堵感のもとで引き継いだので、復帰戦略だけに注力してしまったからである。後者

は、復帰戦略の中身によっては、更なる縮小戦略が必要であったからである。 

危機意識の欠如について説明する。ダイエーは 2004 年に産業再生機構が国費による再建

を行い、1 年後に大手総合商社である丸紅と大手総合小売会社であるイオンが再建に関与し、

潰れないという安堵感が社内に蔓延していた55。また、実質筆頭株主である丸紅はイオンに

再建実務を依存し、イオンは筆頭株主である丸紅の手前、絶対的な危機意識を十分に持って

いるとは言い難い。これは、次の事象から推察できる。 

                                                   
54 表 13 によると、2007 年から 2011 年にかけて総資産額は 23%低減し、純資産額は 29%

低減した。 
55 ダイエーの事例で、2012 年 1 月 24 日に行った b 氏とのインタビューを基にした。 
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(1) 2010 年 2 月に丸紅が送り込んだ代表取締役社長が退任した際に、イオンが送り込んだ

代表取締役会長は留任した。代表取締役会長に業績責任は無かったのであろうか。 

(2) 2007 年から 2012 年の役員構成は丸紅派遣者とイオン派遣者の硬直的なバランスの上

に成り立っていた56。丸紅とイオンのどちらが経営の主導権を取ったのか。 

(3) ダイエー、イオン、丸紅の 3 社業務提携による効果が極めて限定的であった。イオンは

本気でダイエーを再建させるつもりがあったのか。 

 次に、再建のための明確なビジョンと戦略が不在であったことを説明する。産業再生機構

が思い切ったリストラを実行したのとは対照的に、丸紅とイオンの行った施策には明確な

変化の方向が見て取れない。変革のマグニチュードやスピード感が極めて鈍い。ダイエーの

「新中期経営計画（2007 年）」及び「BD55 プラン（2010 年）」は、変革のためのビジョ

ンが欠如し、小手先の計画や施策に終わってしまったのである。変革に重要な従業員の危機

意識と変革のための明確なビジョンの欠如は、ダイエーの変革に致命的であった。先述通り、

ダイエーの役員構成は丸紅とイオンの派遣者で占められており、しかもそのメンバーは殆

ど代わっていない。2010 年に代表取締役社長が、西見徹氏から桑原道夫氏に変更になった

とは言え、その他の役員構成は不変である。これではビジョンや戦略の抜本的な変革は難し

いと言える。 

小売の輪が働く状況下での小売企業再建では、ビジネス・モデル変換が必要だということ

が示唆されたわけだが、具体的にはどのようなビジネス・モデル変換を行えばよいのだろう

か。この点を次章の西友の成功事例を通じてみていくことにする。 

  

                                                   
56 ダイエー役員構成は表 12 の通り。 
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第 5 章 マーケティング戦略とオペレーション戦略の統合：西友の事例研究57 

 

前章において、ダイエーの企業再建失敗の事例から、小売の輪が働く状況下での小売企業

再建には、単に再建理論に沿うだけでは不十分で、ビジネス・モデル変換を伴う必要がある

ことまでわかった。しかし、どのようなビジネス・モデルに、どのように転換すればいいの

か、という点が課題として残った。このような課題に対して一つの解を与えてくれる示唆的

な事例として、本章では西友の再建成功の事例を取り上げる。 

西友の事例は、スーパーマーケット事業において、ビジネス・モデルをハイエンド総合ス

ーパーからディスカウント・リテーラーに変換することによって、企業再建を果たしたもの

である。そして、その復帰戦略は、価格戦略をハイ＆ローから EDLP への変換である。こ

の事例は、小売の業態変革において、衰退した小売企業が、先行研究の通説を覆して、格下

げにより企業再建を実現したこと、更に、先行研究の通説や小売業界の常識では難しいとさ

れていたハイ＆ローから EDLP に価格戦略変換を可能にすることを明らかにするものであ

る。 

先行研究でレビューした通り、小売の業態変革の理論では、既存の小売企業は、新規に市

場に参入してくるディスカウント・リテーラーに顧客を奪われ、売上を失い、衰退していく

とされている。そして、衰退した小売企業は業態変革により再建するか、市場から撤退を余

儀なくされるのであるが、課題として指摘した通り、格上げし切った小売企業が、格下げに

よって再建する可能性や方法については明確な研究が存在しない。本章では、西友が、格下

げによってディスカウント・リテーラーにビジネス・モデル変換したことを示し、またその

変換のプロセスを詳述した。 

また、先行研究で見た通り、スーパーマーケット事業者がハイ＆ローから EDLP に変換

することは困難であると考えられてきた。果たして、価格戦略をハイ＆ローから EDLP へ

変換することは可能なのだろうか。仮に可能である場合、変換の実施に必要な条件は何だろ

うか、そして適切な変換プロセスは何だろうか。これらが本章の研究課題である。西友は、

ハイ＆ローから EDLP に変換して財務パフォーマンスを大幅に改善した。事例の内容を先

取りすると、西友のようなスーパーマーケット事業者がこのような変換を果たすことは困

難だと考えられていたが、EDLP とリーン・オペレーションの両方をうまく統合すること

                                                   
57 本章は、Noda（2014）、及び野田（2019）を基にした。 
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で変換を成功に導いたのだった。後で詳述するが、リーン・オペレーションとはトヨタ生産

システム（大野, 1978）を源泉とするもので、より多くのことをより少ない資源で達成する

仕組みのことである（Womack and Jones, 1996, p.9; 稲垣公夫訳, 2008, p.14）。 

本章での発見は、不振に陥った小売企業が格下げによってディスカウント・リテーラーに

ビジネス・モデル変換することで企業再建を実現できること、及び、それには、ハイ＆ロー

から EDLP への価格戦略変換が必要で、それが実現できることを明らかにしたことである。

EDLP への価格戦略変換によるビジネス・モデル変換については、日本の中小規模のスー

パーマーケットでもそれが可能なこと、またその成功のためにはマーケティング戦略（価格

設定）とオペレーション戦略を統合する必要があることを示す点にある。そして、本章の事

例分析の結果をもとに、ハイ＆ローをもとにした従来のスーパーマーケット事業モデルに

代わる効果的な代替案となりうる新たなビジネス・モデルを探っていく。この新しいモデル

は、EDLP 戦略を採用しているスーパーマーケット事業者は、生産性の高い低コストのリ

ーン・オペレーションを並行して実践する必要があることを示すものとなる。 

 

1. 方法論とアプローチ 

 

本章の研究手法は事例研究法である。さらに、研究課題に取り組むために、ダイエーの事

例研究同様に、単一事例研究法（久米, 2013; 沼上, 1995）を採用した。なぜなら、事例が

先行研究の主張を反駁し、建設的な結論を導き出す効果的なものと考えるからである。取り

上げた西友の事例からは、先行研究にはないスーパーマーケット事業におけるビジネス変

革のプロセス、及びハイ＆ローから EDLP の価格変換プロセスの成功要因に関する知見が

得られるが、これは新たなスーパーマーケット事業モデルを考察する上で有用であると考

える。 

事例研究では、広範な文献レビュー、西友の元役員および社員計 5 名とのインタビュー58

                                                   

58 インタビュー実施日は以下の通り。記載は月/日。 

年 面談者 A 面談者 B 面談者 C 面談者 D 面談者 E 

2011 年   7/20   7/8, 10/7 10/7, 12/26 

2012 年   3/15, 7/24 3/15, 6/25 5/9 2/22 

2013 年 10/17   1/18 5/22, 6/29, 8/28, 10/17 4/7, 9/12 

2014 年       2/20, 4/30, 9/11, 9/18, 12/12   
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によりデータを収集した。本章は、探索的事例研究を推進するために半構造化インタビュー

を選択した。インタビューでは、再建のための戦略、プロセス、実行内容、及び結果につい

て質疑応答を行った。インタビューは、2007 年から 2011 年の西友の活動について、1 時間

から 3 時間の合計 22 回（60 時間）を実施した。インタビュー対象者はすべてビジネスの変

革に直接関与していた。これらのインタビューで得られたデータにより、時系列での活動を

分析した。特に 2 人の重要な情報提供者が事象の順序を正確に記述してくれた。但し、イン

タビューデータには業績数値、顧客・従業員などの個人情報などの社外秘、機密データは含

まれないように細心の注意を払った。インタビューとは別に、スーパーマーケット業界の専

門家 3 名との 10 時間に及ぶ意見交換はデータの検証と概念化に役立った。分析において、

価格設定戦略とオペレーション戦略に関するデータを基に、組織部門別59の活動を時系列に

分類した。データ収集のためには、企業の財務データ、日本のスーパーマーケット事業への

過去の参考文献、論文や雑誌の記事など、公開情報源も使用した。また、本稿は、インタビ

ュー、店舗視察、新聞・雑誌・書籍などを組み合わせてデータ収集を行い、それを分析した。

インタビュー及び店舗視察による 1 次データを、新聞・雑誌・書籍などの 2 次データによ

り確認した。 

 

2. 事例 

 

西友は、日本初の全国百貨店チェーンである西武百貨店株式会社のスーパーマーケット

部門として 1956 年に設立された。東京の西武鉄道沿線を中心に新規店舗をオープンし、チ

ェーン・オペレーション理論60に基づく活動を積極的に拡大した。1980 年までに、店舗数

は 80 店に達し、その後も店舗数を増やした。しかし、1990 年代後半から財務状況が悪化し

始め、資金繰りを改善するために 2000 年に住友商事株式会社宛に 156 億円分の新株を発行

した。そして、2002 年に住友商事とウォルマートとの業務提携を実施し、ウォルマートは

西友に 6％の持ち分比率で出資した。 その後、ウォルマートは 2005 年に持ち分比率を 66％

に増やし、2008 年には TOB により完全子会社化にし、西友は上場廃止となった。2008 年、

西友はビジネス・モデルの変換を開始し、3 年を要したが、EDLP とリーン・オペレーショ

                                                   
59 組織：店舗運営本部、商品本部、マーケティング本部、物流本部、開発本部。 
60 卸と小売との統合による効果と効率を狙うもので、本部が卸機能を担う（宮副, 

2010）。 
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ンを導入してビジネス・モデルを変換し、企業再建を成功させた。それらのビジネス変換プ

ロセスを以下に詳述する。 

 

2-1. 西友の沿革61 

 

2-1-1. 創業期 

西友は、西武グループの名前を掲げた西武ストアーとして 1956 年に設立された。西武

グループは、鉄道企業（西武鉄道グループ）とサービス企業（セゾン・グループ）の二つ

に分割され、サービス会社であるセゾン・グループが小売、外食、金融、不動産、エンタ

ーテイメントなどの分野の多角化の一環として西友を設立し、西友は日本最初のチェーン

スーパーとなった。 

西友の歴史上重要な人物は堤清二である。1991 年に辞任するまでセゾン・グループ代表

であり、辞任後もグループ内のセゾン・コーポレーションの会長として影響力を維持し

た。堤清二は長きに亘り西武百貨店と西友の成長の原動力となり、彼の義弟である堤義明

は西武鉄道の社長であった。二人の父親である堤康次郎は、二人の息子の為に西武グルー

プを西武鉄道グループとその後セゾン・グループとなる西武流通グループに分割し、兄弟

はそれぞれの企業グループを成長させるために競争した。 

当時東京の人口は急成長しており、郊外で大きな住宅開発が進んでいた。1962 年、セゾ

ン・グループは成長のスピードが遅かったスーパーマーケット事業を拡張するため、住宅

地周辺での西友の新店開発を推進した。郊外での新店開発は、日本の小売業にとって全く

新しい挑戦であった。 

1963 年に社名を西武ストアーから西友ストアーに改め、西武百貨店と西友を分離した。

それは、セゾン・グループが西武百貨店の傘下に西友をもっており、その規模は巨大なも

のとなっていたため、小規模小売業を保護しようとしていた当時の通商産業省（現経済産

業省）の指導により、分割して経営することとしたからである。 

西友の事業拡張は、チェーンオペレ－ション戦略に沿って推進され、多くの店舗が西武

鉄道との連携で構築された。西東京地域では西友が多くの店舗を開店し、優位な立場を築

いていった。この地域の地価は安くはなかったが、立地は集客にとって利点を持ってい

                                                   
61 立石（1995）、由井・田付・伊藤（2010）、鈴木（2018）を主に参照した。 
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た。新店は鉄道駅ターミナルの周辺住民のみならず、駅利用客も獲得していった。他の先

進国と異なり、当時、日本では通勤や買物に自家用車を利用することは無く、主要な移動

手段であった鉄道の駅周辺は小売集積地になっていた。 

1960 年代を通して、西友は、主に 2 つの西武鉄道線沿線（西武池袋線、西武新宿線）

で店舗を展開していったが、沿線市場の成長の限界から、1965 年以降、東京の西方には

JR 中央線と京王線に沿って、そして東方には総武線沿線に出店していった。店舗規模

は、立地に応じて 900 平方メートル（270 坪）から 3,000 平方メートル（900 坪）の範囲

にあった。平均的に、1,000 平方メートル（300 坪）の売り場面積を抱える店舗が開設さ

れ、食品と日用消耗品が主要販売商品となり、大型店では衣料品も扱うようになった。 

1970 年代、西友はチェーンストア展開を進め、東京および近隣地域内での店舗数は 80

店を超えた。チェーンストア展開に欠かせない効率的な物流網の構築を目的として、1969

年には府中に最初のディストリビューションセンター（集荷配送センター）を開設した。 

 

2-1-2. 全国展開 

関西西友ストアー株式会社は、1970 年に 12 店舗を抱える京都の株式会社コマストアー

の買収を通じて設立された。西友の西日本の拠点である関西への進出は、店舗の全国展開

を推進するための戦略の一部であった。関西西友ストアーは、名古屋及び九州への進出の

足掛かりとなった。 

1971 年、西友は、長野県のローカル・チェーンであった株式会社魚力の過半数の株式を

取得した。これは、京都コマストアーの買収とは異なり、単なる市場参入戦略ではなかっ

た。 魚力は小さなローカル・チェーンであったが、魚力はその地域の食品小売を支配し

ていたため、西友はこの地域での強い立場を獲得でき、長野県下で最大の小売りチェーン

となった。同社は 1971 年に西友ストアー長野株式会社と改名された。 

西友は、独自で九州展開を図るために西友の名前を掲げた店舗を開設していたが、2001

年にローカル・スーパーの株式会社サニーの株式 60%を買収し、九州でのシェアを大幅に

増やした。更に、西友は 2004 年に、サニーの残り 40%の株式を伊藤忠商事株式会社から

取得して 100%の子会社にした。 

 

2-1-3. 国際的なパートナーシップ 
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1972 年にセゾン・グループは米国 Sears, Roebuck & Co.（シアーズ）と提携した。そ

の際に、シアーズは西友の 2.2%の株式を取得した。セゾン・グループはシアーズのカタロ

グ内商品を利用できるようになり、西友の大型店や西武百貨店には、シアーズのカタログ

コーナーが設置されるなど、西友とシアーズは関係を強化していった。1974 年から 1978

年の間には調査・検討チームが日本と米国を頻繁に往復したのだが、西友の目的は、シア

ーズから米国の小売システムを学ぶことであり、シアーズの主目的は日本市場に関する情

報を収集することであった。 1978 年、西友はシカゴに事務所を設立し、各種情報収集

や、日本市場に適した新しい商品の調達を行った。西友は同様の目的で、1979 年には北京

に、1982 年にはパリに海外事務所を開設した。また、1980 年代後半、海外業務を拡大す

る為に、韓国、インドネシア、タイ、香港で地元企業と連携し、東南アジア諸国から安価

な消費財商品の調達拡大を図った。また、米国から食品の輸入を開始した。1990 年代初頭

には、西友は南東アジアで 5 つ、米国には 3 つの駐在員事務所を有していた。1990 年

に、西友は初の大規模海外店、西友百貨店62を香港にオープンした。西友は 1992 年に、米

国のアウトドア用具・衣料品の専門小売業社である LL Bean, Inc.と松下電器産業株式会

社とで合弁事業（エル・エル・ビーン・インターナショナル）を立上げ、その年、この合

弁会社は日本で最初の LL Bean の店舗をオープンした。 LL Bean は独立企業として成長

していき、1996 年までに全国に 7 店を展開した。 

西友は 1995 年にシンガポールに西友百貨店 1 号店を、1996 年に 2 号店をオープンし

た。1996 年に中国で最初の西友ストアーをオープンし、同年、インドネシアに進出した。

西友は 1996 年後半には、2 つのスーパーマーケットをタイのバンコクにオープンした。

これらの事業のすべてが地元企業とのパートナーシップで開始された。西友は 1990 年代

半ばまで、東アジアの新興市場で徐々に海外展開を追求したが、その後の業績悪化によ

り、国内事業を優先するべく、これらの事業を全て売却ないしは閉店することとなった。 

 

2-1-4. コンビニエンスストア・チェーンの設立 

スーパーマーケット事業以外で、専門店展開による多角化展開を図ることを目的とし

て、西友は 1972 年に、小規模小売店舗の実験を始めた。これがその後売上を急拡大させ

たコンビニエンスストアであるファミリーマートの前身である。西友は、1970 年代半ばに

                                                   
62 西友は西武百貨店とは独立して百貨店運営を行っていたので、区別するために「西友百

貨店」の名称を使用していた。 
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いくつかの実験的店舗をオープンし、1978 年には、フランチャイズ・システムによるコン

ビニエンスストア事業を開始した。1981 年に、西友は営業権と資産を子会社であった株式

会社ファミリーマートに譲渡し、経営を独立させてコンビニエンスストア事業を本格化さ

せた。ファミリーマートは、現在、株式会社セブン-イレブン・ジャパン、株式会社ローソ

ンに次いで日本で売上規模第 3 位のコンビニエンスストア・チェーンとなっている。 

 

2-1-5. 出店規制の強化 

1974 年の新しい大規模小売店舗法（大店法）の施行により、地域の小規模小売業者を保

護することを目的に、店舗面積 1,500 平方メートル以上の大型店開発は困難になった。

1979 年には、通産省は更に規制を強化し、500 平方メートル以上のすべての新店舗に関

し、認可制とした。この新しい法律施行の結果、西友などの大手企業は、中規模店舗であ

ろうと、大規模店舗であろうと、出店の難しさは同じであると判断し、5,000 平方メート

ル以上の大規模店舗の開発戦略を優先し、多くの新店は売場面積１万平方メートル以上の

ものとなった。小規模および中規模のスーパーマーケットは、ほとんど開発されなかっ

た。1990 年代後半には規制緩和が実施されたが、これは海外企業への市場開放を求める米

国の圧力の結果であると見られた。この時期、小売業者の新規出店ラッシュが続き、市場

での競争が激化した。 

 

2-1-6. 百貨店フォーマット63 

西友は小売市場における会社の高級イメージを強化するために、1980 年代に大型店舗を

百貨店へと改装することを進めた。百貨店への改装により、食料品以外の商品の比率が増

加し、店舗内に多くの専門店を誘致し、百貨店のイメージを強調するために、これらの大

型店で西武の名前を使うようになった。春日井西武、郡山西武、そして前橋西武は、西友

によって運営された百貨店であり、日本の小売店舗として最大の売上規模を誇った。 

 

2-1-7. 1990 年代の新しいフォーマット： フードプラスとザ・モール 

1991 年のバブル崩壊後、日本での慢性的な経済低迷に見舞われた時期も、西友は新たな

事業機会を追求し続けた。西友は、食品スーパーとドラッグストアないしはホームセンタ

                                                   
63 本稿では、フォーマットと小売業態を同義で扱う。 
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ーを組み合わせたフードプラスと呼ばれる新しいストア・フォーマットを開発した。1996

年に 2 つのフードプラス店舗をオープンさせた。その１つである新座店は売場面積約

4,800 平方メートルで、55,000 点の商品を扱った。 

西友は「ザ·モール」と呼ばれるショッピング・モールという新しいコンセプトを開発し

た。これはコミュニティ重視64で設計され、西友ストアーをアンカー・テナント65とし、飲

食店や多数の専門店が含まれていた。このようなショッピング・モールは 1992 年に春日

井市にオープンし、1997 年までに合計 6 店が開発された。ザ・モール、フードプラスの

コンセプトは 1990 年代後半の西友の国内事業拡大の中心的役割を担った。 

 

2-1-8. 無印良品 

1970 年代半ばまでに、西友は 500 品目以上の自社ブランド商品を開発した。これらの

初期のブランド商品は価格に敏感な消費者を引き付けるためにディスカウント商品として

開発された。しかし、その後、低価格、低品質の自社ブランドは日本の消費者に支持され

ず、西友は、自社ブランドの品質を向上させ、1984 年には食品ブランドとして「食の幸」

を導入することにより、この問題に対処した。 

1980 年、西友は「無印良品」というブランドを開発し、「MUJI」として国際的に知ら

れるようになった。無印良品 は「優れたノンブランドの製品」という意味である。無印

良品は、当初西友の特設売り場に配置され、素朴な原石床と木製棚を背景に、商品は質素

な包装紙やパッケージで陳列され、日本の多くの商品包装、陳列方法とは一線を画した。

これにより、無印良品は、ユニークなブランド・イメージを確立した。無印良品は、西友

の大型店や西武百貨店内の大きな売場面積を確保し、1983 年以降、独自の専門店展開をす

るようになった。無印良品事業は 1989 年に株式会社良品計画として独立し、1998 年に上

場した。西友は、現在は良品計画の株式を保有していないが、西友ストアー内の無印良品

の製品や店舗は、多くの西友店舗の差別化のポイントとして残っている。 

 

2-1-9. ポスト·バブルの影響 

1980 年代、西友は、主力食品小売業事業の領域を超えて、雑誌出版から映画制作・管

理、及びホテル事業から金融サービス事業へと新規事業開発を続けた。しかし、1990 年代

                                                   
64 地方に店舗を展開するに当たり、地域密着型の店舗展開を図ることを重視した。 
65 集客の核となる店舗 
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半ば、日本経済のバブル崩壊後の地価の低迷は、西友が多角化の一環で買収した金融サー

ビス事業の業績を悪化させた。西友の金融子会社、株式会社東京シティファイナンス

（TCF）は、不動産市場の急落に起因する巨大な不良債権を生み出した。 西友は TCF の

問題により、1995 年 2 月期（1994 年度）に 187 億円、1996 年 2 月期（1995 年度）には

453 億円の特別損失を計上した。その結果、西友は 1995 年度に 63 億円、 1996 年度には

472 億円の特別損失により、30 億円の純損失を計上した。西友はファミリーマートの株式

の売却により、445 億円の特別利益を計上しなければ、純損失額はもっと拡大していた。

これにより、西友のファミリーマートへの出資比率は 33％から 22％に下がった。1997

年、西友の 2 つのグループ会社 であるメディコ株式会社（ドラッグストア）と西友フォ

トサービス株式会社は合併し、67 店のドラッグストアと 233 店のフォトショップを有す

る朝日メディックス株式会社となった。 

 

2-1-10. 1997 年の経営改革 

1997 年、西友は同社の再建を目指す経営改革を開始した。まず、5 人の取締役が刷新さ

れ、取締役の総数は 31 人から 14 人に減少した。ファミリーマートの副社長だった渡辺紀

之が会長に、良品計画の社長であった木内正雄が社長に就任した。様々な非小売事業への

投資や、中核の小売事業の改革の不備により、西友の収益は悪化していた。1997 年には

13 店舗、1998 年には 6 店舗を閉鎖し、また多数のグループ会社の処分を始めた。1988 年

に 2,800 億円で購入した InterContinental Hotels Corporation を 1998 年に 3,700 億円で

イギリスの Bass PLC に売却した。同月、西友はファミリーマートの 21.6％の株式を

1,350 億円で伊藤忠商事に売却した。 

西友は 1997 年当時、9,115 億円以上の負債を抱え、これは総株主資本 173 億円の 52 倍

に達していた。業績の悪化に伴い同社の資本は 117 億円に減少し、1999 年に、資金繰り

改善のために西友はセゾン・グループの 6 社向けに 200 億円の増資を行った。  

しかし、セゾン・グループは、中核会社であり、不動産ディベロッパーである株式会社

西洋環境の破綻66により経営危機に直面しており、西友はもはや、セゾン・グループから

これ以上の財政的支援を期待することができなくなった。これにより、グループ外部から

の資金調達を探すことを余儀なくされ、2000 年に、住友商事株式会社を中心とした第三者

                                                   
66 大規模な土地の買収を伴う不動産開発を推進し、バブル崩壊で多額の負債を抱え、2001

年に特別清算された。2000 年時に西友は当社に 13%出資していた。 
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割当増資により 156 億円を調達した。これにより、住友商事は西友の約 12％の株式を保

有することとなった。 

 

2-1-11. ウォルマートとの提携67 

西友はウォルマート及び住友商事と、2002 年 3 月に業務提携の契約を発表し、同年 5

月にウォルマートは西友の株式の 6.1％を取得した。また、ウォルマートは 2007 年末まで

に、段階的に 66％まで出資比率を高める権利（新株予約権）を取得した。2007 年 10 月

22 日に、ウォルマートは西友の株式公開買付（TOB）を行うことを発表した。 この TOB

は成功し、西友は 1976 年の上場以来、32 年後の 2008 年に東京証券取引所から上場廃止

となった。 

 

2-2. 西友の状況：2007 年 

 

西友の売上は、2002 年のウォルマートとの提携以後、減少が続いた。2002 年 3 月に西友

の株式を 6.1%取得した後、ウォルマートは 100名近いアドバイザー･チームを日本に送り、

日本の経営陣に影響を及ぼしてきた。その後、2003 年にはウォルマートの店舗管理情報シ

ステムであるスマート・システム、取引先との販売・在庫情報共有システムであるリテール・

リンクを導入、レジ端末も IBM 製に入れ替えた。2004 年以降、ウォルマートのプライベー

ト・ブランド（PB）商品や直輸入商品の導入も進めた。組織もウォルマート型企業統治と

部門編成に変更された。しかし、売上は下げ止まらず、コストも下がらなかった。連結営業

利益は 2003 年度の 100 億円から、2004 年度の 96 億円、2005 年度の 12 億円と悪化した。

ウォルマートは 2005 年 12 月に保有していた新株予約権を行使し、53.3%の経営権を取得

するや、Ed Kolodzieski を最高経営責任者（CEO）に据え、これまでの西友経営陣を退任

させて経営改革に着手した。2006 年度に、業績は多少好転し、32 億円の営業利益となった

が、売上は下げ止まらず、本質的なコスト構造に変化はなかった。このように、ウォルマー

トは、2002 年より約 1,500 億円を投資して西友の株式の過半数の株式を取得し、西友の再

建に取り組んできたが、結果を出せずにいた。ウォルマートは先に進出したドイツ及び韓国

                                                   
67 海外進出を推進していたウォルマート・ストアーズは中国、韓国に次ぐアジアの拠点と

して日本への進出を検討していた。資本提携先を探していた西友と利害が一致し、資本・

業務提携を行うこととなった。 
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から 2006 年に撤退しており、日本からの撤退は、国際部門の明確な成長戦略を創りたいと

望んでいる同社にとっては大きな打撃となる可能性があった68。 

そこで、ウォルマートは、会長として残していた渡邊紀征を 2007 年 3 月に退任させ、

2007 年央にかけて経営陣を刷新した。以下が刷新されたメンバーである（表 18）69。これ

らのメンバー構成は、2010 年の経営改革完了まで維持された。 

 

表 18 西友の経営陣（2007 年～2010 年） 

氏名 役職 担当 出身 

Ed Kolodzieski 
代表執行役員最高経営責任者

（CEO） 
全社経営 ウォルマート派遣者 

野田亨 執行役員最高執行責任者(EVP70) COO 外部より採用 

Sam Dunn 執行役員最高管理責任者(EVP) CAO ウォルマート派遣者 

青木岳彦 執行役員（EVP） 人事総務 外部より採用 

Lee Tappenden 執行役員（SVP） 商品本部長 ウォルマート派遣者 

Peter Sharp 執行役員（SVP71） 店舗開発本部長 ウォルマート派遣者 

田村真由美 執行役員（SVP） CFO 外部より採用 

金山亮 執行役員（SVP） 広報本部長 外部より採用 

綿谷洋 執行役員（SVP） 物流本部長 外部より採用 

川野泉 執行役員（SVP） 店舗運営本部長 プロパー社員 

 

西友は社外及びウォルマートから経営幹部を次々と招き入れた。経営陣（執行役員）の内、

1 名（執行役店舗運営本部長の川野泉）を除き全員が外部採用者かウォルマート派遣者とい

う構成となった。当然のことながら、この体制についての疑問や批判はあった。 

「『日本人ながら、西友ましてや日本の小売業の仕事を知らない人が幹部として加わ

る。ただでさえ低下している従業員のやる気を高めて社内を活性化できるかどうか疑

問だ。』とセゾン OB は語る。」（日経 MJ, 2007 年 10 月 29 日）。 

                                                   
68 2013 年 10 月 17 日に行った A 氏とのインタビューを基にした。 
69 2007 年西友ホームページより 
70 EVP: Executive Vice President（SVP より上級） 
71 SVP: Senior Vice President 
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「実はウォルマートの海外事業は、同じ英語圏であるカナダ、英国を除き、先進国で

の成功事例がほとんどない。『異文化において、ウォルマートは人材をマネジメントす

る能力に乏しい』（ウォルマートに詳しい R2 リンク代表の鈴木敏仁氏）との見方もあ

る。」（東洋経済, 2007 年 11 月 3 日） 

「西友の経営陣はウォルマート出身者や同社がスカウトした人材で固められた。取

引先や金融機関からは、西友の現経営陣について『小売の匂いがしない』という声が出

ている。「現場と、日本の小売りを知らない経営陣には大きな溝ができている」（中堅の

西友社員）。」（日経ビジネス, 2007 年 12 月 17 日） 

一方で、外部からの採用者は、海外ビジネス経験や外資企業勤務経験が豊富で、英語でコ

ミュニケーションがしっかりとれるメンバーであったことは事実で、ウォルマートはこの

要素を重要視したと考えられる。ウォルマートはその基本営業戦略である EDLP を日本に

本格的に導入することを目論んでおり、それを着実に実践できる経営陣が必要であったの

だ。過去のしがらみを絶ち、ウォルマートの経営思想や営業戦略を正しく理解できる実践者

が求められていたのである。72 

「『CEO の意向をスムーズに組織に浸透させるための人事刷新』（西友関係者）によ

り、ウォルマート主導の再建が鮮明になった形と言える。ただ、西友の苦戦の一因はウ

ォルマート流の経営手法が日本の消費者や従業員に、うまく適合していない点が大き

い。日本人の経営幹部がこの溝を埋める役割を果たさなければ、西友の再建はおぼつか

ない。」（日経 MJ, 2007 年 8 月 17 日） 

西友は 2007 年当時、競合他社と変わらぬハイ&ローを維持しており、ウォルマートが経

営改革を進める基本戦略である EDLP は大きな進展を見せていなかった。2007 年には、競

争の激化による売上減少と市場シェアの低下に対応するべく、ハイ＆ロー価格戦略を強化

した。年間売上原価の 1.3％程度73をチラシなどの広告宣伝費用に使い、短期限定の特売品

を拡販した。しかし、ハイ＆ローの強化は売上増にはつながらず、広告宣伝費や人件費の増

加により、営業利益を減少させた。西友の置かれた状況は危機的なもので、早急な対応が必

要であった74。また、先述の通り、ウォルマートにとっても、既に 1,500 億円を投資してい

る西友の経営再建は大きな経営課題であると考えており、今後の国際事業展開にとって早

                                                   
72 2013 年 10 月 17 日に行った A 氏とのインタビューを基にした。 
73 西友の 2007 年度の有価証券報告書を基にした。 
74 西友の元役員とのインタビュー時のコメントによる。 
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く解決しておきたい問題であった。自社が推進した EDLP モデルを推進し、うまくいかな

ければ日本市場からの撤退も辞さないという覚悟で臨んだのである75。 

新経営体制が整って 4 ヶ月後、ウォルマートは 2007 年 10 月 22 日に西友を完全子会社

にするために株式公開買付（TOB）を実施すると発表した。ウォルマートはこれまでの投資

分を加え、合計で約 2,400 億円を西友に費やすことを決断した。ウォルマートの上級副社長

である Brett Biggs は以下のコメントを述べている。 

「（撤退のうわさも流れていたが）ウォルマートが日本で今後も取り組んでいくこと

を約束することで、取引先などに安心してもらえる。日本の市場は長期的には成長する

とみている。ウォルマートが実施している様々な取り組みを、西友を通して加速させる

ことができる」（日本経済新聞, 2007 年 10 月 23 日） 

上記日経新聞記事には、以下の記載もあった。 

「しかし状況を劇的に好転させる要素は乏しい。西友再建は六年にわたりウォルマ

ート主導で進めており、今後も日本市場の攻略には険しい道が続く見通しだ。」（日本経

済新聞, 2007 年 10 月 23 日） 

ウォルマートによる西友の完全子会社化及び経営改革について、メディアや業界は冷や

やかに見ており、それだけ難易度の高いものと考えられていた。これは、2005 年 3 月に産

業再生機構が丸紅株式会社などと共にダイエー再建を開始し、ウォルマートが西友の TOB

を発表した時点でダイエーの再建は未だ苦戦していたことが理由の一つであったと考えら

れる。 

 ウォルマートは 2007 年 11 月 13 日に初めて日本でウォルマートの取締役会を開催し、

同時に日本の状況を視察した。 

「米ウォルマート・ストアーズの経営陣が来日し、傘下の西友をはじめ、イトーヨー

カ堂やイオンなど競合相手の店舗を視察した。完全子会社化を決めた西友は赤字が続

いているが、国際事業を統括するマイケル・デューク副会長は、日本経済新聞社に対し

『（日本市場は）引き続き有望と考えている』と述べた。」（日本経済新聞, 2007 年 11 月

15 日） 

「米百貨店業界の重鎮で、社外取締役を務めるアレン・クエストローム氏は『日本の

食品スーパーは非常に良くできている』と、競争の厳しさを実感していた。」（日本経済

                                                   
75 2013 年 10 月 17 日に行った A 氏とのインタビューを基にした。 
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新聞, 2007 年 11 月 15 日） 

ウォルマート経営陣の訪日は、日本事業の継続についての妥当性を取締役会に説明する

目的の為であったと思われるが、過去 20 年間の日本経済の低迷、将来の GDP 及び消費需

要の成長性、競争の厳しさなどを考えると、難しい経営判断であったと考えられる76。2007

年当時、ウォルマートが事業展開をしている国は米国を除いて 13カ国であり、アジアでは、

日本、中国、インドである。世界の潜在的経済成長と経済規模を考えると、インドネシア、

ロシアには未進出であった。 

2007 年 12 月 4 日、ウォルマートが西友に対して行った TOB は成立し、2008 年 3 月 18

日に開催した株主総会でウォルマートによる完全子会社化が承認された。そして、西友は、

4 月 19 日に上場廃止となり、4 月 25 日にウォルマートの完全子会社となった。 

 

2-3. ディスカウント・リテーラーへのビジネス・モデル変革 

 

2-3-1. ディスカウント・リテーラーのビジネス・モデル 

ウォルマートのビジネス・モデルはディスカウント・リテーラーである。第 2 章で見た通

り、ディスカウント・リテーラーとは、顧客への価値提供の源泉を価格に求め、競合他社に

比べて低価格を提供することにより差別化を図るビジネス・モデルである。よって、基本は

薄利多売となる。ウォルマート創業者の Sam Walton は売上総利益率を経営指標とせず、

経費引営業利益の極大化を目指した。つまり、薄利でも販売数量を拡大することによって総

利益を拡大し、営業経費を節約することによって営業利益を極大化するのである。競合他社

に比べて低価格を付ければ、売上点数は増加する。しかし、営業経費を最適化しないと営業

利益は確保できない。この営業経費の最適化こそが低価格戦略に必要な要素であり、その為

には、店舗業務の低コストが求められる。また、店舗業務をサポートする全社共通経費も最

適化する必要があり、ウォルマートはロジスティクス、情報管理、人的資源に関しても、低

コスト戦略を強力に推進した。 

ディスカウント・リテーラー・モデルを構築する為には、全社オペレーションを俯瞰して

コストを低く抑える最適なものが求められ、その為には全体最適な仕組みが必要となる。経

費の中で大きなものは人件費（特に店舗）、ロジスティクス・コスト、店舗賃料、光熱費、

                                                   
76 2013 年 10 月 17 日に行った A 氏とのインタビューを基にした。 
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販売促進費であるが、全てを低コストに抑える仕組みが店舗設営段階から必要となる。77 

(1) 一般販売管理費78 

ディスカウント・リテーラーの売上に占める一般販売管理費（販管費）は 20%未満に抑

える必要がある。低価格を訴求するとどうしても総利益率が低くなり、販管費を低く抑えな

いと営業利益を出すことが難しくなる。特に店舗人件費のコントロールは重要となる79。 

(2) 人件費80 

一般的に、販売管理費に占める人件費の比率は 60~70%である。よって、人件費、特に店

舗における人件費のコントロールが重要となる。店舗における必要作業は売場での商品陳

列・補充（品出し）とレジ精算である。顧客の来店には波があり、来客のピークに合わせて

レジ精算体制を整え、ピーク前に商品陳列・補充を実施すれば、総人件費はコントロールで

きる。また、価格を顧客への価値の源泉と定義し、付随サービスを制限すれば、更に人件費

を抑制することが可能となる。 

(3) ロジスティクス・コスト81 

小売業ではロジスティクス・コストを重要視しないと、単に店舗の要求にしたがって商品

を搬送するだけの機能となる。よって、店舗の要求が優先すると、非常に非効率な配送体制

となっている。つまり、高コスト体質となってしまう。例えば、当時の西友では、大型トラ

ックにパレティナ（搬送台車）がわずか数台で店舗指定時間に搬送する例も散見されていた。

また、店舗ニーズに基づいて小分け配送が頻繁に行われ、配送センターにおいて、小分け搬

送ケース（メーカー使用の出荷ケースをばらして必要数を搬送するケース）に商品を入れ替

える作業はロジスティクス・コストを増加させる。 

(4) 店舗賃料82 

店舗賃料は人件費に次ぐ大きな販売管理費項目である。都心部で地価が高い店舗ほど賃

料は高い。一方で、集客も大きく、それとの見合いで賃料負担能力は決まってくる。しかし、

ディスカウント・リテーラーは低コスト・オペレーションを基本とする為、高い賃料は大き

な負担となる。売上の 5%を超える賃料では、適切な営業利益を出せる状況にはない。また、

                                                   
77 2013 年 10 月 17 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
78 第 3 章で取り上げたスーパーマーケット 32 社の財務諸表の分析結果を参照した。 
79 2013 年 10 月 17 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
80 2013 年 10 月 17 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
81 2013 年 9 月 12 日に行った E 氏とのインタビューを基にした。 
82 2013 年 5 月 22 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
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賃料は総店舗面積に掛ってくるため、総店舗面積に占める売場面積を十分考慮する必要が

ある。一般的に、日本の店舗は後方（非売場）面積が大きい。事務所、商品倉庫、休憩室、

厨房、後方冷蔵庫などが必要以上に広い。本来、商品は売場にあるべきもので、後方倉庫に

過大な商品在庫が存在することは適切ではない。また、大きな事務所を構えることは、必要

以上の店舗事務処理を生み出し、売場視察・点検をおろそかにもする。店舗の役割と機能を

明確にすることで、ディスカウント・リテーラーの店舗構築は決まってくる。 

(5) 光熱費83 

電気料金の高い日本では、店舗内外照明、冷蔵庫、冷暖房空調の利用方法が電気コストを

大きく左右する。当時の西友では、店舗内外の照明は過度で、生鮮売り場では単品用追加照

明が設置されているケースがあった。冷蔵庫は熱効率の低い平台オープン冷蔵ケースが多

用されていた。後方倉庫にも商品種類別冷蔵庫が存在していた。利用方法も非効率であった。

本来冷やす必要のない 2L のペットボトルを大量に冷蔵ケース内に陳列したり、冷気通路を

ふさぐようにビール・ケースを陳列したりすることが散見されていた。店内の冷暖房は、食

品売り場中心に設定されるため、夏は寒く、冬は涼しい。古い店舗では、全館集中空調シス

テムとなっている場合が多く、エネルギー効率は非常に悪かった。 

(6) 宣伝広告・販売促進費84 

ハイ&ローを主体とする販売方法は、当時の西友の場合、毎週 2 回（月曜日と木曜日）に

新聞折り込広告として入るチラシにサプライヤーからの原資を基にする特売品を目玉とし

て集客し、合わせて通常価格品（高利益率商品）を顧客に買ってもらうというものであった。

競合他社はチラシ配布の曜日を変え、サプライヤーの提案に沿った目玉商品を特売商品と

して顧客に売り込むので、チラシ配布日の売上は跳ね、それ以外の日の売上は落ち込むとい

うものであった。まさしく、売上も「ハイ&ロー」であった。チラシ配布日（特売日）の前

日は特売コーナーの設営に特別な作業を必要とした。POP と称する広告値札（価格カード

＋売場広告）の付け替えも発生し、店舗作業は複雑なものであった。一般的に、売上の 1.0

～1.5%を、チラシを主とする広告宣伝費に費やした。例えば、2007 年には西友は 95 億円

（売上比 1.0%）、ダイエーは 264 億円（売上比 2.7%）、イトーヨーカ堂は 485 億円（売上

比 2.9%）を宣伝広告費・販売促進費に費やしていた85。目論見通り、顧客が特売商品と共に

                                                   
83 2013 年 4 月 7 日に行った E 氏とのインタビューを基にした。 
84 2012 年 7 月 24 日に行った B 氏とのインタビューを基にした。 
85 各社の有価証券報告書を参照し、筆者が算出した。 
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通常商品も購入すれば利益がでるが、特売商品のみの購入となれば、低利益（場合によって

は赤字）、高コストとなり、収益を圧迫するビジネス・モデルであった。 

 

2-3-2. ウォルマートのディスカウント・リテーラー・モデル86 

ウォルマートの価格戦略は EDLP であった。競合他社よりも毎日低い価格を付け、優位

に差別化するのであった。低価格戦略の裏には、低コスト戦略が存在した。低コスト・オペ

レーションが機能しなければ、低価格を維持することはできなかった。ウォルマートの低コ

スト・オペレーションの仕組みは、情報システムを基盤とした強力な調達及びロジスティク

スであった。先述通り、価格戦略である EDLP は、次の要素と密接にリンクしていた。 

(1) 徹底的な経費削減（全社） 

(2) 自動補充（IT、ロジスティクス） 

(3) サプライヤーとの販売情報の共有及び原価低減（リテールリンク） 

(4) 共通店舗レイアウト及び標準什器（店舗フォーマットの標準化） 

(5) 低店舗賃料（基本は低コスト不動産の自社購入） 

(6) 海外調達（特に中国からの低コスト商品輸入） 

(7) 低賃金 

ウォルマートの強みは全てが低コストから生み出される低価格であった。しかし、米国ウ

ォルマートにおける店舗人時生産性は高くなく、生産性の低さを規模の経済に基づくバイ

イング・パワーと海外からの低価格輸入品を含めた低購買原価、低店舗設営コスト、高効率

ロジスティクス、低賃金で補っていた。しかし、ウォルマートは EDLP を基本戦略として

いるが、それはマニュアル化されてはいなかった。また、EDLC についても、コスト削減の

推進以外に戦略や手法は明示化されていなかった87。 

西友では、ウォルマート派遣者のアドバイス及びウォルマート店舗視察などを通じて

EDLP/EDLC モデルを理解し、推進していった。ウォルマートというお手本が無ければ

EDLP/EDLC を強力に推進できなかったことは事実であるが、マニュアルが存在し、その

通りに実践したものではなかった。よって、試行錯誤と西友なりの工夫が存在したことは注

記に値する。 

                                                   
86 Brunn（2006）、Christopherson（2007）、Fishman（2006）、Ortega（1998）、

Walton（1992）、田口（2005）を参照した。 
87 2013 年に行った A 氏とのインタビューを基にした。 
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 西友のビジネス・モデル変革は、ウォルマートの基本的な方針を意識しながら、独自の低

コスト・オペレーションのコンセプトを導入したものであった。よって、改革後の西友のオ

ペレーションはウォルマートのものと異なった。 

「コスト削減はウォルマートのノウハウも生かせましたが、むしろ我々だけのオリ

ジナルな手法も多く実践している。ウォルマート流をそのまま反映させただけで実現

したものではないのです。」（DIME, 2009 年 8 月 4 日） 

ウォルマートの競争優位性として、競合に負けない低価格があった。また、それを補完す

るものとして、幅広い品揃えがあった。鮮度や品質、付帯サービスは重要であるが、生鮮品

を除き、ナショナル・ブランドの加工食品・日用品に品質の差別化は存在せず、価格と品揃

えが最も重要な要素であった。競合に負けない低価格を実現する為には、各店舗の競合店を

特定し、その価格を調査し、調査結果に基づいて負けない価格を設定した88。問題は価格を

引き下げる際に必要な価格投資原資の捻出であった。 

ハイ＆ロー戦略を採る小売店は、特売日には大きく集客できるが、それ以外の日は競合他

社の特売に負け、売上を上げることはできなかった。また、経済環境が好転しない状況（デ

フレ、不況、競争の激化など）では、売上前年比はマイナスとなった。販売管理費を削減し

ないと、営業利益は悪化した。一方で、EDLP を採用する小売店は、競合の特売日における

強力な商品を除き、価格競争に勝てた。よって、ゆるやかではあるが、売上前年比は上がっ

た。問題は、いかに販売管理費を削減するかであった。そのポイントは社内に存在する無駄

を徹底的に排除し、効率化を推進するオペレーションであった。 

ウォルマートは、創業時から EDLP 戦略を採用していたので、ハイ＆ロー戦略から EDLP

戦略への抜本的変換を経験していなかった89。よって、買収した海外子会社の戦略変換に苦

労していた。EDLP と EDLC は表裏一体であり、その両方が同時に機能しない限り、新た

なビジネス・モデルの変換は実践できなかった。特売はサプライヤーから価格低減の原資が

提供されるが、EDLP にはそれが無かった。よって、自ら価格投資の原資を捻出する必要が

あった。この原資を生み出すのが EDLC であった。 

「「EDLP は実行するのが難しいが、確立できれば最強の戦略になる」。野田亨最高

                                                   
88 各店舗は、商品本部が特定した商品に関し、競合他社店舗の価格を 1 日 2 回確認し、本

部にデータを送付した。基本は商品本部が価格を設定するが、一部の商品については各店

舗の採用で価格改定することが認められていた。 
89 2013 年 10 月 17 日に行った A 氏とのインタビューを基にした。 
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執行責任者（COO）は取引先向けの経営方針説明で、こう強調した。EDLP を支える

EDLC（エブリデー・ローコスト）の体制をつくるため、地域子会社が個別に進めてき

た商品調達を一本化したことなどを説明した。」（日経 MJ, 2008 年 2 月 22 日） 

 

2-4. 縮小戦略 

 

 西友は、2007 年時の経営危機から脱却するために、人員削減、店舗閉鎖によるコスト削

減を実行した。2007 年 10 月に全社の正社員の約 7%に当たる 450 人の早期退職を募集し、

11 月の締め切りまでに、488 人が応募した。この早期退職は、44 歳以上 59 歳以下の正社

員が対象で、最大で月給の 18 カ月分にあたる退職割増金を支給するものであった。西友は

2004 年に店舗勤務社員を中心に約 1,600 人の早期退職を実施しており、人員削減を更に進

めたのであった。 

「本部を中心に非効率な部分にメスを入れる」（日本経済新聞, 2007 年 9 月 19 日） 

また、2008 年初より進めた強力なコスト削減により発生した店舗における余剰人員を

2008 年 10 月に早期退職制度により削減した。これは全従業員数の約 6%に当たる 350 人

である。 

「一連の合理化で店舗に必要な人員も削減。08 年 10 月には全従業員数の約 6%に当

たる 350 人規模の早期退職を募集した。これも業務効率化によって可能になった削減

だという。」（東洋経済, 2009 年 1 月 24 日） 

2007 年の本部の早期退職制度によるコスト削減は年間人件費で約 44 億円、2008 年の店

舗における早期退職制度によるコスト削減は年間人件費で約 32 億円、合計で約 76 億円の

年間人件費削減を実現したことになる90。 

一般的に、店舗を出店する場合、その土地と建物の所有に関し、購入あるいは賃貸にかか

わらず、15 年から 20 年という長期のコミット91が必要になる。出店した以上、容易には閉

鎖・退店できないのである。西友は、総合スーパーの先発組であり、1980 年～1990 年まで

は先行者利益を享受していたが、1990 年以降、各地域で競合他社の出店による競合が激し

                                                   
90 有価証券報告者などを基に筆者が計算した。社会保険・福利厚生費などを含む一人当た

り年間給与を約 9 百万円（対象者が本部の管理職、店長などの中間管理職であった）とし

た。2007 年は 488 人ゆえに 44 億円、2008 年は 350 人ゆえに 32 億円。 
91 大きな投資額を伴う店舗開発はその回収期間が長期にわたる。自社開発であろうと、賃

貸であろうと、この構図は同じである。 
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くなり、既存の店舗で、高い不動産コストで低採算の老朽化した売場の削減を進めることが

できていなかった92。コスト削減の一環として、西友は 2008 年 9 月 30 日に不採算の店舗

20 店の閉鎖を発表した。その後、3 店追加され、23 店93の閉鎖となった。閉鎖店の特徴は、

地方（長野、九州）の小さなスーパーマーケットと老朽化した地方の中大型店である。選択

の基準は、オペレーションの標準化を進めるために、店舗フォーマットを標準化させること

であった。標準からはずれたフォーマットや過大なテナントの存在を排除することを重視

した94。 

 

2-5. EDLP 戦略変換の準備 

 

西友は、市場調査に基づいて、関東首都圏で中心に活動し、売上高と利益の増加に成功し

たディスカウント・リテーラーであるオーケー株式会社（オーケーストア）や地域ごとの競

合スーパーマーケットをベンチマークした。主要商品の価格差を分析し、オーケーストアと

の価格差を解消するためには総売上の約 3％の価格投資原資が必要であることが明らかと

なった95。これはかなり大きな額であり、西友の経営陣は通常のコスト削減努力で達成し得

ないと考え、最高執行責任者（COO）が率いるビジネス変革チーム（店舗運営本部責任者、

商品本部責任者、物流本部責任者、店舗運営本部スタッフ 6 名）を結成し、店舗を含むすべ

ての部門からコスト削減の提案を集った96。提案は、無駄で不要な作業の排除、ないしは特

売売場、値札の変更、頻繁な商品の補充など、店舗運営の頻繁な変更の削減のいずれかに分

類された。ビジネス変革チームのメンバーは、国内のみならず海外でも成功したスーパーマ

ーケット事業会社も調査した97。チームは 27 カ国に 10,700 以上の店舗と 220 万人の従業

員を擁し、世界最大のスーパーマーケット事業者で有名な EDLP プレーヤーであるウォル

                                                   
92 2013 年 5 月 22 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
93 (1)地方の SM（長野県：丸子店、坂城店、埴生店、東部店、岩槻店、若穂店、飯山店、大

口店、福岡県：壱岐団地店、須玖店、八女店） 

(2) 地方の中大型店（北海道：岩見沢店、茨城県：LIVIN 水戸店、群馬県：LIVIN 上田

店、伊勢崎店、埼玉：朝霞店、神奈川県：追浜店、大阪府：光明池店、河内長野店、新河

内長野店、佐賀県：佐賀巨勢店） 
94 2013 年 5 月 22 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
95 『Chain Store Age』2009 年 3 月 15 日。 
96 2012 年 5 月 9 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
97 2012 年 5 月 9 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
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マートから多くのことを学んだ98。ウォルマートは、EDLP と EDLC でビジネス・モデル

を構築していた。しかし一方で、ウォルマートはオペレーションに関し、決して高い生産効

率をもつモデルでないことも明らかになった99。先行研究で指摘されている通り、ウォルマ

ートの EDLC は、郊外立地での出店、及びその規模に大きく依存していると考えられた。

例えば、2 つの指標を使用して、ウォルマートと日本のスーパーマーケット事業者を比較し

てみた。1 つは在庫回転率である。これはオペレーション・フローの効率を説明したもので

あり、もう 1 つは、売上高に対する一般販売管理費率（SGAR）であり、これは運営コスト

構造を示している。 

 

表 19 在庫回転率と売上販売管理費率の比較  

2007 年 在庫回転率 売上販売管理費率 

ウォルマート 10.2 18.6% 

イトーヨーカ堂 19.9 26.3% 

ダイエー 25.2 30.4% 

西友 18.0 28.3% 

出典 各社の 2007 年度公表財務諸表を基に筆者が作成 

 

表 19 の通り、ウォルマートの在庫回転率は日本の競合他社に比べて低く、売上販売管理費

率は非常に低くなっていた。これらの数字は、ウォルマートの競争上の優位性は、オペレー

ション上の効率性ではなく、賃金や店舗賃料などの管理コストが低く維持されていたこと

を示していたのである。 

ビジネス変革チームは、2007 年 12 月からオペレーション改革100を開始した。店舗のワ

ークフロー調査に基づいて、付加価値に不必要な作業が特定され、廃止ないしは変更された。

店内冷蔵ケースの温度確認を 1 日 3 回から 1 回に削減、デイリー・生鮮食品の見切り価格

表の変更回数の大幅削減、同じ見切り価格表の変更を止め割引シールに変更などである。ま

た、メーカー提案の短期プロモーションの中止、クリップストリップの廃止、棚割り変更頻

度の減少、新商品初回投入数量の削減等、複雑で手間のかかる販売手法を徐々減らしていっ

た。更に、パッケージセンターや加工外注を増やすことにより、生鮮食料品の店内加工を減

らした。 

                                                   
98 2013 年に行った A 氏とのインタビューを基にした。 
99 2012 年 5 月 9 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
100 2013 年 5 月 22 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 



116 

 

 

2-6. EDLP 戦略の実践 

 

2008 年 2 月に西友は、企業再建のために EDLP を本格的に導入してビジネス・モデルを

変換した。2008 年 2 月の全社集会で、しばらく封印してきた EDLP の本格推進を明確に

し、対外的にもアピールした101。 

「米ウォルマート・ストアーズの完全子会社化が決まった今年は、西友の経営陣はエ

ブリデー・ロープライス(EDLP、毎日安売り)戦略の強化というメッセージを明確に打

ち出した。」（日経 MJ, 2008 年 2 月 22 日） 

EDLP の実践は、商品調達や価格設定の責任部署である商品本部によって管理され、商

品カテゴリーごとに EDLP の導入は行われた102。 

「『EDLPにすると言われても当初はどこから手をつければいいかわからなかった』。

西友で現在、食品や日用雑貨の商品担当をしている執行役員の中村真紀はウォルマー

ト傘下になった当時を振り返る。数万にも上る商品を一度に EDLP にするのは無理が

あり、中途半端に進めたことがかえって売り上げ減を招いた。2005 年に就任したエド・

カレジェッスキーはそれまでの失敗を踏まえたうえで、『まず小さいカテゴリー、例え

ばペットフードのようなものから始めるべきだ』と指示した。特定の顧客が相手で取引

先も少ない分野から確実に『毎日低価格』化を進めることを狙ったからだ。その後はペ

ットフードでの成功をはずみにして、日用雑貨や調味料などの加工食品、冷凍食品など、

次々に特売中心の販売スタイルを EDLP に切り替えた。今年に入ってからは生鮮食品

でも導入を開始。最初に取り組んだペットフードでは、売り上げが当時の 3 倍まで膨

れ上がった。」（日経ビジネス, 2009 年 7 月 27 日）。 

西友は、EDLP の導入をカテゴリーごとで実践した103。まずは、ペットフードとベビー

用品である。これらは、サプライヤーが特売商品としての販売を推進しておらず、また競合

他社も特売を行っていなかった。よって、通常は買い回り商品として高値安定型の商品であ

った。粗利益率は高く、販売数量は大きくはなかった。西友にとって、EDLP 化するにはリ

スクの低い商品であった。EDLP 化した結果、販売数量は定常的に二桁以上の伸びを示し

                                                   
101 2012 年 7 月 24 日に行った B 氏とのインタビューを基にした。 
102 2013 年 1 月 18 日に行った C 氏とのインタビューを基にした。 
103 2013 年 1 月 18 日に行った C 氏とのインタビューを基にした。 
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た。この小さな成功を基に、EDLP 化するカテゴリーを拡充していった。ポイントは、特売

になりにくく、通常買い回り商品で粗利益が高いものである。次に、調味料商品が選択され、

飲料、加工食品、デイリー、日用品と EDLP 化のカテゴリーは 2 年間で拡充された。 

西友は、生鮮食品や、店内加工の惣菜食品の EDLP 化も推進した104。しかし、EDLP 化

するために、後述する食品加工センターでの集中生産がセットで行われた。販売価格の安定

化と共に、品質の安定化、商品供給量の安定化は同時並行で進められたのである。EDLP の

実践は用意周到な準備が必要なのである。また、EDLP の実践は一時的に粗利益が減少す

るリスクがある。つまり、サプライヤーからの調達コスト低減を伴わずに販売価格を下げる

ので、販売数量が価格引下げによる粗利益減少を補えるかどうかは不確定である。よって、

オペレーション・コストなどの削減によって、EDLP 化の原資を捻出する必要がある。 

 

2-7. EDLC の実践 

 

西友はどのようにしてこの価格投資額を捻出したのだろうか。この答えが、「徹底的な無

駄の排除（簡素化）」、「オペレーションの平準化」、「オペレーションの標準化」にある。西

友は、規模の違いにより、ウォルマートの戦略を単純に適用することができないと考え、価

格投資のための低コストのオペレーション・システムを確立するために異なる解決策を見

つける必要性に迫られていた。偶然にも、ビジネス変革チームのメンバーに製造業出身でト

ヨタ生産システムに関する知見を有する者がおり、チームはトヨタ生産システムに基づく

高い生産性を持つオペレーション・システムについて、以下のコンセプトを利用した105。第

1 に平準化（毎日同じ作業）である。次に、標準化（誰でもいつでもできる作業）である。

これらの 2 つの要素は、業務プロセスにおける無駄をなくし、業務フローを円滑かつ効率

的にする。一般的に、トヨタ生産システムは製造業に適用され、スーパーマーケット事業な

どのサービス業には向かないと考えられていた（Åhlström, 2004）。チームは、スーパーマ

ーケット事業でトヨタ生産システムを実施するための戦略を確立する必要があった。また、

これらの要素は店舗や他部門より収集したコスト削減案にも合致するものであった。 

まずは平準化について説明する。店舗作業は、同じ作業手順と作業負荷に基づき再設計さ

                                                   
104 2013 年 1 月 18 日に行った C 氏とのインタビューを基にした。 
105 2013 年 10 月 17 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
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れた106。これらの作業計画はトヨタ生産システムに基づいて策定された。円滑なオペレーシ

ョン・フローのために、顧客の購買活動を平準化する必要があった。この平準化を実行する

うえで、EDLP が非常に効果的なツールとなった。つまり、価格変動を少なくすることによ

り、オペレーションのバラツキを少なくするのである。EDLP の導入は、頻繁な値札の変

更、特売売場の設営、特売商品による過剰在庫、不規則な精算レジのオペレーションなど、

プロモーション志向のマーケティングで大きな売上のバラツキを生みだす要素が特定され、

削減されたのであった。西友は、経営改革で EDLP 戦略を前面に出し、店舗オペレーショ

ンとそのサポート・オペレーションを平準化することによりコスト削減を進めた。オペレー

ションの平準化によるコスト削減は非常に大きいものである。これには次のような作業の

削減による効率化が含まれる。 

④ 特売商品売場の設営 

⑤ 特売商品に関する販売促進（チラシ、販促物の展示、価格表の変更）の施策 

⑥ 売場変更（商品棚割変更） 

⑦ 特売商品の特殊配送 

次に標準化について説明する。店舗における主な作業は、（1)品出し（商品陳列）、(2)レジ

精算、(3)清掃、(4)売場管理（商品補充、商品整理、什器管理）である。特殊な業務として、

(1)商品加工（青果、水産商品）、(2)競合調査、(3)帳票管理があるが、元々は部門別に分業が

細かく行われており、従業員が各部門に割り当てられていた。業務フローを見直し、部門別

作業を縮小した。作業の標準化を行い、店舗従業員の全員が主要な作業ができるようにした

107。つまり、多能工化である。その結果、すべての従業員が順次作業できるようになった。

すべての従業員は、朝一番に、生鮮品の品出しと売り場の整備をし、順次畜産品、デイリー

食品、鮮魚、加工食品のセクションの整備を行った。これにより、はるかに効率的な業務フ

ローと在庫管理が可能になった。従業員は、営業ピーク時である正午までにすべての部門の

売場整備を完了することができるようになった。すべての従業員はレジ業務と店舗清掃業

務のためにトレーニングを受け、店舗における総所要人時が最適化されるようにレジ精算

作業の時間割が決められた。新しいビジネス・モデルのコンセプトは、顧客志向（需要即応）

であり、組織柔軟性が高く、無駄を排除し、オペレーションのバラツキを減らし、チームワ

ークを実践することが求められた。標準化された業務手順は共有され、業務フローとプロセ

                                                   
106 2013 年 10 月 17 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
107 2013 年 10 月 17 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
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スは可視化された108。 

2 店舗において実施されたパイロットテストを基に、新たなビジネス・モデルを全店に展

開すると共に、更なる業務生産性を改善するために以下の措置がとられた109。第 1 に、マ

ルチタスキング（多能工化）である110。従来、店舗には柔軟性の欠如した縦割り部門制度が

導入されていた。縦割り部門制度とは、食品（賞味期限の短い青果、鮮魚、畜産）、デイリ

ー食品（賞味期限が短い）、加工食品・飲料（賞味期限が長い）、部門毎に品出し、価格表変

更、在庫管理を行うものであり、これらに加えて、レジ精算が存在する。これらの業務は部

門完結型であり、他部門の支援を前提としていない。西友のビジネス変革は、部門別業務を

縮小した111。マルチタスキングと呼ばれるこの業務遂行方法は、誰でもいつでも任意の業務

を実行できることを意味し、これにより、労働時間配分と職務ローテーションの柔軟性が向

上した。また、マルチタスキングは従業員により多くの就業機会を提供した。 

第 2 に無駄の削減である。変革チームはすべての店内作業を観察し、顧客または会社に

とって付加価値の低い作業を特定した112。例えば、配送容器の店内利用である。すべての商

品は、さまざまな配送容器で店舗に届けられていた。従業員はこの配送容器から取り出し、

別のトレイや特別什器に移し替えていた。数多くの商品が段ボール箱に詰め込まれ、店内で

取り出され、数時間かけて売場専用棚に移し替えられていた（図 15113）。 

                                                   
108 2013 年 10 月 17 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
109 2014 年 4 月 30 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
110 『成長企業の法則』（名和, 2016, pp.332-333）を参照した。 
111 『成長企業の法則』（名和, 2016, pp.332-333）を参照した。 
112 2014 年 4 月 30 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
113 図 15、図 16 は西友の店舗の写真ではなく、イメージ写真である。 
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出典 筆者が撮影114 

図 15 商品陳列（特別什器陳列） 

 

このプロセスは変更され、商品の入った配送容器が直接店舗の棚に配置されることとなっ

た（図 16）。 

 

                                                   
114 本図は西友の店舗ではないが、イメージとして使用するものである。 
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出典 筆者が撮影115 

図 16 商品陳列（段ボール箱陳列） 

 

第 3 に改善活動である116。縦割り部門制の組織は、チーム間の連携をほとんど必要とし

なかった。その結果、この体制では人的資源の最適な配分を達成できなかった。変革チーム

は、店員が店舗運営のベストプラクティスを知っていると考え、縦割り部門制の組織を縮小

し、ベストプラクティスを共有し、ビジネス変革の機会を模索することで、店舗に継続的な

改善活動を推進するよう奨励した117。店員から 1 名のセクションリーダーを任命し、すべ

ての従業員は毎日 2 回、15 分間のミーティング（改善ミーティング）に参加した。大小問

わず、多くの改善テーマが店舗内で議論され、生産性改善の施策が実施された。 

                                                   
115 本図は西友の店舗ではないが、イメージとして使用するものである。 
116 2014 年 4 月 30 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
117 2014 年 4 月 30 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
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第 4 に標準的なオペレーションである118。2 店舗で行われたパイロットテストで特定さ

れたベストプラクティスは、全店舗で共有された。ビジネス変革チームはベストプラクティ

スを収集し、すべての店舗、部署、および本部に配布されたオペレーションマニュアルによ

って共有された。西友の狙いは、誰でもいつでも実行できるように業務を標準化することで

あった。 

第 5 にアウトソーシングである119。変革チームは、いくつかの店内作業について、店内

に残すべきか、または外注するべきかを検討した。西友は、すべての店で食肉加工と惣菜製

造のための小さな厨房を持っていた。これらの作業は、規模が小さく、柔軟性のない仕事の

割り当てが原因で、非効率であった。西友は、全ての店舗の食肉加工を廃止し、惣菜加工を

縮小することにした。同時に、セントラル・キッチンを増設し、効率的に食肉加工と惣菜製

造に関する生産能力を大幅に拡大し、労働生産性を向上させた。これは、西友の商品製造へ

の本格的な参画であった。従来店舗で行っていた畜産商品の加工を全てセントラル・キッチ

ン（畜産加工センター）に移行した。また、惣菜に関しても、高コストの店舗生産の比率を

下げ、セントラル・キッチン（惣菜加工センター）での生産、店舗への常時配送を強化する

ことにより、商品量を増やし、コストを削減した。 

「畜産部門では西友では以前は原体を店内で加工して商品化していたが、PC（プロ

セス・センター）活用比率を高めることで、08 年中に SM タイプの店はほぼ 100%PC

経由による商品供給となったほか、GMS タイプの店でも次第に PC 活用の比率をたか

めている。PC への投資の問題もあるが、GMS でもこの比率を高め、店内加工は将来

なくして方向だという。」（販売革新, 2009 年 4 月号） 

「店内での商品化をやめ、『PC120で商品化した商品を並べるだけ』の仕組みにするこ

とで、オペレーションは非常にシンプルになる。『同一の品質で PC から供給されるの

であれば、何も現場で人手を掛けて加工する必要はない。』（川野 SVP）というわけだ。

また、畜産部門の作業が発注と品出しに限定されてくるといったように作業が単純化

することを利用して、例えば品出しなどそれほど専門的な技術を必要としない業務に

関して、1 人が複数の業務をこなすような体制への変更を特に食品において進めている。

                                                   
118 2014 年 4 月 30 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
119 2013 年 1 月 18 日に行った C 氏とのインタビューを基にした。 
120 プロセス・センター セントラル・キッチン方式により一か所で商品を加工・生産す

る施設。ここでは食肉加工センターを指しており、大型・専用機械による効率的な食肉加

工により、低コスト、高品質な商品を生産することができる。 
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これも無駄な人時を削減する意図からだ。」（販売革新, 2009 年 4 月号） 

畜産や総菜のセントラル・キッチンの活用は、単なる小売業の域を超え、製造業の知識と

ノウハウを小売に導入することによって実行できたと考えられる。2007 年に編成した新経

営陣の中には、非小売・製造業の経験を持つメンバーが含まれており、それらが主導してこ

れらの施策を推進した。西友は EDLP 戦略を導入しつつも、ウォルマートの EDLC とは異

なる独自の手法でオペレーションの効率化（「簡素化」、「平準化」、「標準化」）を進めて行っ

た。 

西友は生産性の指標として「人時売上高」と「人時数」を管理しているが121、2008 年は

人時売上高が前年比で 10%以上の増加となったほか、人時数も 10%近い減少を達成した122。

簡素化による効果は、EDLP 実践の初期段階から確認され、労働生産性は大幅に改善した。

2008 年 6 月中間期では、SGAR は 27.5%と前年同期比 1.7%低下したので123、売上 8,000

億円として約 136 億円のコスト削減となっていたと考えられる。この傾向は 2009 年も続い

ているものと見られ、2 年間で EDLP に必要な価格投資額をコスト削減にて賄ったと言え

る。EDLP 及びビジネス変革は、モデル 2 店舗における実験が実施され、その検証結果を

基に全店に導入された。EDLP は、不規則な作業の流れや、特別な作業手配や残業を削減

し、従業員の定期的な勤務スケジュールを可能とした。これにより労働生産性は 2008 年か

ら 2009 年にかけて 20%強改善し、2009 年末には更に 20%程度改善した124。EDLP は店内

作業を簡素化し、平準化した。平準化された店舗作業は、高度な技術を必要とする労働、非

効率な縦割り部門制を必要としなくなり、従業員は標準化された作業手順をマニュアルに

基づいて実行することができた。その結果、EDLP は従業員にさまざまな業務機会を提供

し、より柔軟な業務シフトを可能にし、作業品質と生産性を改善した。 EDLP は、誰でも

実行可能な作業を作りだし、熟練したフルタイムの従業員の約 30％がパートタイムの従業

員に置き換えられた125。 

店舗オペレーションと共に、サポート業務であるマーケティング部門やロジスティクス

部門が関与して、店舗オペレーションの更なる効率化を推進した。 

                                                   
121 2014 年 4 月 30 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
122 『販売革新』2009 年 4 月。 
123 『週刊東洋経済』2009 年 1 月 24 日。 
124 『日経 MJ』2009 年 8 月 31 日。 
125 2014 年 4 月 30 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
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(1) チラシの削減126 

マーケティングに関しては、特売及びそれに付随するチラシ制作・配布を 2 回から 1 回

にすることで、推定で年間約 44 億円のコスト削減となったと考えられる127。西友は、特売

とチラシ配布を週 2 回から 1 回にしたが、それ以外にも、1 日 2 回行っていた生鮮食品の

値引き128を 1 回にするなど、人時の削減を進めた。 

(2) 販売促進企画の削減129 

EDLP が店舗作業の平準化を推進したが、意図的に作業の平準化を進める施策を実行し

た。意図的に売上の山谷を作らないようにしていったのだ。従来は、意図的に売上のバラツ

キをつくる施策を実施していた。特売もそうだが、「創業祭」、「総力祭」と称する特別販売

促進策、また、定期的に実施していた優良顧客を対象にした定率（5%）割引（セゾンデー

割引）などを活用していた。当然のことながら、該当日には売上は増え、それに合わせた特

別な売場管理が必要であった。これらの販売促進策を漸減させることにより、作業の平準化

は進み、これに伴い店舗生産性も向上した。 

(3) ロジスティクスとの連携130 

店舗の商品発注作業を減らすために、自動補充システムがすべての店舗に導入された。商

品本部と物流本部は、緊密に連携して、過去の販売データと販売指数を使用して、最適店舗

在庫量を計算し、店舗に配送した。店員は、商品を注文する時間を大幅に短縮でき、店舗に

は標準化された深棚などの最適店舗商品陳列保持用の什器が導入され、商品補充頻度を減

らし、在庫管理に必要な工数を削減した。 

                                                   
126 2012 年 7 月 24 日に行った B 氏とのインタビューを基にした。 
127 (1) チラシ・コスト（大手出版社の担当者からのインタビューを基にした） 

＊制作費：全国 380 店舗エリアに 1 回当たり総数 11．5 百万枚配布、1 回あたりの配布に

関し、社内人件費を含め、1 刷 8 百万円で、年間約 4 億円と試算できる。 

＊配布費用：全国 380 店舗エリアに 1 回当たり総数 11．5 百万枚配布、週 2 回の配布とす

ると、社内人件費を含め、1 枚 3.5 円で、年間約 40 億円と試算できる。 

(2) 特売準備店舗人件費 

特売 1 回で 1 店舗当たり必要な人時は 75 人時（D 氏とのインタビューを基にした）、週 2

回特売で、1 人時当たり 1,100 円で、年間 32 億円と試算できる。 
128 見切り値下げ。値下げを複数回実施することで、値下げによる粗利益既存を最小限に

抑える効果がある。生鮮食品は、消費期限が短いため、その日のうちに売り切ることが求

められる。売れない場合は、廃棄処分となる。 
129 2014 年 9 月 11 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
130 2013 年 9 月 12 日に行った E 氏とのインタビューを基にした。 
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また、全社のワークフローの最適化にも着手した131。店舗での商品販売の平準化が EDLP

により進められ、商品自動補充が全店舗で導入され、これを基に、物流本部は、これまでの

小ロット・高頻度配送を改め、トラックのフルロード132・定期配送に切り替えた。自社の配

送センターの作業効率が改善され、トラックの使用頻度も削減、平準化された。また、店舗

でのトラック受入れ時刻が予想できるようになったので、店舗作業も軽減されることとな

った。 

西友は商品調達コストを削減することにも注力した133。ナショナル・ブランド商品の

EDLP 化には粗利益減少というリスクが付きまとうが、プライベート・ブランド商品の拡

充と、ウォルマートのバイイング・パワーを活用する海外商品調達はそのリスクが小さい。 

「商品調達については、幾つか顕著な動きがあります。まだトライアルの段階ですが、例

えばペットボトルの水（500ml）は 1 本 48 円。日本のナショナルブランド(NB)の価格の半

額未満です。しかも利益が十分得られる。また、ワインとかポテトチップとか、日本のお客

さまにも十分評価いただける商品を海外から調達できるようになりました。西友やウォル

マート自体が、商社の仕事をしているような感じですね。自ら海外から調達してきた商品を、

店舗で並べてお客さまにアピールしている。海外調達、いわゆるダイレクトインポート(DI)

の基礎ができました。これを急拡大したい。ウォルマートの調達網を活用していますから、

他社にはまねができません。これまで住居用品とか一部の加工食品に限定していましたが、

ブルーベリーの例など、生鮮 3 品についてもその足掛かりができました。これから安くて

おいしい、日本になかった商品を、店舗でお客さまにアピールしていきたいと思っています。

日本のプライベート(PB)も含め PB と DI でいま 10%を超えたぐらいです。」（販売革新 

2010 年 5 月） 

 

2-8. ウォルマート型店舗作りとオペレーション戦略変換 

 

西友のビジネス・モデル変革には、EDLP/EDLC というソフトウェアと共にそれを起動

させる店舗のハードウェアの変革も必要であった。西友の店舗は統一されたフォーマット

の下で開発されておらず、取得（賃貸）した土地型に合わせて設計、建設されたため、どれ

                                                   
131 2014 年 12 月 12 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
132 トラックへの最大限積載量。 
133 2013 年 1 月 18 日に行った C 氏とのインタビューを基にした。 
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一つとして同じものは無かった。よって、什器の配列、商品の陳列形態は店舗によって異な

っていた。これは業務の標準化を著しく阻害する要因であった134。商品本部が作成する棚割

（カテゴリー配置、商品陳列方法）は店舗ごとに異なり、商品本部及び店舗に大きな作業負

荷を掛けていた。商品本部は、異なる什器及び配置毎に棚割表を作成しなければならず、商

品の改廃によるその作り変え作業は膨大な時間と労力を要した。また、店舗は、棚割表の不

備や棚割表に記載されていない地域商品の配置を検討せねばならず、店舗でも多くの作業

人時を要した。以下に、この問題にどう対応したのかを検証していく。 

 

2-8-1. ウォルマートの店舗フォーマット135 

ウォルマート（サムズ・クラブを除く）の米国店舗フォーマットは極めて標準化されてお

り、大きく分けるとスーパーセンター（SC）、ディスカウント(DS)、ネイバーフッド・マー

ケット(NM)である（田口、2005）。SC、DS は大きさで 5~6 フォーマットに区別されてお

り、NM は 1 フォーマットであった。よって、店舗開発は効率的で、店舗候補地を獲得した

後、最適の店舗フォーマットを潜在顧客数、競合の状況などを基にコンピューターによるシ

ミュレーションで決定した。店舗フォーマットには標準什器の必要台数、配置（レイアウト）、

などの全体店舗設計図面が用意されており、それに基づいた商品棚割が組み込まれていた。

米国は日本とは異なり、土地及び建物を自社で取得する場合が多く、店舗建設は長期的視点

に立って行われた。また、土地代が安価で、充分な供給量があるため、必要な店舗面積を獲

得することが容易であった。よって、定型店舗フォーマットを維持することが可能なのであ

った。 

 

2-8-2. 西友の置かれた状況 

1995 年以降、西友は純利益が赤字に陥り、また関連子会社である東京シティファイナン

スの財務問題を抱え、本業である小売業への投資を大幅に縮小した。よって、老朽化した店

舗の改装ができなくなり、新店開発も滞った136。ハイ＆ローのビジネス・モデルを基にした

多店舗フォーマット137を抱えていた西友の店舗生産性は著しく低かった。 

                                                   
134 2013 年 9 月 12 日に行った E 氏とのインタビューを基にした。 
135 2013 年に行った A 氏とのインタビューを基にした。 
136 2014 年 5 月 22 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
137 西友は多店舗フォーマットを意図して構築した訳では無く、自社保有にしろ、賃貸に

しろ、取得できた物件に合わせて店舗を構築したため、自ずと全て異なった店型（フォー
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2-8-3. 店舗標準化 

西友は、多店舗フォーマットを問題視し、店舗生産性を上げるべく店舗業務の標準化を目

指した各種施策を実行した138。ウォルマートと連携できる店舗 ITシステムを全店に導入し、

店舗における商品コードの統一も図った。また、ウォルマート標準什器を導入し、商品棚割

を標準化することを推進した。これは、店舗改装とセットで実施せざるをえなかったため、

その実行スピードは遅かった。 

 

2-8-4. 店舗改装 

業務の標準化は低コスト戦略を推進するドライバーであったが、ハードウェア（施設面）

の標準化は業務の標準化（ソフトウェア）を機能させるために大きな要素であった139。西友

は店舗フォーマットが統一されていなかったので、標準化がなかなか推進できなかった。西

友は2005年にようやく店舗改装を本格的に開始した。スーパーマーケットの店舗改装には、

通常、坪当たり 20 万円～30 万円の経費が掛かり、店舗面積が 150 坪の小型店舗で 30～45

百万円、店舗面積が 500～600 坪のスーパーマーケットでは 1 億円を超える投資が必要であ

った140。よって、その投資回収を図るには、大きな売上増、コスト削減、そして店舗利益の

拡大が求められる。2005 年当時、西友は売上が減少し、営業キャッシュフローが大きく縮

小していた為、改装を実行できる店舗数と規模は限られていた。2005 年当時、改装は一部

の小型且つ競争の少ない地方のスーパーマーケットに限定された。当時は低価格という営

業上の優位性も無かったため、改装による効果は小さいものだった。 

2008 年に入り、明確な EDLP 戦略を採用した西友は、EDLP/EDLC というソフトウェ

アを本格的に機能させるためのハードウェア変革戦略を強力に推進した。これまで地方の

スーパーマーケットに限定していた改装を首都圏の中型店、大型店にも広げた。 

「西友は 2 年以内に、衣食住の商品を幅広く扱う大型店を一斉改装する。対象は 100

店舗強の大型店のうち 90 店で、投資額は 300 億円超とみられる。西友は全国で約 390

店を運営している。過去 3 年間で約 180 店を改装したが、ほとんどが比較的小型の食

                                                   

マット）となってしまった（2014 年 5 月 22 日に行った D 氏とのインタビューを基にし

た）。 
138 2014 年 5 月 22 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
139 2012 年 2 月 22 日に行った E 氏とのインタビューを基にした。 
140 2012 年 2 月 22 日に行った E 氏とのインタビューを基にした。 
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品スーパー。大型店の大半は手つかずで、老朽化した店が多く、業績不振の要因となっ

ているため、てこ入れを急ぐ。対象は店舗面積が 6,000 平方メートル超の店舗が多い。

改装に伴う商品構成の見直しはウォルマートの戦略に合わせ継続的な低価格販売を強

化する。」（日本経済新聞, 2008 年 7 月 4 日） 

店舗改装は外観や内装の変更に目が行きがちであるが、いかに効果的に売上を上げ、効率

的なオペレーションを推進できるようにするかが重要なポイントであった。2008 年以降の

西友の改装は、ソフトウェアとしての EDLP（価格戦略）と EDLC（オペレーション戦略）

がそれを支えるハードウェア（設備、什器、商品）を得て初めて効果的に機能するようにな

った141。店舗改装に伴い変更されたハードウェアやレイアウトの見直しは次の通りである

142。 

(1) 什器 

ウォルマート型の標準什器が採用された。これは、商品のホールディング・パワーを最大

化する為に重要なもので、背高・深い奥行きで、日本の顧客の評価は決して高くないが、売

れ筋商品の補充を最小限にし、陳列商品数を拡大するのに大きな効果を発揮した。黒色で亜

鉛メッキを施された什器は、汚れを目立たなくさせ、引っかきキズにも強いもので、清掃頻

度を下げる効果を持つ。 

「現在店舗の改装を進めているが、その際にウォルマートと同じ背の高い、陳列棚を奥行

きのあるものへと変更させている。これは商品を多く並べられることで、坪効率を上げるこ

とに貢献。同時に補充の手間を減らすことにもつながっている。結果として 1 店舗におけ

る従業員数も減らせた。」（DIME, 2009 年 8 月 4 日） 

(2) 省エネ照明 

西友は光熱費を削減する為に標準の省エネタイプ(LED)の照明器具を採用した。ウォルマ

ートは全世界でサステイナビリティと称する環境保護活動を進めており、エネルギー使用

の持続的削減を大きな目標としていた。西友もこの方針に沿って、使用エネルギーの削減と、

コストの削減を推進した。 

(3) リーチイン（ドア付き）冷蔵ケース 

西友は、本格的に冷蔵ケースにリーチイン・タイプを採用した。リーチイン冷蔵庫は、冷

蔵庫にドアが付いており、保冷性能が高く、商品収納量も大きいものであった。但し、顧客

                                                   
141 2014 年 12 月 12 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
142 2014 年 12 月 12 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
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にとって、商品購入の際にドアを開けて商品を取り出す必要があり、オープンの平台冷蔵ケ

ースに比べて利便性に劣る。リーチイン冷蔵ケースは、昨今の省エネ・ニーズに合致してお

り、顧客の理解は高まり、売上に負の影響を及ぼすことは無くなった。リーチイン冷蔵ケー

スは、オープン平台冷蔵ケースに比して 30%以上の省エネ効果があり、低コスト・オペレ

ーションに効果的なツールとなった。 

(4) 精算レジの一元化 

総合スーパーは慣習として、顧客の利便性を高める目的で売場に複数のレジ置き場を設

置している。レジを設置している以上、レジ対応社員を常駐させるので、繁忙期以外は無駄

な人時が発生した。西友は、改装において複数設置レジを一元化（一か所に集約）し、レジ

精算作業の効率化を図った。 

(5) 売場面積の拡大 

西友は、低価格で競争力のある商品の販売を拡大する為、また売場効率の極大化を目指し、

あらゆる手法を駆使して売場面積を拡大した。その手法は非売場の売場化である。先述通り、

後方の畜産厨房はセントラル・キッチンへのオペレーション移行により空区画となった。よ

って、改装時に売場化できる空区画は売場化された。売場面積が拡大されることによって、

欠落していたカテゴリーや商品数を増やすことができるようになり、商品の収納容量も増

やすことができた。1970 年代、80 年代に開発された店舗は、後方スペースが広く確保され

ており、店舗面積における売場面積の効率は低かった。よって、改装時に売場面積を拡大す

ることができれば、店舗オペレーションの生産性を上げるのみならず、売上拡大の機会とな

った。 

(6) 売上効率の低い専門店（テナント）の退店、自営化 

大型店舗の 1 階の入り口周辺や、食品売り場レジ前方などには、長らく専門店を配して

いた。西友は、改装を機に売上効率の低い専門店を退店させ、自社売場に転換した。いくつ

かの店舗では、専門店売場を大きく削減し、標準什器を並べて自営化した143。非売場の売場

化と同じ効果が期待され、自社の売上は増えた。この施策は、専門店からの賃料収入と自営

化による売上利益とを天秤にかけ、大きい方を選択したのである。自営化面積が拡大されて

いるということは、専門店収入の低下が理由であった。西友のような歴史のある小売企業は、

長い歴史を共有する専門店として店舗に売場を構えているパートナー会社も多く、容易に

                                                   
143 2014 年 6 月 29 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
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関係を断ち切れるものではないが、合理的判断でこれを推進した。 

(7) 什器の効率的配置 

ウォルマートの標準什器（加工食品・日用品用）は日本の什器に比べて、容積は倍以上と

なった。大量購入となると単価は低くなった。この標準什器を使い、最大の収納容量を得る

べく、売場における什器配置は決定された。また、顧客が全ての売場で買物が容易にできる

ように売場は構築された。什器の容積の最大化を図る一方で、什器間の通路幅を拡げ、カー

トがスムーズにすれ違えるように配慮した。また、通路に障害物（でっぱり陳列144）を無く

すことを徹底していた。これらの施策により、売場陳列の商品数は約 40%増大した。 

「よこすか店は約 18,000 平方メートルある大型店。入居する専門店の数を減らして

直営売り場に切り替えるとともに、親会社（ウォルマート）流の背の高いじゅう器を使

い、改装前に比べて商品数を約 40%増やした。」（日経 MJ, 2009 年 11 月 30 日） 

 西友は、店舗フォーマットを絞り込むことはできなかったが、上記の施策により、オペ

レーション効率を大幅に改善することに成功したのであった。 

 

2-9. 西友のマーケティング戦略変換 

 

このように西友は、EDLP/EDLC というソフトウェアと店舗改装による新しい店舗とい

うハードウェアを手に入れたが、その変化を顧客に知ってもらう必要があった。店舗を改装

して、いくら価格を下げても、顧客にその事実が伝わらず、来店してもらえなければ、売上

は上がらず、戦略は機能しないのだった。2008 年当時、西友の顧客イメージは、「セゾン・

グループの総合スーパーとして、良い商品を置いているが、価格は高い」というものであっ

た。しかし、バブル経済が崩壊した後、価格により敏感になった顧客にとって、低価格はよ

り重要な要素となっていた。西友は、図 17 の通り、GMS の中では市場浸透率とブランド・

ロイヤリティが低く、西友のブランド・イメージはほとんど注目されていないものであった。

西武線、中央線、総武線の駅前に立地している店舗が多いため、利便性に優位性があるもの

の、他の要素である価格、品揃え、セールス・プロモーションでは顧客から評価されておら

ず、このイメージを抜本的に変える必要があった145。 

                                                   
144 スーパーでは売込商品を少しでも目立つように、通路中央に陳列することがある。

これをでっぱり陳列という。 
145 2012 年 7 月 24 日に行った B 氏とのインタビューを基にした。 
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AC ニールセンの「消費者購買動向調査レポート（日本の GMS ストア・イメージ比較）」

（2006）によると、ジャスコ、イトーヨーカ堂、ダイエー、西友、ユニーについての消費者

のイメージは次の通りであった。 

(1) ジャスコ（イオン）に対して、消費者が最も特徴的だと感じている点は「価格に見

合った価値がある」と「大型店舗や 豊富な品揃え」だった。 

(2) イトーヨーカ堂はジャスコ（イオン）と同様の点で特徴的だと認識されていたが、

「駐車が簡単にできる」、「価格に見合った価値がある」そして「プライベート・ブ

ランドが良い」で弱さが目立った。 

(3) イトーヨーカ堂は品質面でもユニー/アピタより特徴的でないと認識されている。 

(4) ダイエーと西友は、特徴的な要素が多くなかった。ダイエーは特典プログラムと低

価格、西友はアクセスの良さとプライベート・ブランドという特徴が認識されてい

るものの、販売方法（およびディスプレイ）の魅力に欠けている。  

(5) エクイティでは首位を獲得しているジャスコ（イオン）の特に目立った強みは、 

「プライベート・ブランド」「商品の陳列／ディスプレイ」、「効率的なレジの会計

」、「駐車が簡単にできる」である。しかし、これらのいずれも、それぞれ独自には

特にエクイティには関係していない。弱みとまでは言わないが、消費者には、生鮮

品や一般品の品質や品揃えが、より強く求められており、エクイティへの貢献度も

上記の４点より高い。このことから、これらの要素への着目で、更なるエクイティ

向上が望めるだろう。 

 

同様に AC ニールセンの「消費者購買動向調査レポート（日本の GMS ストア・イメージ

比較）」（2006）によると、ジャスコ（イオン）は他と大きく差を広げ、ロイヤルティと浸

透率の両方で他ストアーをリードし、イトーヨーカ堂はエクイティでは上回ったものの、

ロイヤルティではダイエーおよびユニー/アピタと同程度だった（図 17）。 
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＊リーダー: 浸透率が高く、顧客のロイヤルティが高いストアー。 

＊レパトリー: 浸透率は高いがロイヤルティの低いストアー。消費者のレパトリー（利用

候補）に入ってはいるが、利用するのは時々で、買い足し（top-up） 購入である可

能性も高い。 

＊ニッチ: 浸透率は低いが利用者のロイヤルティが高いストアー。その理由として店舗の

ポジショニング、あるいは地域的ニッチを満たしていることが理由に挙げられる。 

＊未発達: 目下、浸透率が低くロイヤルティも低いストアー。 

＊浸透度： 定期利用者、即ち過去 4 週間で店舗を利用した消費者。 

＊ロイヤルティ: 定期的利用者における最もよく利用する消費者の比率。 

出典 AC ニールセン「消費者購買動向調査レポート」（2006） 

図 17 日本の GMS ストア・イメージ比較：ストアーのポジショニング 

 

そこで、西友は、2008 年 11 月に「KY（カカクヤスク）でいこう！」（図 18）というキ

ャッチ・コピーによる低価格キャンペーンを大々的に開始した。この KY 作戦で、1,700 品

目に及ぶ商品の値下げを実施し、他社チラシでより安い商品があれば、種類、惣菜やプライ

ベート・ブランドなど一部の商品を除いて値引きするという「他社チラシ価格照合制度」を

導入した。流行語になった KY（空気が読めない）を捩ったこともあり、マスコミや消費者

に大きなアピールができた。 

高 
レパトリー リーダー 

ニッチ    未発達 

ユニー 

ジャスコ（イオン） 

西友 

イトーヨーカ堂 

ダイエー 

高 低 ロイヤルティ 
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出典 日経 BP146 

図 18 2008 年 11 月「KY（カカクヤスク）で行こう！」キャンペーン・ポスター 

 

KY キャンペーンの施策 

(1) 商品価格値下げ 

西友は、2008 年 11 月に、加工食品・日用品を中心に年末までに 1,700 品目の恒久的な

値下げを実施、2009 年 1 月には住居用品 1,400 品目を値下げした。また、2009 年 3 月 2

日から 4 月中旬までの間に、既に EDLP に移行済みの日用雑貨に加えて加工食品、菓子を

加えた全ての加工食品を EDLP に移行した。徐々に進めてきた EDLP を主要な食品、日

用品、雑貨用品に拡大した。 

(2) 他社チラシ価格照合制度 

西友は、2008 年 11 月に「他社チラシ価格照合制度」を導入した。これは、対象商品の

販売価格を地域の最低価格まで引き下げる販売手法で、顧客が西友より安い表示価格の入

                                                   
146 https://trendy.nikkeibp.co.jp/article/colum/20110118/1034225/01_px250.jpg 

https://trendy.nikkeibp/
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った他社のチラシを持参すると、その場でチラシ価格まで値下げするものであった。競合

他社のチラシに価格を合わせる仕組みは、それまで家電量販店などが「最低価格保証制

度」として採り入れていたが、全国展開する総合スーパーでは初めてのケースであった。

チラシに合わせた値引き実務は、基本的にはレジを受け持つ社員が行う。照合が容易なナ

ショナル・ブランド商品については問題ないが、比較が容易でない生鮮食品の扱いに手間

が掛かった。チラシのみでは、大きさ、産地、品質などが明確に比較できないが、レジ作

業員に実務を行わせるということは、ある程度のコストを掛けても低価格イメージを作り

だすことを優先したのだった147。 

「（他社チラシに合わせた値下げは）一過性ではなく永続的な施策。コスト削減を

値下げの原資に回して、今後も低価格商品を強化する。」（日本経済新聞 2008 年 12

月 4 日） 

「価格競争が厳しさを増す中、調達力アップや効率的な事業体制の構築が改めて問

われ始めている。中期的には、その実現が生き残りのカギを握る可能性もある。」（フ

ジサンケイ・ビジネスアイ, 2008 年 12 月 4 日） 

(3) 価格比較広告 

西友は、2009 年 3 月 5 日の全国新聞紙朝刊に、同業他社との価格比較広告を掲載した

（図 19）。西友、イトーヨーカドー、マツモトキヨシの各店舗で同日、同時刻に食品や日

用品の同じナショナル・ブランド商品を購入し、その合計価格を比較したのである。日本

の小売業界では、実名を掲げた比較広告は前例が無く、西友は新たな広告宣伝手法を持ち

込んだ。西友の比較広告は「安さの現場検証」という見出しで、2 月 26 日の埼玉県草加駅

周辺の店舗を対象にした。スポーツ飲料や洗剤など同じブランド 10 商品の購入代金総額

が記載されたレシートそのまま掲載した。これによると、西友の購入総額は 2,188 円であ

ったのに対し、マツモトキヨシは 2,369 円（西友より 181 円、8.3%高い）、イトーヨーカ

ドーは 2,660 円（西友より 472 円、21.6%高い）で、明確な差があるという内容であっ

た。 

 

                                                   
147 2012 年 7 月 24 日に行った B 氏とのインタビューを基にした。 
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出典 新聞広告データアーカイブ148 

図 19 2009 年 3 月 5 日の一般紙朝刊に掲載された西友の価格比較広告 

 

「広告にも他店の価格をチェックしなくても、西友で買えば安いといった意味の文

言が入っている。」（日刊工業新聞, 2009 年 3 月 6 日） 

西友の KY キャンペーンによる結果は、2008 年 11 月、12 月、2009 年 1 月、2 月と既

存店売上高が前年値を超えたことから、目論見通りのものであった。西友の顧客イメージ

を変え、低価格商品を売るディスカウント・リテーラーへの変貌を植え付けた。 

「横紙破りの広告は消費者の反発を招くことなく、むしろ支持を広げたようです。

背景には、未曾有の経済危機があります。雇用すら脅かされ、消費者は低価格に敏感

に反応するようになりました。もっとも、低価格競争は消費者には望ましくても、ス

ーパー各社にとっては体力勝負の消耗戦です。今のところライバルは静観しています

                                                   
148 https://www.pressnet.or.jp/adarc/ex/ex.html?cno=a0459&theme=D&nowic=5 

http://www.pressnet.or.jp/adarc/ex/p.php?p=0906w_seiyu02&m=d
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が、波紋は小さくありません。日本型の特売日方式は、特売日はよく売れるが、ほか

はあまり売れない波がありました。『毎日お買い得』方式だと、取引先からみれば、

卸値は安くても安定的に売れるので生産計画を立てやすくなります。スーパーからみ

ても、特売日ごとに商品や販促パネルを入れ替え、売り場を設ける手間がなくなり、

その分コストが削減できます。今回の広告は、安売り方式の変革を迫るものであるの

です。」（読売新聞, 2009 年 3 月 15 日） 

「西友は『KY（カカクヤスク）で行こう！』のプロモーション・キャンペーンを

実施する以前は、店舗によって扱い商品が異なり、棚割も不統一であったが、一連の

標準化店舗改装によって、チェーンストア化が浸透している。売場では、無駄な作業

が削減されると同時に、補充作業を徹底させている。イレギュラーな人員体制を余儀

なくされる催事などは、極力なくしているのだろう。スタッフ数も他チェーンと比較

すると少なく見える。」（Chain Store Age, 2009 年 3 月 15 日） 

 

2-10. 競合との差別化 

 

株式会社イオンは 2009 年 3 月 19 日の全国新聞紙朝刊に「イオンの反省」と称する一面

広告を掲載した。 

「私たちイオンは、世の中の変化に対応できず、お客さまを見失っていたことを反省

します。百年に一度と言われる不況の中、イオンは、お客さまが本当に求めている商品

やサービスを提供できていませんでした。 

◎イオンの価格は、他店にくらべて、決して安くはありませんでした。 

◎イオンの売場には、欲しいと思える商品が並んでいませんでした。 

◎イオンは、お客さまへのサービス改善を、怠っていました。 

わたしたちは、反省します。お客さまの声に深く耳を傾け、他の優れた企業から積極的

に学びます。もう一度、お客さまが求める本当の低価格、売場、サービスを取り戻すこ

とに全力を尽くしていきます。」 

イオンは、前日の 3 月 18 日に開催された戦略説明会において、試験的に導入していたプ

ライベート・ブランド(PB)「ベストプライス」を本格導入し、新たに 500 品目を投入する

とした。PB「トップバリュ」の 600 品目の価格を引下げ、8 月までに 1,700 品目を値下げ

するとした。ナショナルブランド（NB）については、3,400 品目の価格を 10%～47%順次
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引き下げるとした149。これは、イオンの商品・価格戦略の抜本的な見直しで、西友の EDLP

（低価格戦略）を意識しての対応であった。西友の低価格戦略に遅れること約 1 年、日本小

売最大手のイオンが、西友の低価格戦略に追随する形で、類似の戦略を採ることとなった。 

2009 年 3 月 19 日に低価格戦略に鍵を切ったイオンは、競合に対抗する為に、価格を引

き下げることを、コストを引下げることより優先した。よって、2009 年 10 月 6 日に発表

した 2009 年度中間期決算では、大きく業績を悪化させた。価格を引き下げたものの、売上

を改善するには至らず、連結売上高は前年同期比 3.1%減、営業利益は同 39.5%であった。

主要事業である小売事業については、営業損益は 71 億円の赤字で、前年同期の 12 億円の

黒字から大きく悪化した。同時期に中間決算発表を行った他社も業績を悪化させていた。イ

トーヨーカドーは売上高前期比 10.6%減、31 億円の営業赤字、ユニーは売上高前期比 3.8%

減、営業利益前期比 57.7%減、単体営業利益は 11 億円の赤字、ダイエーは売上高未発表、

営業利益は 25 億円の赤字、と各社とも大きく業績を悪化させていた。 

「食品から衣料品まで幅広く扱う総合スーパー(GMS)が不振から抜け出せない。09

年 8 月中間連結決算は、イオンが 2 期連続の最終赤字で、セブン&アイ・ホールディン

グスも大幅な減収減益だった。ともに店舗数を絞り込み、事業構造を変えていく方針を

強調したが、新たな成長戦略は見通せない。」（朝日新聞, 2009 年 10 月 7 日） 

「イオンの業績不振が続いている。6 日発表した 2009 年 3 月～8 月連結決算は最終

損益が 146 億円の赤字（前年同期は 160 億円の赤字）となり、2 年連続で最終赤字だ

った。主力の総合スーパー(GMS)事業が落ち込んだほか、グループ企業も低迷した。他

スーパーも価格競争のなかで業績不振に陥る例が目立ち、小売業界は消耗戦の様相を

呈している。 ～中略～。スーパー各社は消費者の低価格志向に応じて、値下げ合戦を

繰り広げているが、買い上げ点数などが思うように伸びず、収益を傷めている。3 月～

8 月期に上場来初の営業赤字となったイトーヨーカ堂は『価格競争に対応するためのコ

スト構造改革が遅れた』と分析する。既存店売上高は 5%減。粗利益率も 1.3 ポイント

と大きく下落した。」（日本経済新聞, 2009 年 10 月 7 日） 

 経営危機を先に迎え、これまでにないビジネス・モデルをもって経営改革に臨んだ西友が

売上を回復させ、業績を改善した一方で、総合スーパー競合他社は、売上を落とし、営業利

益を悪化させた。イオンは西友のようにディスカウント・リテーラーにビジネス・モデルを

                                                   

149 日本経済新聞「イオン、商品数 4 割削減」(2009 年 3 月 19 日) 
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変換する試みを行ったが、西友のようなビジョンと戦略をしっかりと持ち合わせておらず、

戦略変換を貫徹することはなかった。 

 

2-11. 西友の再建戦略の結果と評価 

 

西友は、売上変動が少なく、生産性の高い低コスト・オペレーションの実現を目指した。

その結果、3 年間で労働生産性を向上させ、販売および販売管理コストを減少させたのであ

る。また、EDLP の実行過程で、特売やチラシの配布を徐々に減らし、マーケティング費用

を削減した。西友は、顧客に「Everyday Low Price」という非常に明確なメッセージを送

り、低価格のディスカウント・リテーラーのイメージを構築した。そして、EDLP による価

格引き下げによる粗利益悪化を大幅に上回るコスト削減により営業利益を改善した。西友

は、2008 年以降、徐々に売上を伸ばし、営業利益水準を大幅に改善し、企業再建を実現し

たのであった（図 20）。 

 

出典：一般開示情報に基づいて筆者が作成150 

図 20 西友の売上と営業利益の推移 

 

                                                   
150 一般開示情報とは 2007 年度の西友の財務諸表、ウォルマートの年次レポート、新

聞・雑誌記事。売上高、原価・一般販売管理費については開示情報を基にした。正確な数

値を推計したとは言い難いが、改善の推移を示すには十分と思量した。 
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表 20 から、西友の 2008 年から 2011 年の業績に関し、次のことが言える。 

(1) 売上は微増である。 

(2) 総利益率は低下している。 

(3) 販売管理費率は低下している。 

(4) 営業利益率は改善している。 

 

表 20 西友の業績推移151 

西友業績推移 連結     単位：百万円 

 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 

売上 997,103 960,861 952,301 920,801 925,405 934,659 945,875 

 対前年増減率   -3.60% -0.90% -23.10% 0.50% 1.00% 1.20% 

売上総利益 245,206 240,600 235,161 227,438 222,097 219,645 217,551 

 総利益率 24.59% 25.04% 24.69% 24.70% 24.00% 23.50% 23.00% 

営業収入 37,483 35,269 35,023 33,272 31,608 30,028 28,526 

営業総利益 282,689 275,869 270,184 260,710 253,705 249,673 246,078 

 営業総利益率 28.35% 28.71% 28.37% 28.31% 27.42% 26.71% 26.02% 

販売管理費 281,456 272,648 269,750 259,998 247,375 238,898 234,114 

  販管費率 28.23% 28.38% 28.33% 28.24% 26.73% 25.56% 24.75% 

営業利益 1,233 3,221 434 712 6,331 10,775 11,964 

 営業利益率 0.10% 0.30% 0.00% 0.10% 0.90% 1.30% 1.50% 

出典 筆者が作成 

                                                   
151 2007 年までは有価証券報告書を基に作成した。2008 年からは一部新聞・雑誌に公表

されているデータを基に、2008 年度に実行した閉鎖店舗の売上を除去し、その他実行され

た施策から筆者が数値を推計した。 
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 次に、西友の事例を、Pettigrew（1990）のフレームワークに当てはめて分析してみる。 

 

2-11-1. 企業再建のコンテキスト 

西友の業績不振に陥った理由を俯瞰するために、再建活動が始まる前の 10 年間の業績を

見てみる。西友（図 21）は、2002 年から売上げが下がり始め、2002 年から営業利益が急

激に悪化した。西友は、売上 1 兆円を超える日本における大企業に成長したが、多角化に失

敗し、多額の債務を抱えて、業績を悪化させたのである。田村（2008）が指摘したように、

小売事業拡張に伴う人件費や広告宣伝費を中心とした販売管理費の増加を粗利益の増加が

吸収しきれなかったこと、及び売り場面積の増加に対し、売り上げが伸びず、結果として売

場効率が急激に悪化したことが考えられる。西友は、売上競争を進めた結果、経済環境や競

争環境の変化に迅速に対応できず、売上が減少し始めた途端に、営業利益が急激に悪化した

のである。 

 

  売上高     営業利益 

単位：百万円     単位：百万円 

 

出典 西友の有価証券報告書のデータを基に筆者が作成 

図 21 西友の小売事業業績推移（1998 年～2007 年） 

 

2-11-2. 企業再建プロセス 

西友の企業再建のプロセスは 2 ステージモデルに沿って、まず縮小戦略が実行され、そ

して復帰戦略が実行された。 
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2-11-3. 企業再建のコンテンツ 

 西友の企業再建のコンテンツに関し、縮小活動として、不稼働資産（実業とシナジーの無

い事業、店舗や土地）は売却され、社員が大幅に削減された。また、経営陣の刷新も実施さ

れ、新たな戦略と計画の下で再建は推進された。復帰活動は、ディスカウント・リテーラー

にビジネス・モデル変換をするべく、EDLP 戦略の実践であった。 

 

2-11-4. 西友の企業再建 

西友の再建活動を 2 ステージモデルに当てはめると、2006 年にウォルマートから派遣さ

れた CEO の下、新しい経営陣が新たな小売モデルの青写真を描いたことから始まる。多分

に親会社となったウォルマートの影響を受けたと考えられるが、2008 年初に、EDLP 戦略

を基にディスカウント・リテーラーになるという抜本的なビジネス・モデル変換を決定した。

次に、ベンチマークした競合の調査を基に、EDLP を基にしたディスカウント・リテーラー

にビジネス・モデル変換を行うこととした。そして、コスト削減のために、製造業で活用さ

れていたリーン・オペレーションの手法を小売業に取り入れることにした。EDLP を開始

するための戦略（売上規模の小さなカテゴリーから EDLP 化すること）は用意周到に立案

された。つまり、目的であるディスカウント・リテーラーへのビジネス・モデル変換を推進

するために、まずは、EDLP 変換という復帰戦略計画の立案が行われたのである。 

次に、縮小戦略の計画の立案と実行である。EDLP の実践には大きな価格投資が必要で

あることを競合調査で確認したので、実行についてはコストの削減が優先されたのである。

ディスカウント・リテーラーに必要な経営資源のみを残し、あとは縮小戦略の下で削除して

いった。戦略に合わない店舗は閉鎖され、不稼働資産は売却された。また、大規模な人員整

理が行われ、無駄を省くために多くの業務が削減された。また、人時生産性という指標の下

でオペレーション効率を上げることを推進した。縮小戦略と復帰戦略の一部が重複しなが

ら、それぞれが実行されていったのである。リーンの導入は店舗運営本部、EDLP の導入は

商品本部、それをサポートする部流本部、店舗改装を行う開発本部、EDLP をアピールする

マーケティング本部が密に連携しながら変革は進められた。 

西友は新しい小売モデルを構築するビジョンを持っており、企業変革のために実行した

ことは、目標設定（ビジョンの構築）、復帰戦略計画の作成、縮小戦略計画の作成、縮小戦

略計画の実行、および復帰戦略計画の実行という順序で行われた包括的なアプローチであ
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り、縮小戦略と復帰戦略の統合であったと言える。ハイ＆ローから EDLP への価格設定変

更は戦略的な市場ポジショニング変更であり、リーン・オペレーションの導入は重要な戦略

的変換である。 

 

2-12. ビジネス・モデル変換による企業再建 

 

ビジネス・モデルの変革により、西友の業績は 2010 年末までに回復した。ビジネス変革

チームのメンバーは、このプロセスにおいて興味深い事項を指摘している152。当初、EDLP

を実施するための価格投資原資を得るには、生産性の高いオペレーションに基づく EDLC

が必要と考えていたが、実は EDLP そのものがスムーズ且つ連続的でバラツキの少ない効

率的なオペレーションを促進した。それは、EDLP が簡素化、平準化、標準化を導くことに

大きく貢献した。つまり、EDLP がリーンを創発的に促進したのである。 

 

 

出典 一般開示情報に基づいて筆者が作成 

図 22 西友の店舗業務の人時生産性の変化（2007 年～2010 年） 

                                                   
152 2014 年 9 月 11 日に行った D 氏とのインタビューを基にした。 
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オペレーション変革の結果、2007 年から 2010 年までの 4 年間の平均年間店舗人時生産

性153は 33％改善され（図 22）、売上販売管理費率は 2.8％削減された。これにより、

EDLP 変革のための価格投資原資を確保し、財務パフォーマンスは大きく向上した。 

EDLP/低価格戦略、オペレーション戦略としてのリーン、そしてマーケティング戦略とし

ての KY キャンペーンが整い、西友は本格的にディスカウント・リテーラーとしてのビジネ

ス･モデル変革を推進した。西友が実践した EDLP 化の時系列的な流れは図 23 の通りであ

る。 

 

図 23 EDLP 実践の流れ 

 

西友の四半期ごとの売上既存店前年比を追ってみると、2008 年以降はプラスに転じ、

2009 年第 1 四半期はプラス 0.6%、第 2 四半期はプラス 1.2%、第 3 四半期は 1.3%と明ら

かに 2008 年第 4 四半期以降、売上は回復に転じた。 

「既存店売上高は 09 年 12 月期が 0.3%増、10 年 12 月期が 1.1%増と、わずかでは

あるが 2 年連続して上昇した。もちろん、これには 06 年から大規模に実施されてきた

改装の効果もあるが、根底には 08 年から推し進められてきた『プライスリーダーシッ

                                                   
153 人時生産性：売上÷総人時 
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プ』戦略に基づくウォルマート的なエブリデー・ロープライス(EDLP、毎日低価格)が

ある。プライスリーダーシップ戦略は、ウォルマートが株主を含む社会に対して宣言す

る方針と同じ。西友としてもウォルマート・グループの一員として方針の明確化が迫ら

れるのは完全子会社化の中で必然だった。結果としてこのことが同社の現在の経営を

ぶれのないものとしている。現在の西友ほど向かう方向が明確な小売業は、日本ではそ

う多くはないだろう。」（販売革新, 2011 年 4 月号） 

 西友の経営改革はビジネス・モデルを抜本から変革するという壮大なもので、ハイ＆ロー

から EDLP への営業戦略変換、大きな投資を伴う改装によるハードウェアの変換、業務の

簡素化・作業の平準化・作業の標準化をもたらす働き方の変換、そしてそれを機能させる社

員の意識改革、顧客に西友改革を知らしめるマーケティング戦略の変換という、一連の変換

が連動して、且つ同じ方向に向かって実践された。 

「現在の西友幹部の多くが、かつてハイエンド（高付加価値）型の小売業であった西

友が、真逆ともいえるディスカウント・リテーラーに転換したことの困難さについて指

摘する。その作業は社外的には『KY』販促の実施という形で成果を見せた。一方、社

内的にはエブリデー・ローコストの実現が求められたわけだが、それはまさに『働き方

を変える』ものであったといってよい。」（販売革新, 2011 年 4 月号） 

 

3. ディスカッション 

 

前章において、ダイエーの企業再建失敗の事例から、小売の輪の理論が働く状況下での小

売企業再建には、単に再建理論に沿うだけでは駄目で、ビジネス・モデル変換を伴う必要が

あることまでわかった。しかし、どのようなビジネス・モデルにどのように転換すればいい

のか、という点が課題として残った。このような課題に対して一つの解を与えてくれるもの

として、本章では西友の再建成功の事例を取り上げた。本章で明らかにしたかったことは、

不振に陥った小売企業が格下げによって再建できるのか、また、ハイ＆ローを採用している

小売業者が EDLP に戦略変換できるのかというものである。 

西友の事例は、不振に陥った小売企業を格下げによって再建しうること、価格戦略をハイ

＆ローから EDLP に変換しうることを示した。同時に、その変換の過程と重要な成功要因

を明らかにした。西友はハイエンドの総合スーパーからディスカウント・リテーラーに業態

変換し、そのために必要な要素として、EDLP に加え、リーン・オペレーションを取り入れ
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たのであった。リーン・オペレーションとは、スムーズで連続的且つバラツキの少ないオペ

レーション・フローを作りだすことで、低コスト・オペレーションの源泉である。リーンに

関する先行研究については Appendix を参照のこと。 

 

3-1. ハイ＆ローから EDLP への変換 

 

リサーチ・クエスチョン 2 について、西友の事例は 1 つの解答を与えるものである。先

行研究では、価格戦略をハイ&ローからEDLPに変換することは難しいと考えられてきた。

ところが、西友の事例では、先行研究と異なる、ハイ＆ローから EDLP に変換できるとい

うことを明らかにした。その原因を検証してみた結果、EDLP の導入に必要な低コストオ

ペレーションであるリーン・オペレーションを、実は EDLP が補完するというメカニズム

があったからである。この発見は、規模の経済を持たない中小スーパーマーケット事業者に

EDLP とリーンを駆使したモデルの提供という形で発展できると考える。西友の事例は、

価格戦略をハイ＆ローから EDLP に変換することが可能であること、そのためには価格設

定戦略とオペレーション戦略を統合することが必要であることを示している。 

EDLP への戦略変換に重要な成功要因は、価格設定とオペレーション戦略の統合だが、

この点についてもう少し詳しく述べておく。事例では、生産性の高いリーン・オペレーショ

ンを導いたトヨタ生産システムの手法に従って、スムーズで連続的且つバラツキの少ない

オペレーション・フローに変換することで、予想を上回るコスト削減をもたらしたことが観

察された。このことは、他のスーパーマーケット事業者であっても、リーン・オペレーショ

ンを駆使して EDLP を適用することが可能であることを示唆している。ただし、一般的に

は、ビジネスの性質上、スーパーマーケット事業ではスムーズで連続的なフローで生産性の

高いオペレーションを確立することは比較的困難だと考えられてきた。製造業とは異なり、

スーパーマーケット事業は顧客の購入とサービスの提供との間に時間的ギャップが存在し

ない。したがって、スーパーマーケット事業者が顧客需要水準を予測することは困難である。

つまり、需要に即時対応する受注生産が必要であるのだが、そのような仕組みの構築は極め

て困難である。しかし、西友の事例は、EDLP 自体がリーン・オペレーションの実践を推進

する要因であることも明らかとなった。つまり、完全な顧客需要に即時対応する仕組みの構

築はできないが、需要をマネージすることで、市場適応力を高めることは可能となるのであ

る。「毎日同じ価格」を設定することで、店舗運営は平準化され、標準化が可能となったの
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である。EDLP への変換の成功要因は、EDLP 自体がオペレーションの効率化を促す機能

を内在する点である。 

 

3-2. 価格戦略が経営戦略を決定する 

 

EDLP には 2 つの要素があることがわかった。1 つはオペレーションを安定させる価格

設定のメカニズムであり、もう 1 つは、価格競争における競争優位性の源泉である。オペ

レーションの観点からは、オペレーションの安定性に影響を与える販売レベルのバラツキ

を減らすためには、価格設定の安定性が重要である。価格水準は、価格競争の激しさによ

って決定されるべきものであり、安定した低価格設定は、オペレーション戦略とコスト構

造を決定する。そして、戦略上重要なことは、毎日安定した価格設定と競争力のある低価

格は別々に制御することができることである。 

本章での発見事実は、広くは、小売を起点に新たな価値を提供するために必要なオペレー

ション、事業システム、ネットワークの整備という文脈で捉えられるものと考える。このう

ち、より具体的に、価格戦略である EDLP とオペレーション戦略であるリーン・オペレー

ションに焦点を当てているのが本章という位置付けになる。先行研究は、価格戦略に焦点を

当て、ハイ＆ローの合理性を主張した。しかし、本章の主張は、高い生産性に基づくリーン・

オペレーション戦略により価格戦略を EDLP に変換しうる、というものである。スーパー

マーケット事業の成功のためには価格設定と他の要素を複合的に組み合わせる必要がある

ということを Fassnacht and Husseini（2013）は主張している。確かに、スーパーマーケ

ット事業では、バリューチェーン（Porter, 1985）において、プライマリーとサポートを含

む活動が密接に結びついている。店舗での顧客への販売とサービス（フロントエンドの活動）

は、バックエンドとサポート活動に影響を及ぼす。したがって、フロントエンドの活動が異

なる場合、バックエンドおよびサポート活動も異なることとなる。マーケティング活動とオ

ペレーション活動は互いに独立しているわけではないので、バリューチェーンにおけるプ

ロセス全体を統合プロセスとみなすべきである。フロントエンドには価格設定に焦点を当

てたマーケティング活動と顧客に対する価値の創造方法が含まれているが、バックエンド

ではコストに焦点を当てたオペレーション活動が管理されている。本章の事例が興味深い

のは、価格戦略としての EDLP を成功させるためには低コストを実現するオペレーション

戦略（リーンのようなフローの観点からの高生産性を実現するオペレーション戦略）が必要
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となるが、実はこのオペレーション戦略を成功させるためには EDLP が必要となる、とい

う点を示したことである。つまり、EDLP とリーン・オペレーションは不可分一体の戦略と

いうことになる。 

EDLP のメリットについて、消費者の視点からも議論をすべきであろう。ウォルマート

の EDLP は、ドイツではハード・ディスカウントストアとの競争（Christopherson, 2007; 

Hunt et al., 2018）、韓国では消費者の高価値志向（Kim, 2008）により、消費者に受け入れ

られなかったと言われている。西友が推進した EDLP は、安価なプライベート・ブランド

商品の投入や、ノーブランドの商品販売ではない。西友は、定評のあるナショナル・ブラン

ド商品の価格を引き下げ、しかも価格の変動を大幅に縮小させた。その原資はリーン・オペ

レーション導入によるコスト削減から捻出された。高齢者や共働き世帯の増加という社会

構造の変化は、特売日の選択や店舗間の買い回りの手間を省き、いつでも価格変動の心配を

することなく買い物できることは消費者にとってメリットと言える。 

 

3-3. 価格戦略とオペレーション戦略の統合 

 

事例研究から、価格戦略としての EDLP が、低コストのリーン・オペレーションを実行

するための重要な要素になることがわかった。言い換えれば、低コストのリーン・オペレ

ーションは EDLP の実践でうまくいく可能性があるということである。 

EDLP は低価格により集客するマーケティング戦略であるだけでなく、低コストを実現

するリーン・オペレーション戦略を推進するものでもある。 EDLP は、リーン・オペレ

ーション・システムにおける低コストオペレーションの推進力となる。図 24 に示すよう

に、価格戦略とオペレーション戦略は、EDLP に基づいてビジネス・モデルを開発するた

めのループを構築し、小売業におけるリーンを実践する。 
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出典 筆者が作成 

図 24 小売業におけるリーンの実践のための戦略ループ 

 

EDLP が適切に機能するには、価格戦略とオペレーション戦略の統合が必要である。た

とえ EDLP が実践されていても、リーン・オペレーションが確立されない限り、財務パフ

ォーマンスは向上できない。リーンは、簡素化、平準化、標準化を基にし、スムーズで連続

的且つバラツキの少ないオペレーション・フローを推進する。EDLP とリーン・オペレーシ

ョンの組み合わせは 1 つの有用なビジネス・モデルと考えられ、EDLP は、価格とオペレ

ーションが企業経営の視点から統合されている場合に、効果的な企業戦略として機能する。

事例研究により、リーン・オペレーションが最初に確立されれば、価格戦略をハイ＆ローか

ら EDLP に変換することが実現可能であることが明らかになった。よって、マーケティン

グ戦略としての EDLP とオペレーション戦略としてのリーンの組み合わせは、統合された

企業戦略の 1 つとみなされるべきである。 

西友のビジネス・モデル変換の成功はいくつかの事業戦略およびそれに基づく活動が同

期して実行される必要があることを示している。価格を管理する商品本部とオペレーショ

ンを管理する店舗運営本部は、一般的に緊密に連携を取ることが少ない。なぜならば、ど

ちらかが主導する活動が他の部門の活動に影響を与えるため、チームとして機能しないこ

とがよくある。EDLP を実行し、新しいビジネス・モデルを構築するには、異なる組織能
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力が必要といえる。製造業界では、在庫が顧客の需要と供給を調整するためのバッファー

となるため、生産プロセスはほとんど変動なくスムーズに管理される。販売部門との連携

は在庫を通じてバランスを取ることが可能である。富野（2012）はこの点について、市場

適応に向けた組織間連携の重要性を強調しており、「重要なのは、販売側が生産側（ある

いは部品サプライヤー側）の論理を理解することである。ここでいう生産側の論理とは、

受注生産的な短期適応能力を強くすればするほど生産効率が低下するという現実である。

実に当たり前のことではあるが、これはスピードのある受注生産を成功するうえでの基本

的かつ重要なポイントである。」と主張している（p.199)。更に、富野（2012）は、「メ

ーカーと販売側がお互いを支え合うという好循環な関係と構造を意図的に作りだすことが

最終的な競争力（生産コストの低下と販売増の両立）へとつながっていくのではないだろ

うか。それこそが真の『生販統合』だと筆者は考えている。」（p.200）と、主張してい

る。この考え方はサービス業への適用も可能であると共に、必要であると考える。 

以上より、マーケティングとオペレーションの統合的アプローチ（Piercy and Rich, 

2004）は、小売業界でリーン・オペレーション・システムがどのように活用されるかを説

明するものである。リーン・オペレーション・システムは、企業戦略に効果的に組み込ま

れる必要があるといえる。 

 

3-4. リーダーシップの影響とビジネス・モデル変換の持続的効果 

 

 西友のビジネス・モデル変換は、西友の経営陣の決断が重要な要因であったが、その背景

には、経営陣の構成があったと考える。役員 10 名の構成は、ウォルマートからの派遣者が

4 名、日本人で海外経験のある新規採用者 5 名、西友のベテラン 1 名であるが、ディスカウ

ント・リテーラーへのビジネス・モデル変換や EDLP 価格戦略変換については、ウォルマ

ートからの派遣者の発想で、戦略立案については役員全員、戦略実践の中心は日本人経営者

であったと考えるのが妥当である。何を、いかにして行い、どのような結果を得ることがで

きるかをしっかり理解しない限り、戦略の単なる実践は難しい。また、西友がビジネス・モ

デル変換に踏み出したタイミングが、ウォルマートによる完全子会社化の発表後であった

ことを見る限り、ウォルマートの影響は大きいと考えるべきである。但し、先述通り、ウォ

ルマートがハイ＆ローから EDLP への価格戦略変換方法やリーンの導入を主導した訳では

なく、西友独自の変換手法を編み出したことは特筆に値する。 
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当時の西友の置かれた状況は、事業の存続可能性としては厳しいものであり、ビジネス・

モデル変換というリスクをあえて取ったのは、経営陣が大きな危機意識を持っており、また、

それなりの勝算があったからであろう。その裏付けが、ウォルマートのビジネス・モデルの

参照と、株主であるウォルマートの理解であったと考えられる。西友の事例研究における A

氏と D 氏とのインタビューからは、西友の経営陣の戦略変換への強いコミットメントがあ

ったとのことがわかる。その源泉は、経営への危機感、株主の支援に対する信頼感、そして

変換後のビジネス・モデルについてのビジョンへの自信があったことがうかがえる。 

ビジネス・モデルの持続的効果については、そのビジネス・モデルの理念がどれだけ着実

に受け継がれるかということにある。ディスカウント・リテーラーのビジネス・モデルを確

立するためには、EDLP を進化させ、そのためには徹底したコスト管理が行わなければな

らない。西友がビジネス・モデル変換を実践した 2007 年～2010 年、日本は経済不況下に

あり、自由民主党から民主党への政権交代の時期であった。デフレが進行しており、また消

費者の賃金が目減りするにより、商品・サービス需要に関する安さへの感度は高かったと言

える。よって、ディスカウント・リテーラーへのビジネス・モデル変換や EDLP 価格戦略

変換は実施しやすい状況にあったと言える。その後、景気が回復する局面で、いかにこの理

念を継続するかが、ぶれないビジネス・モデルの維持につながり、企業イメージを形作るも

のとなるのである。第 3 章で見た、オーケーストアや大黒天物産のようなディスカウント・

リテーラーは、低価格、そして EDLP の愚直な実践を行っているように見える。 

 

3-5. まとめ 

 

本章は、小売業者が小売の業態変革における格下げ（ハイエンド総合スーパーからディ

スカウント・リテーラーへの業態変換）により企業再建を果たし、そのために価格戦略を

ハイ＆ローから EDLP に変換することが必要であることを示した。EDLP への価格戦略変

換には、リーン・オペレーションが同時に適用される必要があることも明らかにした。こ

のモデルは、規模の経済のビジネス・モデルの効果的な代替になりうることを示すもので

ある。リーンの導入を成功させるには、安定した価格設定戦略を同時に導入する必要があ

る。 日本の小売業者は高コスト構造に苦しんでいるため、リーンシステムを基にした低

コストモデルにより、業績を改善しうる。事例研究は、新しいモデルの実践方法を提示す

ることによって、当初設定したリサーチ・クエスチョン 2 に答えることができた。 
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多くの日本のスーパーマーケット事業者は、EDLP への変換が大きく売上高の増加をも

たらさず、また総利益を大きく毀損させるリスクがあると考え、EDLP の利点を高く評価

していない。先に提示した価格設定とオペレーションの統合モデルがない場合、EDLP は

スーパーマーケット事業では一般的に適用されがたい。事例研究が説明するように、EDLP

とリーン・オペレーションの組み合わせを基に、スーパーマーケット事業者はビジネス・モ

デルを大きく変えることによって、財務パフォーマンスを改善することができる。EDLP は

その利便性により顧客を引き付け、EDLP による粗利益の損失を補うためにリーン・オペ

レーションによるコスト削減がビジネス・モデル変革を推進する。このモデルは、コスト優

位性に基づいてビジネスパフォーマンスを向上させる。このモデルの適用性を調べるには、

一連のビジネス変換のプロセスを明確にする必要がある。本章の研究の重要なテーマの 1つ

は、営業利益を犠牲にすることなく、価格戦略をハイ＆ローから EDLP に変換する方法を

提示することである。 EDLP 変換は自動的にリーン・オペレーションを実現するものでは

ない。リーン・オペレーションは、EDLP 実践において効果的に設計し推進する必要があ

る。 EDLP はリーン・オペレーションを成功裏に実施する上で重要な要素なのである。 
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第 6 章 結論とディスカッション：企業再建の統合モデル 

 

本稿の問題意識は、業績不振に陥った小売企業を再建する方法は無いのかというもので

あり、そして、目的は、既存小売企業が持続的に競争優位性を維持し、長期的に小売業界

に存続しうる方法を探索するものである。そこで、小売業の業態変革、企業再建の理論、

ディスカウント・リテーラーのビジネス・モデル、そして小売業の価格理論についての先

行研究をレビューし、その結果を基に 2 つのリサーチ・クエスチョンを提示した。日本の

小売業界で小売の輪が働いており、ディスカウント・リテーラーが高業績で成長している

ことを確認した上で、サーチ・クエスチョンの答えを導き出すために、ダイエーと西友の

企業再建に関する事例研究を実施した。本稿で取り上げた 2 つのリサーチ・クエスチョン

は以下の通りである。 

 

リサーチ・クエスチョン 1 

小売の輪の理論において、格上げ余地がなくなり追い詰められた既存企業は、縮小戦略を

実践するだけでは単なる延命に終わる可能性が高い。縮小（Retrenchment）と復帰

（Recovery）という 2 つのステージを併せて考え、企業再建を成功裡に実現するためには、

何が必要で、それをどのように実行すれば良いのだろうか。 

 

リサーチ・クエスチョン 2 

業態変革に関する先行研究では、新興のディスカウント・リテーラーが既存の小売企業の

シェアを侵食し、既存小売企業は格上げにより新たな市場を開拓して生き残るとされてい

るが、格上げした既存小売企業はディスカウント・リテーラーと競合するために格下げはで

きないのであろうか。できるとすればどのようにすれば良いのか。加えて、ハイ＆ローから

EDLP への変換は困難だと言われているが、それはどのようにすれば可能となるのであろ

うか。 

 

1. リサーチ・クエスチョンへの答え 

 

1-1. リサーチ・クエスチョン 1 への答え 
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リサーチ・クエスチョン 1 の答えを求めるために、第 4 章では、再建を進めたが失敗した

ダイエーの事例研究を、第 5 章では、同時期に再建を進めていた西友の事例の分析を行っ

た。そして、ダイエーと西友の再建活動の比較分析を行った。 

小売業界における企業再建について、第 4 章のダイエーの失敗事例で、小売の輪が働い

ている状況下では、単なる 2 ステージモデルの実践では不十分で、戦略的変換154が必要で

あること、さらにダイエーでは、縮小活動の立案・実行と復帰活動の立案・実行が分断され

ており、戦略変換に踏み切りにくい状況に陥っていたことを明らかにした。そして、第 5 章

の西友の事例との比較により、上記の 2 点を確認した。西友は、戦略的変換を決断し、企業

再建は復帰戦略後のビジョンを明確にした上で、復帰戦略の立案、縮小戦略の立案・実行、

そして復帰戦略の実行という順序であった。また、縮小戦略と復帰戦略を一体として再建を

進めたことが戦略的変換を促進したと言え、また戦略的変換に踏み切ったことが縮小戦略

と復帰戦略の統合を促したとも言える。 

以下で、小売業界での企業再建における戦略的変換の重要性を説明し、縮小戦略と復帰戦

略を統合する企業再建モデルを提示する。 

 

1-1-1. 戦略的変換 

創業の時期、成長戦略、売上規模、衰退開始時期、衰退の過程が非常に似通った小売企業

2 社の再建の軌跡を追ってきたが、その再建活動には多くの共通点があった。再建活動は、

第三者の介入によってなされたこと、再建を担う経営陣を入れ替えたこと、不採算店舗を閉

店したこと、不稼働資産を売却して本体から切り離したこと、リストラにより大掛かりな人

員整理を行ったこと、本業である小売業に集中したこと、単なる縮小均衡ではなく再度成長

を推進したこと、などである。しかし、再建活動の結果は大きく異なったものとなった。西

友は企業再建の成功を導いたが、ダイエーは企業再生に失敗した。2 社の再建活動を比較し

てみると、ダイエーと西友が取った企業再建の方法には多くの共通点が存在するが、唯一の

相違点として戦略的変換の有無が見出された（表 21）。西友はディスカウント・リテーラー

への業態変換をビジョンとして掲げ、その変換の戦略として、価格戦略をハイ＆ローから

EDLP に変更し、店舗オペレーションにリーンを導入した。そして、ロジスティクス、マー

                                                   
154 本章では、西友が行ったビジネス・モデル変換、及びそれを推進した EDLP 価格変換

とリーン・オペレーション変換を総合して「戦略的変換」とする。これは、ビジネス・モ

デル変換を推進するために必要な事業戦略変換を束にしたものである。 
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ケティング戦略などのビジネスプロセスを同期して変換した。一方、ダイエーも多くの改善

努力を試みたが、基本的な戦略的変換はなかった。 

 

表 21 西友とダイエーの再建内容の比較 

  西友（2007-2011) ダイエー (2007-2012) 

準備     

 新ビジョンとバリュー ディスカウント・リテー

ラーへの変換 

中期経営計画（2 回） 

  「新しい小売業スタイルの確立」 

    「ライフソリューションパートナー」 

 株主構成 ウォルマート 100%子会社 丸紅とイオンの合弁会社 

 社長交代 新社長 新社長 

 企業再建チーム 新規採用経営陣 株主からの派遣経営陣 

再建のプロセス 縮小戦略⇒復帰戦略 
縮小戦略（産業再生機構）  

⇒復帰戦略（丸紅、イオン） 

再建の施策（コンテンツ）     

縮小戦略     

 コスト効率化 従業員削減 従業員削減 

 資産削減 店舗閉鎖, 資産売却 店舗閉鎖, 資産売却 

 資源再構築 小売子会社の統合 小売子会社の地域化 

 事業ポジション変更 小売にフォーカス 小売にフォーカス 

 資産ポートフォリオ変更 小売業に投資(店舗改装) 小売業に投資(店舗改装) 

復帰戦略     

 新戦略 価格戦略変換(EDLP 化) イオンとの協業 

 重要な事業変換 リーン・オペレーション 持続的改善 

出典 筆者が作成 

 

2 つの事例研究に基づき、ダイエーが再建に失敗し、西友が再建に成功したことについて、

次の 3 つの示唆が得られた。まず第 1 に、企業再建には戦略的変換をすることが必要であ

る。戦略的変換は、漸進的な改善ではなく、新規顧客にフォーカスした市場の開拓、事業ド

メインの再設定といった企業戦略の変換を伴うものである必要がある。第 2 に、企業再建

は、先行研究で説明されているように、単に 2 ステージモデルに従えばいいのではなく、企

業再建を成功させるプロセスにおいては、復帰戦略計画の作成が先行し、それに基づき縮小

戦略計画を作成する。そして、縮小戦略計画を実行した後に復帰戦略計画が実行されること

が必要である。第 3 に、縮小戦略と復帰戦略について、計画と実行をうまく統合していくこ

とが重要であるということである。企業再建は、単にプロセスのみに焦点を当てるのではな

く、全体包含的なモデルが求められる。コンテンツとコンテキストも十分に考慮した上で、

全体を統合するようなビジョンを描き、それに収斂させるように全ての戦略と行動を組み
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立てることが必要なのである。 

本稿は、戦略的変換が企業再建の成功の鍵となることを明らかにした。西友とダイエーの

比較事例研究によると、西友が行ったディスカウント・リテーラーへの戦略的変換は、企業

再建の成功に導いたが、ダイエーの持続的改善は企業再建に大きな成果はなかった。西友は、

新たに構築したビジョンを基に戦略的変換を行ったことが、結果的に本章の主張する企業

再建の手順に沿って活動を進めることを促したと言える。西友にとっての戦略的な EDLP

変換とリーン・オペレーション変換は、企業再建にとって非常に重要なものであった。

Bolton et al.（2010）は、小売価格慣行が 21 世紀になって EDLP に移行していることを指

摘したが、これは低コストの構造を確立するための情報技術とサプライチェーン管理のイ

ノベーションによって可能になり、小売業の環境変化が進み、小売業者が EDLP を選択す

るように促されたものであるとしている。このような小売業界を取り巻く環境の変化は、企

業再建に大きな影響を与えた。構築したビジョンに基づく縮小戦略計画と復帰戦略計画の

作成において、戦略的転換の重要性を示唆するものと考えられる。 

戦略的変換の必要性を説いている先行研究として Schoenberg et al.（2013）の論文があ

る。Schoenberg et al.（2013）は戦略的変換を、過去の課題解決方法を変え、環境変化に対

応できるような経営変革とし、企業再建のための戦略的変換の重要性を主張し、実証研究に

基づいて 6 つの効果的な企業再建戦略を特定した。それらは、コスト効率改善、資産売却、

コア事業活動への焦点、将来のための事業構築、リーダーシップの再活性化、そして企業文

化の変革である。研究の主なポイントは、コア顧客を特定し、コア顧客のニーズを満たす明

確な競争戦略を策定し、効果的なコスト管理方法を導入し、積極的で献身的なリーダーシッ

プチームを確保するなど、経営の基盤に関するものである。また、Wild（2010）は、戦略

的変換を市場におけるリポジション、事業に関するリフォーカスと定義し、戦略的変換が企

業再建に関して最も重要な要素の 1 つであることを指摘した。つまり、戦略的変換を伴う

ようなビジョンの策定および復帰戦略と縮小戦略計画を策定した点が、西友の企業再建を

進めることに貢献したと考えられるのである。更に、戦略的変換は、経営陣の刷新を伴うこ

とが多く、Kotter（1996）が主張するように、組織に危機意識を植えつけたり、あらたなビ

ジョンを構築したりすることを容易にする。 

西友のディスカウント・リテーラーへの戦略的変換は、親会社であるウォルマートのビジ

ネス・モデルに影響を受けたものであるが、EDLP とリーンによる戦略的変換は西友経営

陣の英断であった。企業再建においては、事業・資産売却、人員削減という縮小戦略と事業
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ドメインの再設定や新規顧客・市場開拓という復帰戦略を同時に計画していく必要があり、

また財務諸表や資金繰りについても適切な配慮が必要なため、戦略的変換という重要な課

題に取り組みには大きな労力が求められる。しかし、企業再建には時間の制約も存在し、難

易度の高い経営実践と言える。しかし、戦略的変換は、企業再建にとって必要なものである

ため、再建計画に盛り込むべき要素である。 

 

1-1-2. 縮小戦略と復帰戦略の統合モデル 

先行研究によると、企業再建は一般性のある手順があり、それは縮小戦略が最初に行われ、

復帰戦略が次に実施されるという 2 ステージモデルに基づいたものであると考えられてき

たが、本稿の発見は、小売の輪の理論が働くような再建が難しい状況では、既存の 2 ステー

ジモデルが言うような縮小戦略計画の作成、実行、復帰戦略計画の作成、実行の順ではない

というものである。事実、本稿で取り上げた西友もダイエーも企業再建を図ったが、西友は、

新しい小売モデルを構築するビジョンを持っており、企業再建は、目標設定（ビジョンの構

築）、復帰戦略計画の作成、縮小戦略計画の作成、縮小戦略計画の実行、および復帰戦略計

画の実行という順序で行われた。そして、縮小戦略と復帰戦略の実行は重複していたのであ

る。また、包括的に縮小戦略と復帰戦略を統合したアプローチで企業再建を成功させた。産

業再生機構による縮小戦略の計画と実行、丸紅、イオンによる復帰戦略の計画と実行という、

縮小戦略と復帰戦略が分断して実践されたダイエーの事例が示すように、縮小戦略は復帰

戦略のためにあるのであり、また、企業ビジョンに基づいた復帰戦略が縮小戦略に大きく影

響を及ぼすのである。 

実は、2 スージモデルに関する既存研究の中でも、縮小戦略と復帰戦略の重複をみとめる

枠組みがある。例えば、Slatter and Lovett（1984）は、2 ステージをさらに精緻化して、

7 つの実行ステージに基づく企業再建の枠組みを提示している。そこでは、7 つの実行ステ

ージのうち、既存研究のいう縮小戦略と復帰戦略の両方のステージにまたがるようなもの

が示されている。例えば、再建計画の導入段階では、その内容を詳細にみると、縮小戦略と

復帰戦略の両方に含まれるものだと言える。その上で、彼らは、縮小戦略と復帰戦略の 2 ス

テージを互いに関連づける必要があると指摘するのである。このような枠組みをもとに、

Slatter and Lovett（1984）は、企業再建は、第 1 に総合的（7 つの重要な要素が全て含ま

れていること）、第 2 に同時的（同時に複数の重要課題にと組むこと）、第 3 に広範的（課

題を広く捉えること）であるべきだと主張している。さらには、こうした企業再建を進める
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には、日々の継続的な改善ではなく、戦略的変換により達成できるとまで主張するのである。 

確かに、既存の単純化された 2 ステージモデルとは異なり、Slatter and Lovett（1984）

の枠組みは、2 ステージの統合的視点を示唆している点で興味深い。この点について、本章

の知見に基づき Slatter and Lovett（1984）のモデルを修正したものが図 25 である。縮小

戦略にあたる財務リストラ策の作成と実行について、明確に縮小戦略の作成と実行に分け

た。また、再建計画の作成と実行については、復帰戦略と縮小戦略の位置づけを明確にし、

更にビジョンの構築を付け加えた。再生計画の作成について、復帰戦略計画作成（Ⓒ）を先

に、次に縮小戦略計画作成（Ⓐ）の順とした。計画の実行については、縮小戦略（Ⓑ）を先

に、次に復帰戦略（Ⓓ）の順とした。但し、縮小戦略計画と復帰戦略計画の実行は一部同時

実行としている。Slatter and Lovett（1984）のフレームワークでは、復帰戦略と縮小戦略

の重複（同時・広範な取り組み）を指摘するにとどまっており、復帰戦略と縮小戦略を重複

させながら取り組むにしても、上記のような順序で実行すると明確にできていなかったの

である。図 25 に示した通り、網掛部分が本章を基に付け加えたもので、縮小戦略と復帰戦

略がどの時期に、どの程度重複して実施されるのか、また、計画と実行の時期と重複につい

て得られた新たな知見である。このことは、Slatter and Lovett（1984）の枠組みをさらに

精緻化したという点で、本章の理論的貢献と言える。 

 

出典 Slatter and Lovett (1984)のモデルをもとに筆者が作成 

図 25 西友の企業再建プロセスにおける実行ステージの位置づけ 
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1-2. リサーチ・クエスチョン 2 への答え 

 

リサーチ・クエスチョン 2 の答えを求めるために、第 5 章で、ハイ＆ローから EDLP に

変換して財務パフォーマンスを大幅に改善した稀有な事例として西友を取り上げた。先行

研究では、スーパーマーケット事業者が価格戦略をハイ＆ローから EDLP に変換すること

は、粗利益率の低下による粗利益減が売上増による粗利益増を上回り、営業利益を犠牲にす

ることが指摘されている。また、価格戦略変換に伴うスイッチングコストが大きく、営業利

益を減少させるという指摘もされている。よって、価格戦略をハイ＆ローから EDLP に変

換することは難しいとされてきた。しかし、西友の事例は EDLP とリーン・オペレーショ

ンの両方をうまく統合することで、価格戦略をハイ＆ローから EDLP に変換することに成

功し、営業利益を大きく改善させることが可能であることを示し、定説を覆した。本稿の貢

献は、ハイ＆ローから EDLP への価格戦略変換を実施できること、特に中小規模のスーパ

ーマーケットでもそれが可能なこと、またその成功のためにはマーケティング戦略（価格戦

略）とオペレーション戦略を統合する必要があることを示した点にある。また、西友の事例

は、西友がいかに価格戦略をハイ＆ローから EDLP に変換したかを詳述しており、その変

革のプロセスを理解することができる。価格戦略変換のプロセスでは、店舗オペレーション

のみならず、顧客への告知などを含めたマーケティング戦略の変換、店舗改装を伴う店舗構

築の変換、自動補充などのロジスティクの変換や畜産商品や惣菜商品の PC 化による商品生

産（調達）戦略の変換が密接に関係しており、企業戦略の変換と言える。 

西友の EDLP 変換に大きく貢献した要素はリーン・オペレーションの導入であった。そ

もそも、リーンとは無駄や不要な作業を排除するための概念であり、バリューチェーン内に

継続的でスムーズな業務フローを生み出し、価値を生み出すものである。そして、安定的な

価格設定である EDLP は、日々の売上変動を少なくするものである。単に価格戦略として

EDLP を導入しただけでなく、それを推進するためにリーンを導入し、オペレーションを

変換したのである。ただ、その中で、西友の経営陣は、EDLP のために必要な価格投資の確

保として導入したリーンが、実は EDLP によって補完されることには気づいていなかった。

EDLP とリーンの相乗効果については、実は創発的であったのである。先行研究では、リー

ン生産方式をサービス業である小売業に適用することは難しいとされていたが、安定した

価格設定がオペレーションのバラツキを減らし、結果的にリーンの導入がしやすくなる、と
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いうことが明らかになったのである。このように、本稿は、EDLP とリーンの組み合わせが、

規模の経済に頼ったビジネス・モデルに対する効果的な代替モデルになりうることを明ら

かにした。 

小売業における業態変革に関する先行研究で見た、既存小売業者が格上げしきったり、

その途中で業績不振に陥ったりした場合、どのように再建すればよいのかという課題に対

し、本稿は、ハイエンド総合スーパーからディスカウント・リテーラーへの格下げが可能

であることを明らかにした。EDLP 変換は自動的に格下げ・企業再建をもたらすものでは

ない。EDLP とリーンを組み合わせて初めて効果的な格下げ、つまりディスカウント・リ

テーラーへの戦略的変換が実現できるのである。 

Levy et al.（2005）が提示した Big Middle 理論は、低価格を訴求する小売企業が、Big 

Middle 企業群に業態変革し、そして衰退企業となり下がる可能性があることを示した。業

態変革に関する発見である格下げによりディスカウント・リテーラーへの業態変換は図 26

の網掛け部分で表すことができる。 

 

出典 Levy et al.（2005）の Retail Landscape 図を基に筆者が作成 

図 26 業態変革の理論におけるディスカウント・リテーラーへの格下げ変革 

 

小売の輪の理論における小売業態の進化型である格上げにより、業績を悪化させた事例
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は少なくない。米国 Sears, Roebuck & Co.（Sears）は低価格の農機具、DIY 商品のカタ

ログ販売から、性能の良い家電製品やスタイリッシュなアパレル商品をショッピングセン

ター内に店舗を構えて展開するようになった。ウォルマートとてその例外ではなく、2008

年にこれまでの低中所得者層から富裕層をターゲット顧客とするべく、売場の主導線（通

路）の重点商品売場の廃止や美観の高級化を目的とした店舗改装、及びオペレーションの

効率化推進のために商品カテゴリーや品揃えの削減を推進するプロジェクト（Chain 

Store Age, 2010155; Silverstein, 2010）を立ち上げたが、計画通りの成果を上げられず、

2009 年に中止された。日本の総合スーパーも食品、日用品に加え、カテゴリーを増やし、

また商品の品質を上げると共に価格を上げていった。その結果、業績不振となり Sears の

ように市場から退場するケースもでてきた。これらの事例から見出されることは、格上げ

による新興ディスカウント・リテーラーとの差別化は慎重に実践すべきであるということ

である。むしろ、いかに新興ディスカウント・リテーラーと競争するかを考えるべきであ

る。EDLP とリーン・オペレーションの組み合わせによるディスカウント・リテーラー業

態の維持という企業戦略はその答えの 1 つと言えよう。 

 

2. 結論 

 

本稿のテーマは、業績不振に陥った小売企業をいかに再建するかを目的とし、再建のプロ

セスでいかなるビジネス・モデル変革を実施すれば良いのかを明らかにするものである。つ

まり、小売事業の戦略的変換についてである。 

まず、業績不振に陥った小売企業の再建について、先行研究では、企業再建には一般的な

手順があり、企業再建の一般的な手順は縮小戦略が最初に行われ、復帰戦略が次に実施され

るという 2 ステージモデルに基づいたものであると考えられてきた。しかし、小売の輪が

働いている状況下では、単に 2 ステージモデルに沿って企業再建を進めればよいというも

のではないことがダイエーの事例から明らかになった。そして、2 ステージモデルでは十分

に解明できていなかったことを、西友の事例から明らかにした。それは、構築したい企業ビ

ジョンを基に、縮小戦略計画に先行して復帰戦略計画が作成され、その後縮小戦略計画実行、

                                                   

155 Chain Store Age「ウォルマート 世界に中心」(2010 年 1 月 1 日) 
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復帰戦略計画実行の順に実行されるというものである。既存の 2 ステージモデルが言うよ

うな縮小戦略計画の作成、実行、復帰戦略計画の作成、実行の順ではないのである。事実、

西友もダイエーも 2 ステップモデルに基づいて企業再建を図ったが、西友は、新しい小売

事業モデルを構築するビジョンを持っており、企業再建は、目標設定（ビジョンの構築）、

復帰戦略計画の作成、縮小戦略計画の作成、縮小戦略計画の実行、および復帰戦略計画の実

行という順序で行われた。また、包括的に縮小戦略と復帰戦略を統合したアプローチで企業

再建を成功させた。縮小戦略は復帰戦略のためにあるのであり、また、企業ビジョンに基づ

いた復帰戦略が縮小戦略に大きく影響を及ぼすのである。企業再建には、全体包含的なモデ

ルが求められている。それは、コンテキスト、コンテンツ及びプロセスを十分に考慮した上

で、全体を統合するようなビジョンを描き、それに収斂させるように全ての戦略と行動を組

み立てることが必要なのである。 

次に、小売企業を再建するために必要とされる戦略変換であるが、先行研究では、スーパ

ーマーケット事業者がディスカウント・リテーラーに業態変換をするために価格戦略をハ

イ＆ローから EDLP に変換することは、総利益率の低下による粗利益減が売上増による粗

利益増を上回り、営業利益を犠牲にすることが指摘されている。また、価格戦略変換に伴う

スイッチングコストが大きく、営業利益を減少させるという指摘もされている。よって、価

格戦略をハイ＆ローから EDLP に変換することは難しいとされてきた。しかし、西友の事

例は EDLP とリーン・オペレーションの両方をうまく統合することで、価格戦略をハイ＆

ローから EDLP に変換することに成功し、営業利益を大きく改善させることが可能である

ことを示し、定説を覆した。本稿の貢献は、ハイ＆ローから EDLP への価格戦略変換を実

施できること、特に中小規模のスーパーマーケットでもそれが可能なこと、またその成功の

ためにはマーケティング戦略（価格戦略）とオペレーション戦略を統合する必要があること

を示した点にある。 

 リサーチ・クエスチョン 1 の答えは、企業再建の理論である 2 ステージモデルにおける

縮小戦略と復帰戦略の統合（時系列的プロセス面での統合）が、リサーチ・クエスチョン 2

の答えは、マーケティング戦略とオペレーション戦略の統合（機能面での統合）が重要であ

ることを明らかにしたが、戦略的変換をするという意思決定がこれらの統合を促したとも

言えるし、これらの統合により戦略的変換が促されたのだとも言える。おそらく、こうした

統合的視点がなければ、小売の輪に状況にある小売企業を再建することは難しいし、不振に

陥った小売企業を再建するためには、このような視点を持った経営者が必要であると言え
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よう。 

 

3. ビジネス・インプリケーション 

 

多くの小売業者は、EDLP の利点を高く評価していないようだ。なぜなら、彼らはハイ

＆ローから EDLP への価格モデルの変換は売上総利益を犠牲にするだけだと考えているか

らだ。先行研究でもそれは実証されているが、問題は小売業者にとっての事業目的は売上

拡大ではなく、営業利益拡大である。いくら売上を拡大しても、事業収益である営業利益

を犠牲にするべきではないのだ。ウォルマートの創業者の Sam Walton は小売業に薄利多

売の概念を持ち込み、強力なディスカウント・リテーラーのビジネス・モデルを構築し

た。日本でも、ダイエーの創業者である中内功は同じ考え方を持っており実践した。その

結果、ダイエーは短期間で日本最大の小売企業になった。ウォルマートはディスカウン

ト・リテーラー・モデルを推進する際に、EDLP と EDLC を同時に実行するとしている。

つまり、薄利多売には低コストが必要なのである。問題は、いかに低コストを実践するか

であり、ウォルマートのモデルは低賃金、低賃料、低調達費が基盤となっている。ドイツ

のディスカウント・リテーラーである ALDI はプライベート・ブランドと低い店舗設営コ

ストを基盤としている。西友は、いずれの方法も取らず、リーン生産方式による低オペレ

ーション・コストを基盤にして事業運営を実践した。 

小売業者は、リーン変換はうまくいかないと考えているようである。小売業は製造業と

異なり、サプライサイドであるバックエンドのみリーン化できないからである。よって、

デマンドサイドであるフロントエンドもバックエンドと同期化する必要がある。西友は

EDLP を導入するためにコスト低減をする為にリーン生産方式を導入したが、実は EDLP

はリーンを促す機能を内在しているのである。オペレーション戦略と価格戦略の統合モデ

ルが提示されていないため、EDLP とリーンが小売業に適していると考えていないのであ

る。事例研究が示したように、EDLP は低コストオペレーションの推進力となる。このモ

デルは、売上成長に対する価格優位性と低コストに対するコスト優位性を生み出すことに

よって、業績を改善することができるのである。 

業績不振に陥った小売企業は、直ちにディスカウント・リテーラーへの業態変換を実行

すべきではない。適切な企業再建のプロセスを実行する必要がある。これまでに格上げし

てきた小売企業には、ディスカウント・リテーラーに適合しない資産や仕組みが存在す
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る。まずは、企業再建のプロセス理論に沿って、縮小戦略 を実行し、復帰戦略としての

戦略的変換を実行すべきである。その際に、本稿で指摘した通り、ディスカント・リテー

ラーになるというビジョンを明確化し、それに基づいて復帰戦略（EDLP とリーン生産方

式の導入）の計画を作成し、それに不要な資産と仕組みを縮小戦略として計画、そして実

行するのである。 

本稿で提示したモデルは実践に耐えうるものと考える。このモデルは、事例に基づく時

系列的に、実行計画として参照できるものである。よって、不振に陥った小売企業が直接

実践できるものである。この点は、ビジネス界に直接貢献しうるものと考える。 

 

4. 今後の研究課題 

 

本稿は多くの研究課題を残している。本稿は、事例研究を主体としているため、提示した

モデルの結果の一般化可能性を検証するためには、更なる研究が必要である。本稿で取り上

げた西友の事例は、すべての小売業者に適していない可能性があり、一般化するには更なる

事例研究の蓄積が必要である。本稿で提示したモデルについては、実施事例が極めて少ない

ことから、アクションリサーチ（Lewin, 1946; 灘光・浅井・小柳, 2014）で検証することが

が考えられる。業績不振に陥った小売企業の再建に関し、実際に再建活動に参画156しなが

ら、施策を実施し、データを蓄積して記述することを通して、本稿の提案するモデルを検証

することが可能となると考える。Lewin（1946）は、「実務家を支援するための研究方法」

とし、灘光・浅井・小柳（2014）は、「研究者がフィールドの人々に寄り添い、共同で作業

を行うことで、フィールドそのものを変化させそれを記述する研究」としている。 

次に、本稿は小売業の中でもスーパーマーケット業態にフォーカスしている。専門店の集

積業態である百貨店やショッピングセンター、1 つのカテゴリーに特化している専門小売業

態などに本稿で提示したモデルを適用する際には更なる検討が必要である。また、米国では、

百貨店やショッピングセンターの衰退が進んでいる。そして、カテゴリーキラーとして登場

した家電専門チェーンの Circuit City Stores, Inc.や玩具専門チェーンの Toys "R" Us, Inc.

が破綻している。さらに、衣料専門店チェーンの Gap, Inc.は店舗の大量閉鎖を実行してい

る。これらの事象から、日本でも家電量販チェーンや衣料専門チェーンの将来の苦戦が予想

                                                   
156 内部からの参画としては、経営陣のメンバーとなること、外部からの参画としては、

コンサルタントないしは経営顧問として参画することが考えられる。 
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される。これらの業態についての研究も必要であろう。 

業態変革に関する先行研究で紹介した Big Middle 理論において、不振に陥った小売企業

が再建する方向として、ディスカウント・リテーラーの他に、イノベータが存在すると考え

る。イノベータとしては、Amazon.com などの E コマース・サイトや株式会社セブン-イレ

ブン・ジャパンなどのコンビニエンスストアがあるが、それらの革新的な小売企業に業態変

革する方法も検討すべきであろう。更に、高い総利益率を維持しながら高い営業利益率を実

現しているヤオコーのようなスーパーマーケットについての検討が必要であると考える。

ヤオコーは、埼玉県を地盤とする地域スーパーマーケットであるが、安売りをせずに、売り

場面積当たりの売上を上げている。これは、「提案型販売」を重視して差別化を図り、高い

営業利益率と比較的高い売上成長を実現しているものである。 

企業再建の研究については、本稿では研究が不十分とされた 2 ステージモデルに基づく

企業再建のプロセス研究にフォーカスしたが、コンテンツ、コンテキスト、プロセスを包含

した理論の研究が必要である。業績不振に陥った背景が異なれば、対象方法も変わるもので

あり、コンテキスト、コンテンツ、そしてプロセスを統合した理論は、不振に陥った企業を

再建しようとしている実務家にとって大きな価値があるものと考えられる。 

更に、企業再建を支えたり、及び戦略変換を推進したりするために、企業の経営能力、ス

テークホルダーとの関係などの影響を研究する必要があろう。経営資源、組織能力、経営リ

ーダーシップの量と質、及び組み合わせは企業再建や戦略変換に大きな影響を及ぼすと考

えられる。 
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Appendix リーン生産方式に関する先行研究レビュー 

 

日本の小売業を俯瞰してみると、その年次活動のバラツキの大きさが見てとれる。小売

業は、顧客のニーズに基づく活動のバラツキとは異なる次元で、自らその活動のバラツキ

を創り出している。消費を喚起する目的とは言え、小売各社の活動はバラツキを創り出す

メカニズムは酷似している。消費者の購買に基づく小売業者の販売のバラツキは Porter 

(1985) のバリューチェーン（図 27）において、後方の店舗オペレーション、ロジスティ

クス、商品購買に大きな影響を与える。トヨタ生産方式やリーン生産方式は製造現場にお

けるオペレーションにおける無駄の根源であるバラツキの削減ないしは縮小による生産性

の向上と競争力の構築する仕組みを提示した。 

 

 

出典 Porter (1985)を基に筆者が作成 

図 27 バリューチェーン 

 

リーンという用語は Krafcik (1988) が初めて用いた。しかし、その 10 年前に大野
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（1978）がトヨタ生産方式でリーンの概念を詳述している。その後リーンは、Womack et 

al. (1990) によって脚光を浴び、瞬く間に全世界に広まった。これは、1980 年代に衰退し

た米国自動車産業を凌駕した日本自動車業界の成功の秘密を解き明かそうとした試みに多

くの経営学者と経営実務家が興味を示したからであろう。しかし、Shah and Ward

（2007）や Modig and Åhlström（2012）が指摘しているように、その用語の定義や使い

方は決して統一されてはいない。また、リーンは製造業では多くの適用事例があるもの

の、Åhlström（2004）や Portioli-Staudacher（2010）が問題提起している通り、サービ

ス業への適用は製造業と同様とは言えない。 

大野（1978）は、リーン・オペレーションのコンセプトとなるトヨタ生産方式を初めて世

に表した。リーン・オペレーションのコンセプトは、MIT プロジェクトチームによって広

く普及された（Womack et al., 1990）。リーンは、高い生産性で低コストを実現するための

オペレーション・システムである。リーンは無駄のないものということはよく知られている

が、一般的な活用については明確にされてはいない（Shah and Ward, 2007）。 Shah and 

Ward（2007）によると、「リーン生産は、哲学的な見地では指導原則と目標達成（Womack 

and Jones, 1996; Spear and Bowen, 1999）、また実務的見地では経営慣行、経営ツール、

経営技法（Shah and Ward, 2007; Li et al., 2005）という 2 つの観点から一般的に記述され

ている」(筆者訳, p.787)。  

 Shah and Ward（2007）は、緻密な先行研究レビューに基づいて、次のようにリーン・

オペレーションを定義した。「リーン生産は、サプライヤー、顧客、および内部のバラツキ

を同時に減少または最小化することによって無駄を排除することが主な目的である統合的

社会技術システム（an integrated socio-technical system）である」（筆者訳, p.791）。Shah 

and Ward は、リーン・オペレーションを生産システムとしてだけでなく、事業構造全体に

おける統合システムとしても明確に定義した。小売業におけるリーン・オペレーションの要

因を明確にすることが重要であり、Shah and Ward（2007）が特定した概念は、外部と内

部の複合要因を明らかにするために重要なものである。 

本章（Appendix）で解明すべき重要な点がもう 1 つ存在する。それはリーン・オペレー

ションと低コストオペレーションの区別である。リーン・オペレーションの目的は、低コス

トを達成することであるが、規模の経済に基づくバーゲニングパワーによって得られる低

調達コストや低賃金、低賃料という外的要因によっても、低コストを達成することができる

（原田, 2008）。本章はこのような手法と異なるリーン・オペレーションによって低コスト
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を達成する方法に焦点を当てている。 

Womack and Jones（1996）は、無駄を特定し、それらを省くことを促進するためにリー

ンを活用することが重要であると指摘しており、それはすべてスムーズなオペレーション・

フローの構築から始まる。経営資源の使用効率の改善は、低コストを達成するためにしばし

ば強調されるが、リーン・オペレーション・システムにとってオペレーション・フローの効

率化はより重要な要素と指摘されている（Modig and Åhlström, 2012）。規模の経済による

低コストオペレーションは資源効率に焦点を合わせている。一方、リーンによる低コストの

オペレーションは、フロー効率が重視される。リーンは規模の経済に対して、低コストオペ

レーションを実現するための説得力ある代替手段と考えられる。しかし、製造業での効果的

な適用が実践されているリーンは、小売業のようなサービス業に導入するのは難しいと言

われている。なぜなら、製造業では、製造された商品在庫が顧客の需要と製造業者の供給を

バランスさせるための緩衝材として機能するため、生産プロセスはほとんど変動なくスム

ーズに管理されるからである（Tomino et al., 2011）。 

 

1. リーン生産方式の概念 

 

リーン生産方式は、明確に合意された定義が存在する訳ではないが、2 つの観点で語ら

れることが多い。 

(1) 主導的な原則や包括的な目標という哲学的観点（Womack and Jones, 1996; Spear 

and Bowen, 1999） 

(2) 実務的な経営ツールや技法という観点（Shah and Ward, 2003; Li et al., 1999） 

 

リーン生産方式は多くの場合、供給、内部プロセス、需要におけるバラツキを少なく

し、過剰な在庫や生産能力によってもたらされる無駄を削減することと深く関係付けられ

ている。よって、リーン生産方式を推進するためには、供給、内部プロセス、需要のバラ

ツキを適切に管理しなければならない（大野, 1978; Womack et al., 1990; Womack and 

Jones, 1996; Hopp and Spearman, 2004; De Treville and Antonakis, 2006）。リーン生産

方式を確立するためには、単なる経営ツールや技法の導入だけでは不十分で、柔軟で、勤

勉で、継続的に業務に関与する人的資源が必要となる（大野, 1978; Shah and Ward, 

2007）。 
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2. 大野（1978）による「トヨタ生産方式」の概念 

 

1978 年に初版が発行された大野耐一の著書である「トヨタ生産方式」(大野, 1978) は、

リーン・オペレーションに関し、実に多くの指摘と示唆を含んでいる。これによって明ら

かになったトヨタ生産方式は、徹底した無駄の排除を基本としている。その無駄を排除

し、効率を追求する目的を「原価の低減」を実現する為と考えている。そして、この生産

システムは日本の風土から生まれたもので、どのような業種でも効果の発揮できる経営シ

ステムであるとしている。トヨタ生産方式が前提とする無駄は次の 7 つである。 

(1) つくりすぎる無駄 

(2) 手待ちの無駄 

(3) 運搬の無駄 

(4) 加工そのものの無駄 

(5) 在庫の無駄 

(6) 動作の無駄 

(7) 不良をつくる無駄 

 

興味深いことに、大野はこのトヨタ生産方式の二本柱の一つである「ジャスト・イン・タ

イム」を運営する仕組みである「カンバン方式」をアメリカのスーパーマーケットからヒ

ントを得たと述べている157。 

「スーパーマーケットから得られたヒントとは、スーパーマーケットを生産ラインにおけ

る前工程とみてはどうかということであった。顧客である後工程は、必要な商品（部品）

を、必要なときに、必要な量だけ、スーパーマーケットに当たる前工程へ会に行く。前工

程は、すぐに後工程が引き取っていった分を補充する。こうしてやっていくと、私どもの

大目標である『ジャスト・イン・タイム』に接近していけるのではないかと考え本社工場

の機械工場内で昭和二十八年から、実地に応用してみた。」(大野, 1978, p.51)。 

スーパーマーケットを、顧客にとって必要とする商品を、必要なときに、必要な量だけ

入手できる場であると考え、そのコンセプトを導入したのである。この前提となる考え

                                                   
157 もう一つの柱は「自働化」。 
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は、スーパーマーケットでは、顧客の必要な商品の品揃えがあること、欠品がないこと、

必要な数がそろっていること、いつでも商品があること、低コストであること、である。

単に、商品が存在しているだけではだめで、必要なものが、必要な量だけ、必要な時にい

つでも、しかも、低価格で販売されていなければならないのである。 

大野は、「ジャスト・イン・タイム」が十分に機能するための前提条件を明確にしてい

る。 

「『かんばん』は『ジャスト・イン・タイム』を実現するための道具であるが、その道具

が十分にはたらくための前提条件として、生産工程をできるかぎり流れるようにすること

が不可欠である。これこそ基礎条件といってよい。ほかに、生産をできるかぎり『平準

化』する、仕事は必ず『標準作業』をきめて行うことが重要な前提条件である。」 (大野, 

1978, p.68)。 

トヨタは月単位で確定する生産計画を立て、これを稼働日で割ることによって一日当た

りの生産台数を平準化することを実施した。一方で、顧客ニーズに基づく販売は平準化で

きないので、同時に多様化にも対応しなければならない。大量生産をベースにしたトヨタ

生産方式は、コストを低減しながら、顧客の多様なニーズにも答えるという多様化にも対

応した。 

「コスト・ダウンの最大の武器である設備による大量生産は、それを単純に推進するので

はなく、量産効果を実質的にさまたげないよう知恵をはたらかせ、つまり、最小限度の設

備・治具を付け加えることにより、前例のような汎用性をもった専用生産工程をつくる努

力が、ますます重要になってくる。このような配慮をすべての工程に加えることによっ

て、私どもは『多様化』と『標準化』との調和を図ることができ、顧客の注文にも、タイ

ムリーに対応することが可能となった。将来の市場の『多様化』の進展を考えて、この点

については、いままで以上に力を注がなければならない。」(大野, 1978, p.73)。 

トヨタ生産システムの柱である「ジャスト・イン・タイム」に欠かせないもう一つの要

素がチーム・プレーである。 

「『ジャスト・イン・タイム』によって、生産現場の各工程に当たる、グランドの各野手

は、必要なボールをタイミングよくキャッチし、連携プレーでランナーを刺す。全工程が

システマチックに見事なチーム・プレーを展開することができる。 

生産現場の管理・監督者はさしずめ野球でいえば監督であり、打撃・守備・走塁コーチ

である。強力な野球チームは、常にシステム・プレーというか、どんな事態にも対応でき
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る連係プレーをマスターしているものだ。『ジャスト・イン・タイム』を身につけた生産現

場とは、連係プレーのうまい野球チームにほかならない。」(大野, 1978, p.17)。 

大野の主張には、サービス業、特に小売業の効率化推進に大きな示唆を提供している。

ハイ＆ロー価格戦略により意図的に平準化を崩し、大量の無駄な作業を作りだす販売手

法、売場部門制によりチーム･プレー及び標準化作業を阻害する組織体制を今でも維持する

日本の小売業界は、トヨタ生産方式から多くを学べる。 

 

3. Womack et al.（1990）による「リーン生産方式」の概念 

 

リーン生産方式はトヨタ生産方式を研究して編み出されたものであり、MIT の Womack 

et al.（1990）によって提唱された。製造工程における無駄を排除することを目的とし

て、製品および製造工程の全体にわたって、トータル・コストを総合的に減らそうとする

のが狙いである。日本の製造業の生産システムはボトムアップ型に基づいた現場ベースの

改善システムが形成されていることが一般的であり、その中で結果として無駄が排除され

ていく。しかしボトムアップでは部分最適に陥りやすく、局所的に無駄が排除されても、

全体で見た場合には無駄が排除しきれていない状態が生じやすい。それらを踏まえ、MIT

で行われた研究は、それらとトップダウン型の戦略システムとの融合やその体系化であ

る。トップダウン型になることによって、全体最適を追求しやすくなり、組織全体として

バランスがよくなり無駄を排除しやすくなる。1980 年代に MIT で行われた日本の自動車

産業の研究において特に注目されたのは、ジャスト・イン・タイム生産方式に代表される

無駄を徹底的に排除したトヨタ生産方式である。トヨタ生産方式では 7 つの無駄を定義

し、それらを減らす、無くすことに注力している。トヨタ生産方式は、この無駄を徹底的

に排除しながら生産活動を行うことを目指す生産方式として構築された。そして「贅肉の

とれた」の意である英単語の Lean（リーン）を用いてリーン生産方式（リーン・オペレ

ーション）と呼ばれるようになった。無駄の無い生産方式という事である。Womack and 

Jones（1996）は無駄を以下の通り説明している。 

「『無駄』とは、実行すると資源を消費するだけで、何も価値を生まない活動のこと

だ。 

(1) あとから手直しを要する間違い 

(2) 誰も欲しがらないので在庫だけが増えてしまうモノの生産 
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(3) 必要のない工程 

(4) 目的のないモノの搬送 

(5) 目的のない人の移動 

(6) 上流工程の作業が遅れたために下流工程の人達の仕事がなくぶらぶらしている状態 

(7) 顧客の要求と合わない製品 

(8) 顧客の要求と合わないサービス     」 

(Womack and Jones, 1996, p.15, 稲垣公夫訳 2008, p.22) 

このリーン・オペレーションは製造業のみならず、サービス業にも適用できると考えら

れる。日本のサービス業には多くの無駄が存在しており、決して高い生産性を誇る状態に

はない(日本生産性本部, 2010)。サービス業こそ、このリーン・オペレーションの手法を活

用し、顧客ニーズに適した価値を提供するべきである。小売業においては、先の事例研究

でみた通り、西友がこのリーン・オペレーションのコンセプトを導入し、低コストで運営

し、低価格にて顧客ニーズに答えるモデルを構築した。 

2000 年初頭より台頭してきたインターネットは、異なる次元ではあるものの、リーン・

オペレーションを飛躍的に推進した。オンライン・ショッピングは多くの中小サプライヤ

ーに参入の機会を提供し、低価格と利便性を差別化とするビジネス・モデルを確固たるも

のとした。 

 

4. Shah and Ward (2007) による「リーン生産方式」の定義 

 

Shah and Ward (2007) は、リーン生産方式を次のように定義している。 

「リーン生産方式は統合された社会的技術システムで、その主目的はサプライヤー、顧

客と組織内部プロセスのバラツキを、同時に削減あるいは縮小することにより無駄を取り

除くことである。」（筆者訳, p.791）。 

上記のバラツキを管理する項目として挙げられているサプライヤーは供給、顧客は需要

に該当する。供給におけるバラツキは、サプライヤーが正しい時刻に、正しい場所に、正

しい品質と正しい量の商品とサービスを納入することを行わない場合に発生する

（Womack et al., 1990）。このバラツキは、サプライヤーとの関係を最適化することによ

り管理できる。また、サプライヤーとの適切な企業間分業を構築することが全体のプロセ

スを最適化することに役立つ（武石, 2006）。内部プロセスのバラツキは、オペレーション
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を均一化あるいは平準化させたり、生産量（供給量）を需要量に合わせて適切な計画を立

てたりすることによって縮小できる。オペレーションの平準化には、オペレーション・フ

ローを混乱させることのないような仕組みとそれを遂行できる多能工化された作業員（オ

ペレーター）が必要となる（大野, 1978; Monden, 1983）。最後に、需要のバラツキの管理

について、多くの場合、顧客購買行動に基づいているため、完全なコントロールは難しい

が、管理できない訳ではない。バラツキを縮小する仕組みは存在し、価格調整やプロモー

ションによる需要を変化させることや、販売立地の分散化や商品構成の工夫による需要管

理は一般的に行われている。但し、需要管理は売上の極大化を阻害するリスクを含むこと

は考慮しなければならない。 

Shah and Ward (2007) は、製造業の実務家への質問票調査を用いた分析結果から、次

の 10 項目がリーン生産方式を構成する要素であるとしている。 

(2) サプライヤーへのフィードバック（供給管理） 

(3) サプライヤーによる Just In Time (JIT) 納入（供給管理） 

(4) サプライヤーの育成及び密接な関係構築（供給管理） 

(5) 顧客の関与（需要管理） 

(6) プル・システム（内部プロセス管理） 

(7) 継続的なオペレーション・フロー（内部プロセス管理） 

(8) セットアップ・タイムの低減（内部プロセス管理） 

(9) Total Productive/Preventive Maintenance (TPM)（内部プロセス管理） 

(10) Statistical Process Control (SPC)（内部プロセス管理） 

(11) 社員（作業員）の関与（内部プロセス管理） 

Shah and Ward（2007）は上記 10 要素が密接に関連しあってリーン生産方式は成立

し、効果を発揮するとしている。 

 

5. Karlsson and Åhlström（1996）による「リーン生産方式」の構成要素 

 

Karlsson and Åhlström（1996）は、リーン生産方式がリーン開発、リーン購買、リー

ン製造、リーン販売から成り立っているとし、それぞれの構成要素を次のように定義して

いる。この主張は、その提供範囲の拡大として、リーンに新たな可能性を提供するもので

ある。 
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(1) リーン開発 

 ① クロス・ファンクション・チーム 

 ② 同時共同開発 

 ③ 協調から統合へ 

 ④ 戦略経営 

 ⑤ 開発のブラックボックス化 

(2) リーン購買 

① 階層式サプライヤー構造 

② サプラーヤー数の絞り込み 

(3) リーン製造 

① 無駄の排除 

② 継続的改善 

③ 多能工チーム 

④ 情報共有システム 

⑤ 権限分散 

⑥ プッシュからプルへ 

(4) リーン販売 

① 少量の在庫 

② 顧客の関与 

③ 積極的なマーケティング 

 

6. リソース効率性とフロー効率性 

 

リーンとは、無駄を省き、効率的に組織運営がなされている状況を言うが、その概念と

適用事例については、大野（1978）がトヨタ自動車で実践した内容を記述したものがあ

る。大野 (1978) は「徹底的な無駄の排除」とともに、生産現場で「流れをつくる」こと

を重視した。その実践手法が「かんばん方式」である。「かんばん」はジャスト・イン・

タイムを実現するための道具であるが、その道具が十分に機能するための前提条件とし

て、生産工程をできる限り流れるようにすることが不可欠であるとしている。 

Modig and Åhlström（2012）は、リーンには資産活用の効率性改善とオペレーショ
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ン・フローの効率性改善の 2 つが重要で、資産活用の効率性改善の陰に隠れてあまり重視

されていないオペレーション・フローの効率性改善こそまず取り組むべきものであると考

えている。資産活用の効率性とは、既存の保有資産をどれだけ効率的に活用したかであ

り、資産の稼働率が主な指標となる。一方で、オペレーション・フローの効率性は、オペ

レーション所要時間のなかでどれだけ資産が価値を提供していたかであり、スループッ

ト・タイムが主な指標となる。保有資産がどれだけ多く稼働していても、顧客に対して価

値を生み出す活動をしていなければリーンは構築できないという考え方である。特に、顧

客の需要ニーズに即応することが求められることが多く、また在庫として貯蔵、保管する

ことができないサービス業においては、資産活用の効率性改善のみでは顧客に価値を提供

するという観点からは不十分で、オペレーション・フローの効率性改善という観点が必要

となる。 

 

 

出典 Modig and Åhlström (2012)を基に筆者が作成 

図 28 資産効率改善とフロー効率改善のプロセス 
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図 28 はオペレーションの効率性改善のプロセスを示したものだが、Modig and Åhlström

（2012）によると、最適なリーンを達成する為には、一旦資産活用の効率性を犠牲にして

でも、オペレーション・フローの効率性改善を図るべきであるとしている。 

 

7. サービス産業におけるリーン生産方式の適用 

 

トヨタ生産方式（大野, 1978）を基に考えられた生産方式が脚光を浴びてから既に約 40

年が経つが、製造業に比してサービス業ではその考え方が十分普及していない。Womack 

and Jones（2005）で、リーンな生産原理はあらゆる産業に適用可能であると指摘してい

るが、この原理は主に製造現場において適用され、サービス業には十分に適用されていな

い（Åhlström, 2004; Portioli-Staudacher, 2010）。 

製造業でリーン生産方式の適用事例が多く見られる理由は、製造業は生産現場と販売現

場が独立しており、生産現場を単体で管理することが可能だからである。製造業の場合、

生産現場でのリーン生産方式の導入は、販売現場に直接影響を及ぼすことはない。生産し

た商品の在庫は販売部門管理となり、リーン生産方式の効果的な適用の事例として有名な

自動車産業とて、販売現場が同様にリーン・オペレーションであるというものではない。

小売業においても、商品配送の要となる商品在庫センターでは、多くの会社がリーン生産

方式を適用している事例が見られる。サービス業は、顧客との直接的な折衝が存在し、顧

客の購買行動による業務変動が予測しづらいため、顧客対応を優先するが為に、業務の平

準化が難しいことがあげられる。 

製造業で大きな成果を収めたリーン生産方式であるが、サービス業への適用を試みる研

究が行われている。Bowen and Youngdahl（1998）、Åhlström（2004）、Wright and 

Lund（2006）、Naruo and Toma（2007）、Portioli-Staudacher（2010）、Modig and 

Åhlström（2012）は、Womack et al.（1990）、Womack and Jones（1996）を展開し、

サービス業におけるリーン生産方式の適用条件や方法について議論を行った。Åhlström

（2004）は文献レビューにおいて、リーン生産方式がサービス業へ適用された事例につい

ての研究が十分になされていないことを指摘し、Bowen and Youngdahl（1998）の研究

を数少ない研究と位置付け、それを発展させた。Åhlström（2004）は、Karlsson and 

Åhlström（1996）を基に、リーン生産方式の原理を①無駄の排除、②ゼロ不良、③プッ

シュからプルへ、④多能工チーム、⑤権限分散、⑥情報共有システム、⑦継続的改善と
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し、道路管理業、鉄道業、教育サービス業（学校）、そして医療サービス業（病院）への

リーン生産方式の適用を事例研究にて明らかにした。リーン生産方式は製造業において成

功することは確認されていたが、サービス業へも適用が可能であることが理解され始め

た。一方で、製造業とサービス業の違いによる課題も見えてきた。製造業と異なり、サー

ビス業は顧客の需要ニーズに即応することが求められることが多く、またサービスは在庫

として貯蔵、保管することができない。また、顧客の多様なニーズ、サービスを提供する

時点と場所で、提供する内容を変化させることがある。在庫生産を前提とする製造業と

は、本質的に異なるオペレーションを行うことが必要で、必然的に発生する無駄の排除へ

の対応が極めて難しい。しかし、だからと言ってリーン生産方式の概念を活用できない訳

ではなく、サービス業におけるリーン生産方式の適用方法についての更なる研究が求めら

れるものである。 

サービス業にリーンを適用するのが困難な理由は、そのビジネスの性質によるものであ

る。この点は、Bowen と Yongdahl（1998）、および Åhlstrom（2004）によって議論され

ている。サービス業は、需要と供給の間の調整を行うための緩衝材として在庫を持つことは

できない。したがって、需要と供給の間で異なる調整方法が必要となる。製造業は、最低の

コストと最高の品質でオペレーションプロセスを最適化することが可能である。しかし、需

要が供給のレベルを満たしていない場合、生産された製品は在庫として倉庫に残ることに

なる。サービスそのものは在庫として保管できないため、利用することはできない。したが

って、売上を犠牲にすることなく需要管理を行うためのメカニズムが必要となる。それは、

顧客が毎日サービスを受けに来て商品を購入するためのメカニズムである。サービス提供

者は、顧客がサービスを必要とするときに量と品質面で最適のサービスを提供するために

顧客との信頼を確立する必要がある。また、他にもいくつかの課題が存在する。 

サービス業では、サービスの生産と消費の同期が必要である。顧客のニーズはさまざまで、

顧客のニーズを満たすには、分散型の意思決定プロセスが必要になる。それに対応するため

に、標準化されたオペレーションは機能しない可能性がある。顧客が小売店舗を訪問すると

き、顧客はニーズ充足のために店員にサポートを求める。たとえば、小売店の生鮮食品売場

では、種類、量、および包装に関し、注文に基づいて顧客に提供されるサービスが実行され

る。衣料品部門では、顧客のニーズに基づいて手直しが必要になる場合がある。ただし、サ

ービス提供者が無駄を排除してフローを作成しようとしていても、顧客はそれらを阻害す

る可能性がある。サービス提供に関する顧客の関与は、いかに顧客のニーズを満たすかとい
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うことと、どれだけオペレーション上のバラツキを受け入れるか、ということのバランスを

とる努力である。 

 

8. 経営におけるリーンの意味 

 

藤本（1997, 2003）は、組織能力構築の観点から、表層の競争力と深層の競争力の存在

を明らかにした（図 29）。表層の競争力とは、価格、納期、製品内容の訴求力、広告内容

の訴求力に依存するもので、主にマーケティングに該当するものである。一方で、深層の

競争力とは、生産性、生産リードタイム、適合品質、開発リードタイムに依存し、生産技

術・生産管理を含むオペレーションに該当するものである。藤本（1997, 2003）は、組織

能力構築競争にとって、深層の競争力がその最終パフォーマンスを左右し、その重要性を

強調している。 

 

 

出典 藤本(2003)を基に筆者が作成 

図 29 もの造りの組織能力とパフォーマンス 

その他の環境要因 

組織能力 深層の競争力 表層の競争力 
利益 

パフォーマンス 

組織ルーチンの体系 
生産性 

生産リードタイム 

適合品質 

開発リードタイム 

能力構築競争の対象領域 

価格 

納期 

製品内容の訴求力 

広告内容の訴求力 
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Porter（1985）は図 27 で示したように、バリューチェーンという概念で、組織の作り

出す価値が、その組織業務に必要な価値連鎖によって構築されるとしている。リーン生産

方式を製造現場で導入している企業でさえ、全社戦略としてこの原理を活用しているケー

スは多くない。リーン生産方式がサービス業でも適用できるのであれば、全社戦略として

リーン生産方式を製造現場であるバックエンドのみならず、販売やサービス提供の場であ

るフロントエンドで適用すれば、無駄を省き、業務の平準化と標準化を推進することがで

き、コスト・リ－ダーシップを確立することが可能となる。よって、藤本 (1997, 2003) 

のいう深層の競争力と表層の競争力は一連の価値連鎖によって統合されると考えるべきで

ある。 

藤本（2003）はリーン生産方式を追求する課題として、次のように述べている。 

「そもそも、短納期で、効率を落とさず、しかもユーザーの個別のニーズに正確に対応

できる自動車量産システムは、二十一世紀初頭の地球上には存在しない。欧州には完全受

注生産に近い工場があるが、納期が長い。逆にトヨタ式の日本の工場は短納期生産が可能

だが、前述のように完全受注生産とはなっていない。アメリカの生産システムは基本的に

在庫生産体制である。その意味で、新情報技術と工程能力の地道な向上、そして部品企業

の生産変更への即応能力を組み合わせることによって、完全な「最終需要対応型のリーン

生産方式」を創造することができるかが、生産マネジャーに課された一つの課題であろ

う。しかしこれも、生産方式の革命的変化ではなく、地道な努力の積み重ねになるだろう

と筆者は予想する。ここにも、二十一世紀の『能力構築競争』がめざすひとつの目標が存

在する。」（pp.368-369）。 

藤本（1997）はトヨタ生産方式が生まれたプロセスを「創発プロセス」と呼び、システ

ム変化の経路が複雑多岐にわたり、経済全体がこれを完全に事前予測をしたりコントロー

ルしたりすることが困難な場合の過程としている。トヨタ生産方式がいかに優れたもので

あっても、それを成功裡に導入できなければ、単なる偶然の産物となってしまう。 

Womack et al.（1990）及び Womack and Jones（1996）において指摘されているリーン

生産方式の重要な要素を理解できても、導入のプロセスが明確にならなければ、単なる優

れた方式で終わってしまう。先行研究では、いかなるプロセスでリーン生産方式を既存の

オペレーションに導入すれば良いかという解が示されていない。 

更に、藤本（2003) が指摘する「最終需要対応型のリーン生産方式」の創造について、
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更なる研究が必要である。Åhlström（2004）が主張する通り、顧客の需要ニーズに即応

することが求められることが多く、またサービスは在庫として貯蔵、保管することができ

ないサービス業において、リーン生産方式の適用方法についての研究が求められるもので

ある。サービス業は製造業と異なり、顧客の多様なニーズ、サービスを提供する時点と場

所で、提供する内容を変化させ、在庫生産を前提とする製造業とは、本質的に異なるオペ

レーションを行うことが必要で、必然的に発生する無駄の排除への対応が極めて難しい。 

小売業におけるリーン生産方式の適用は、店舗業務を顧客対応のフロント・エンド・プ

ロセス、店舗・売場整備対応をバック・エンド・プロセスとして考えると、小売業では、

フロント・エンド・プロセスとバック・エンド・プロセスは独立しておらず、統合された

プロセスでなければならない。よって、フロント・エンド・プロセスであるマーケティン

グ戦略とバック・エンド・プロセスであるオペレーション戦略が、企業戦略として統合さ

れる必要があり、これは 2 つのプロセスの親和性と整合性を調整した経営の仕事となる。

多くのサービス業では、このプロセス統合が図られる必要があり、これは価値創造のため

の企業戦略なのである。このバック・エンド・プロセスは、藤本（2003）の言う「深層の

競争力」と言える。顧客が直接観察・評価できる表層の競争力に対し、それを背後で支

え、かつ企業の組織能力と直接的に結びついている指標のことである（藤本, 2003, 

p.40）。 

 

9. まとめ 

 

 大野耐一は、米国のスーパーマーケットの視察からリーン生産方式の源と言えるトヨタ

生産方式を生み出した。リーン生産方式の概念には、無駄を削除することと共に、オペレ

ーションにおけるスムーズで継続的なフローを作りだすことがある。それらを作りだすた

めには、バラツキの無い、「簡素化されたオペレーション」、「平準化されたオペレーショ

ン」、そして「標準化されたオペレーション」が必要である。製造工程と販売工程が分断さ

れている製造業ではリーン生産方式が適用されやすいことがわかったが、緩衝材となる在

庫が存在しないことと共に、消費者の需要と供給が同期していることが必要となるために

サービス業への適用が難しいことが明らかとなった。先行研究の課題は、いかにサービス

業、特に小売業にリーンを適用するかである。バリューチェーンのフロント・エンド・プ

ロセスとバック・エンド・プロセスが独立せずに、密接に関連している小売業のオペレー
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ションでは、2 つのプロセスが企業戦略として統合される時に、価値創造としてのリーン

生産方式が十分に機能する。 

 本稿では、西友の事例研究を実施している中で、サービス業である小売業におけるリーン

の適用という課題に遭遇したが、リーンの概念を理解するにしたがって、その効果が想像を

はるかに上回るものであることを認識した。リーンの概念を正しく理解し、今後、幅広い分

野で活用することが重要であることを確認した。 
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